
備 考

4

4

4

4

計

開設する授業科目の総数

1,920
(1,780)

実験・実習
卒業要件単位数

3年次
60

演習 計

　－　科目

　　年　月
第　年次

令和5年4月
第1年次

平成21年4月
第1年次

令和5年4月
第1年次

令和3年4月
第3年次

令和3年4月
第3年次

同上

同上

令和3年4月
第1年次

720
(640)

420

450
（415)

80

170
(150)

100

　－　科目

学士(法学）
【Bachelor of
　Law】

同上

岡山県岡山市北区津島京
町2丁目10番1号

教育
課程

新
設
学
部
等
の
概
要

年 人

新 設 学 部 等 の 名 称

同一設置者内における変更状況
（定員の移行，名称の変更等）

100
(85)

-

　－　科目

新設学部等の名称
講義

　　該当なし

　－　単位

3年次
30

3年次
10

－

フ リ ガ ナ オカヤマショウカダイガク

記 入 欄

岡山県岡山市北区津島京町2丁目10番1号

400
(340)

学士(経済学）
【Bachelor of
　　Economics】

学士(商学）
【Bachelor of
 Business and
 Commerce】

380

　－　科目

法学部
【Faculty of Law】

  法学科
　【Department of Law】

人年次
人

開設時期及
び開設年次

学位又
は称号

修業
年限

入学
定員

別記様式第２号（その１の１）

新 設 学 部 等 の 目 的

　ガッコウホウジン　キビガクエン

大 学 の 名 称

大学の収容定員に係る学則変更

岡　山　商　科　大　学　（Okayama Shoka University)

計 画 の 区 分

フ リ ガ ナ

学　校　法　人　　吉　備　学　園

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

設 置 者

大 学 本 部 の 位 置

　志願者や入学者の動向等や高い就職率を維持していることから、今後とも、社会に貢献でき
る人材の育成や高校生の進学ニーズに応えるため、法学部法学科、経営学部経営学科の収容定
員を変更する。

大 学 の 目 的
　本学は、法律、経済及び経営に関する専門的学術の教授、研究及び社会貢献によって、社
会、国家及び人類のために、有為な人材を育成すること目的とする。

基 本 計 画

事 項

編入学
定　員

所　在　地
収容
定員

令和3年4月
第3年次

経済学部
【Faculty of Economics】

  経済学科
　【Department of
            Economics】

経営学部
【Faculty of Business
          Administration】

　経営学科
　【Department of Business
          Administration】

　商学科
  【Department of Business
          and Commerce】

学士(経営学）
【Bachelor of
 Business
Administration】

3年次
20

- 基本計画書 - 1 -



大学全体

大学全体

大学全体

大学全体

11,000千円

72,898㎡

27,086㎡

23,978千円 24,000千円 24,000千円 24,000千円 24,000千円

電子ジャーナル

0室

種

大学全体

〔うち外国書〕〔うち外国書〕

演習室

32室

実験実習室

新設学部等の名称

452,000冊

570千円 570千円

1,000千円 1,000千円 1,000千円 1,000千円

11,000千円 11,000千円 11,000千円

158,707㎡

（　5,681　）

計

人

(66)

語学学習施設

室

室　　　数

点

0

計
共用する他の
学校等の専用

0　　㎡

0　　㎡

標本機械・器具

点

(19)

（0）

（0）

29,831㎡

第４年次

（　21,194㎡）

231,605㎡

9室

点

（補助職員　0人）

（　　0　　）

(　　0　　）

計

（補助職員　0人）

0室

0　　㎡

-

（-）

0

（0）

-

(24)

-

（-）

(21)

- -

（-）

(19)

79

（-）

-

（0） (79)

（-）

-

66

(66)

(20) (79) （0）

（0）

79 0

6

(81)

(71)

20 2

(2)

(12)

准教授

(6) (5)

人 人

019

（0）

助手

(6)

人

（0）

(5)

7 5 7 0

－

11,000千円

39

経営学部　経営学科
12

専 任 教 員 研 究 室

第２年次

570千円 570千円
経費
の見
積り

開設前年度

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

体育館

（　5,681　）

1,100千円

第２年次

－

－

図 書 購 入 費

－

－

―　千円

第３年次

1,100千円

第６年次

－

－

2,982㎡ 弓道場、剣道・卓球場

1,100千円

区　分

設 備 購 入 費

483席

教員１人当り研究費等

共 同 研 究 費 等

第３年次

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教 員 等

教

員

組

織

の

概

要

（0）

0 817

（-）

13

(13)

-

5

(39)

新

設

分

18

-

(7) (5)

6

18

2

既
設
分 （-） （-）

人 人

計助教

(2)

講師

法学部　法学科 0

(15)

人 人

教授

(7)

（0）

(11)

66

（-）

02

人

専　　任 兼　　任

- -

79

（0）(2)

7102 21

24

15

-

(1)

該当なし
（-）（-）

経済学部　経済学科

（-）

計

(20)(18)

-

39

-- -

(7)

5 1

(2)

1

(1)

（-）

(18)

経営学部　商学科

0 0

（0）

合　　　　計

計

職　　　種

20

そ の 他 の 職 員

事 務 職 員
42 10

（-）

（-）

(10)(42)

3

(3)

11

（-）

技 術 職 員

(39)

(52)

52

(47)

(9)

92

19
計

共　　用

図 書 館 専 門 職 員

(2)

3

区　　　分

45,812㎡

視聴覚資料

第４年次 第５年次

5,681

（　6,245　）

－

投球練習場、屋内練習場

6,245

21室

（　1　〔　0　〕）

4,204〔1,639〕

（4,204〔1,639〕）

第５年次第１年次

（　　　　　0　㎡）

0　　㎡

0　　㎡

（　　21,194㎡）

0　　㎡

冊図
書
・
設
備

158,707㎡

45,812㎡ 0　　㎡

大学全体

0　　㎡

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

図書館

（4,204〔1,639〕）
計

4,204〔1,639〕

370,800〔95,000〕　 　1　〔　0　〕　

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地

運 動 場 用 地

0　　㎡72,898㎡

231,605㎡

0　　㎡27,086㎡

合 計

専　　用

そ の 他

0　　㎡

第６年次

118

情報処理学習施設

学生納付金以外の維持方法の概要

学生１人当り
納付金 1,200千円

第１年次

私立学校等経常費補助金、雑収入等

（　　0　　）

6,245

（　1　〔　0　〕） （　6,245　）

面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

学術雑誌

（362,800〔94,600〕）

370,800〔95,000〕　

（362,800〔94,600〕）

　1　〔　0　〕　

―　千円

(79)

面積

6,090㎡

5,681

閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

(　　0　　）

0

人

（　　　　　0　㎡）

共用する他の
学校等の専用

(3)

47

29,831㎡

専　　用

小 計

新設学部等の名称

〔うち外国書〕

0　　㎡

校　　　舎

共　　用

図書

教室等

講義室

- 基本計画書 - 2 -



令和3年度入学
定員増（10
人）
令和3年度3年
次編入学定員
減（20人）

令和3年度3年
次編入学定員
減（20人）

平成
21年度

令和3年度入学
定員増（10
人）

令和3年度入学
定員増（10
人）
令和3年度3年
次編入学定員
減（20人）

学士(経済学）

　商学科 4 100

150
3年次

20 620

大 学 の 名 称

学士(経営学）

10 - 20

同上

経済学研究科経済学専攻

（注）

修士（法学） (0.20)

平成
10年度 同上

420 学士(商学）

平成
21年度(1.09)

3年次
10

-

既
設
大
学
等
の
状
況

2 10

平成
10年度 同上

５　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

収容
定員

附属施設の概要
　該当なし

大学院

修業
年限

編入学
定　員

4

学位又
は称号

入学
定員

開設
年度

定　員
超過率

85

学 部 等 の 名 称

法学部法学科

　経営学科

倍

2

経営学部

経済学部経済学科

学士(法学）

(1.08)

法学研究科法学専攻

商学研究科商学専攻 2 20

同上4

4 80
3年次

30

６　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

(1.13)

平成
17年度320

２　「教員組織の概要」の「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

４　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室等」，「専任教員研究室」，

　織の概要」の「新設分」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

　は，「教育課程」，「教室等」，「専任教員研究室」，「図書・設備」，「図書館」及び「体育館」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

３　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合

　「図書・設備」，「図書館」，「体育館」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

１　共同学科等の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「教員組

- 20 修士（経済学） (0.10)

年次
人

-

所　在　地

岡山県岡山市北区津
島京町2丁目10番1号

同上

人

40 修士（商学） (0.25)

平成
7年度 同上

(1.14)

平成
17年度

岡山商科大学

(1.12)

360

年 人

- 基本計画書 - 3 -



計 計

計 計

トラベル観光学科 トラベル観光学科
まんが・ネットショップ学科 まんが・ネットショップ学科
事務職養成学科 事務職養成学科
キャリアアップ学科 キャリアアップ学科
国際総合ビジネス学科 国際総合ビジネス学科
キャリア専攻学科 キャリア専攻学科

計 計

20 － 40

30 － 60

20 － 40
20 － 40
20 － 40

30 － 60
10 － 10 10 － 10

110 － 200

10 － 10 10 － 10
  

岡山商科大学専門学校 岡山商科大学専門学校

10 － 20
 

－ 340

3年次

3年次

85

80

150

30 380

3年次

－ 40

3年次

415 60 1,780

  

40 － 80

  

110 － 200

20 － 40
20 － 40

令和4年度
入学
定員

編入学
定 員

収容
定員

令和5年度
入学
定員

編入学
定 員

収容
定員

100 － 400

3年次

80 30 380

3年次

170 20 720

3年次

100 10 420

3年次

450 60 1,920

20 － 40

  

40 － 80

10 － 20
 

10 － 20

学校法人吉備学園 設置認可等に関わる組織の移行表

変更の事由

定員変更(15)

定員変更(20)

岡山商科大学大学院
商学研究科

商学専攻(M) 
法学研究科

法学専攻(M) 
経済学研究科

経済学専攻(M) 

岡山商科大学大学院
商学研究科

商学専攻(M) 
法学研究科

法学専攻(M) 
経済学研究科

経済学専攻(M) 2010 －

20

法学部
法学科

経済学部
経済学科

経営学部
経営学科

商学科

岡山商科大学 岡山商科大学

法学部
法学科

経済学部
経済学科

経営学部
経営学科

商学科

20 640

100 10 420

- 基本計画書 - 4 -



- 図面  - 1 -

●

岡山商科大学所在地

岡山県ＷＥＢサイト（http://www.pref.okayama.jp/page/detail-5779.html）から引用

岡山県内における位置



1/1ページ

2020/04/08file:///C:/Users/jimu024/AppData/Local/Temp/map.gif-2-

① JR「岡山駅」から岡電バス・中鉄バス

 「津高・国立病院・免許センター」方面行き

 「岡山商大前」下車（所要時間約20分）

② 山陽自動車道・岡山ICから車で5分

アクセスマップ

- 図面  - 2 -



使用する校舎…

校地不算入…

　校舎面積　……  29,831㎡

　校地面積　……  72,898㎡

図　書　館

学 生 会 館

第５学生会館

⑦

⑤

岡 山 商 科 大 学 配 置 図

⑮

８ 号 館

倉庫

ﾎﾟﾝﾌﾟ室

井尻記念館

駐

 

輪

 

場

駐

 

輪

 

場

駐

 

輪

 

場

サ ッ カ ー グ ラ ウ ン ド

受

電

設

備

⑫

守

衛

･

設

備

棟

⑬

売店

⑰

㉞

ベ

ン

チ

倉庫

喫煙

体育部室

自

 

転

 

車

 

置

 

場

７　号　館

⑧

㉟ ⑱

㉛

㉚

㉙

駐

 

輪

 

場

本　館

新
校
舎

（
管
理
棟

）

ｽﾀﾝﾄﾞ

①

⑥

⑭

㉘

便所

⑲

的場

弓道場

ﾎﾟﾝﾌﾟ室

第２学生会館

体　育　館
室内練習場

剣道・卓球場

（剣道場）

（卓球場）

㉖

ベンチ

（岡山市北区津島京町）

大　学　通　路 （構内）

庭　園

⑨

教員駐車場

ゴミ集積場駐輪場

投球練習場

ﾄｲﾚ

喫

煙

⑩

④

野　球　グ　ラ　ウ　ン　ド

学
生
会
館

10
第

⑪
㉕

５号館

駐　輪　場

第
９
学
生
会
館

第
６
学
生
会
館

新校舎（校舎棟）
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   岡山商科大学学則 

 

（昭和４０年４月１日 制定） 

改正 

（略） 

２０２２年 ９月 ５日 

 

  第１章 総則 

   （略） 

第２章 修業年限及び定員 

第５条から第６条  

   （略） 

 （収容定員） 

第７条 各学部・学科の収容定員は、次のとおりとする。 

学  部 学  科 入学定員 
３年次 

編入学定員 
収容定員 

法学部 法学科 １００名    － ４００名 

経済学部 経済学科 ８０名 ３０名 ３８０名 

経営学部 
経営学科 １７０名 ２０名 ７２０名 

商学科 １００名 １０名 ４２０名 

   

  第３章から第１４章  

   （略） 

 

   附 則 

   （略） 

この学則は、２０２３年４月１日から施行する。 

 

 別紙１～４ 

   （略） 

 

- 学則 - 1 -



－ 設置等の趣旨（本文）－ 1 － 

学則の変更の趣旨等を記載した書類 
 

 

目        次 

 

 

ア 学則変更（収容定員変更）の内容 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 

 

イ 学則変更（収容定員変更）の必要性 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 

 

ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 ・・・・・・・・ ５ 

 

（ァ）教育課程 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

 

（ィ）教育方法及び履修指導方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

 

（ゥ）教員組織 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

 

（ェ）大学全体の施設・設備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

 

 

  



－ 設置等の趣旨（本文）－ 2 － 

ア 学則変更（収容定員変更）の内容 

  令和５年度入学生から、法学部法学科及び経営学部経営学科の定員を下表のとおり

変更する。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 学則変更（収容定員変更）の必要性 

本学は、学校法人吉備学園が設立した 4 年制の大学で、昭和 40（1965）年 4 月、

岡山市津島京町に設立され、開学当初は商学部商学科のみであった。平成 3（1991）

年に法経学部法学科・経済学科、平成 7（1995）年に大学院修士課程を設置、そして、

平成 17（2005）年には商学部、法学部、経済学部の 3学部体制となった。さらに平成

21（2009）年には、商学部を改組し、経営学部経営学科・商学科を設置して現在に至

っている。平成 27（2015）年には創立 50 周年を迎え、平成 29（2017）年に 50 周年

記念室を井尻記念館に開設した。 

 

その歴史は古く、前身は、明治 44（1911）年 3月に設立された吉備商業学校(岡山

市南方)まで遡る。産業教育の一翼を担うことを目的として同校を設立した学校法人

吉備学園は、昭和 23（1948）年 4 月に吉備高等学校(平成 6（1994）年 4 月岡山商科

大学附属高等学校と改称)、ついで昭和 30（1955）年 3月には、吉備商科短期大学を

設立(昭和 32（1957）年 1月岡山商科短期大学と改称、昭和 41（1966）年 3月廃止)、

そして、昭和 40（1965）年 4月、産業教育における 50 有余年の歴史と伝統を基調と

して設立された。 

学 部 学 科 定員区分 変更前 変更後 増減 

法学部 法学科 

入学定員 85 100 15 

編入学定員 ― ― ― 

収容定員 340 400 60 

経済学部 経済学科 

入学定員 80 80 ― 

編入学定員 30 30 ― 

収容定員 380 380 ― 

経営学部 

経営学科 

入学定員 150 170 20 

編入学定員 20 20 ― 

収容定員 640 720 80 

商学科 

入学定員 100 100 ― 

編入学定員 10 10 ― 

収容定員 420 420 ― 

合  計 

入学定員 415 450 35 

編入学定員 60 60 ― 

収容定員 1,780 1,920 140 
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  本学の建学の精神は、開学時に「中正な思想を涵養し、広い視野を持って社会に貢

献する」、「学問と真理とに対して謙虚な情熱と不屈のファイトを持つ」、「産業の現実

に関心を持ち、文化的知性を備え、創造的に社会の発展を指向する人物を養成する」

と提唱し、本学の諸活動の原点になっている。 

「建学の精神」を本学全体で達成するために、本学の「目的」を「法律、経済及び経

営に関する専門的学術の教授、研究、社会貢献によって、社会、国家及び人類のため

に有為な人材を育成する」と具体的に示している。 

 

また、近年「知の拠点」としての役割を積極的に担うため、行政、企業、関係団体

等と積極的に連携し、地域創生に資する大学を目指すことにしている。 

 

さらに、各学部における人材の養成に関する目的や教育研究上の目的については、 

法学部法学科は、「法学、政治学に関する理論的・実践的な教育研究を行い、法学、

政治学の専門知識を活かして社会に貢献することができる人材を育成すること」、 
経営学部経営学科は、「経営学、情報・メディア学及び会計学に関する教育研究を

行い、社会、とりわけ企業という組織の中で創造的に貢献できる能力を持った人材を

育成すること」と定めている。 

 

  そして、本学の個性・特色は、地域に密接し、地域ととともに歩む大学として、 

①社会事象に対する実践力・専門力の涵養（4年間一貫ゼミ、学部・分野横断型プ

ログラムの推進）、 

②社会と呼吸する大学として地域連携・貢献（市町村との協定に基づく教育研究の

推進、フィールドスタディの実施）…12p に後述 

③教育研究体制の強化（科研費、文科省公募事業、企業等の外部資金の獲得）、 

④国内外の交流の推進（東南アジアの国々、国内他大学との連携、本学・他大学の

大学院進学者の推進）を掲げ、 

本学の目的、教育内容をよりわかりやすく、学内外に伝えるとともに、組織的に

取り組んでいる。 

 

本学は、建学の精神に基づいた個性・特色豊かな教育を行い、多様な人材を輩出し

てきた大学が経営、教育及び研究の改革に不断の努力を傾けることなどが求められる、

私立大学等改革総合支援事業を開始初年度の平成 25 年度から令和 3年度までの 9 年

連続で事業採択され、タイプ 1 の「特色ある教育の展開」は毎年度採択されている。

このように教育及び研究面から大学改革に組織的・体系的に取り組んでいることが評

価されている。（表 1） 

 

表 1 私立大学等改革総合支援事業の採択状況 

平成 25

年 度 

タイプ 1 タイプ 2 タイプ 3 － 

大学教育質転換型 地域特色型 多様な連携型 － 

平成 26

年 度 

タイプ 1 タイプ 2 － タイプ 4 

教育の質的転換 地域発展 － グローバル化 

平成 27

年 度 

タイプ 1 タイプ 2 － タイプ 4 

教育の質的転換 地域発展 － グローバル化 
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このような本学の「設置の目的」、「建学の精神」及び「教育上の目的」に基づく教

育研究の取組み並びに大学改革の実践などに対する社会的評価については、入学志願

状況と就職状況の双方から充分に支持されているものと考えている。 

 

まず、入学者の状況については、 

法学部法学科は、5年間入学定員を確保し、平均入学定員超過率は 1.15 倍（H30～

R4 の 5 年間）である。 

次に、経営学部経営学科は、5年間入学定員を確保し、平均入学定員超過率は 1.14

倍（H30～R4 の 5 年間）であり、２学科ともに確実に入学者を確保している。（表 2） 

 

 表 2 入学者数について                  （単位：人）   

 

次に、就職状況は、法学部法学科は、96.5％～98.6％、また、経営学部経営学科は、

98.7％～100.0％といずれの学部学科も高い実績を維持している。（表 3） 

 

 表 3 就職率について 

学 部 学 科 
平成 30 

年 度 

令和元 

年 度 

令和 2 

年 度 

令和 3 

年 度 

法学部 法学科 98.6％ 98.2％ 96.5％ 97.1％ 

経営学部 経営学科 98.7％ 98.7％ 100.0％ 99.0％ 

平成 28

年 度 

タイプ 1 タイプ 2 － タイプ 4 

教育の質的転換 地域発展 － グローバル化 

平成 29

年 度 

タイプ 1 タイプ 2 タイプ 3 タイプ 4 

教育の質的転換 地域発展 
産業界・他大学

等との連携 
グローバル化 

平成 30

年 度 

タイプ 1 タイプ 2 － タイプ 4 

教育の質的転換 産業界との連携 － グローバル化 

令和元 

年 度 

タイプ 1 － － － 

特色ある教育の展開 － － － 

令和 2 

年 度 

タイプ 1 － － － 

特色ある教育の展開 － － － 

令和 3 

年 度 

タイプ 1 タイプ 2 タイプ 3 － 

特色ある教育の展開 
特色ある高度な

研究の展開 
地域連携型 － 

学部学科 項 目 
平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

平均入

学定員

超過率 

法学部 

法学科 

入 学 者 93 91 91 91 90 1.15 

入学定員 75 75 75 85 85  

経営学部 

経営学科 

入 学 者 159 163 176 171 156 1.14 

入学定員 140 140 140 150 150  
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  また、岡山県出身者のうち地元企業に就職した者は、平成 30 年度が 71.4％、令

和元年度が 73.2％、令和 2年度が 70.7％、令和 3年度が 71.3％といずれの年度も

7割以上と高く、地域社会からの要請に継続的に応えており、多くの人材を輩出し

ている。（表 4） 

 

表 4 岡山県出身者の地元就職の状況 

 

 

 

 

このように入学者及び就職率（特に地元就職率）の高さから、今回の収容定員変更

を行うもので、受験者や保護者及び地域社会からのニーズに応じたものである。 

 

 

 

ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容  

（ァ）教育課程 

   本学では、学則第 1条に定める「法律、経済及び経営に関する専門的学術の教授、

研究及び社会貢献によって、社会、国家及び人類のために、有為な人材を育成する

こと」、 

中期目標に定める「多様化社会への大学の質的転換 ①教育の質のさらなる向

上の推進 ②学生に寄り添い育てる体制の推進 ③学内外との連携による教育・

研究活動の推進 ④国際化の推進 ⑤入学生確保による競争力の強化」などを基

本方針として定めている。(資料 2) 

 

この基本方針に基づき、カリキュラム・ポリシーの「教育課程の基本方針」を次

のように定めている。(資料 3) 

  ① 教育課程の基本方針 

本学では、「教育理念」に基づき社会事象を的確に捉え、分析し、創造的に問題

を解決することができ、かつ、心豊かさ(文化的知性)を有する人材を育成するた

めに、ディプロマ・ポリシーの 9 評価項目を考慮したカリキュラム、シラバス、

評価方法を整備し、学生が学習できる体制を整えている。 

なお、評価の指針(アセスメント・ポリシー)については、評価手段(試験、レポ

ート、成果発表等)毎に、カリキュラム・ポリシーの 9評価項目(〇を付けた項目)

について学習目標比率（%）を示すこととする。 

  ② 教育目標 
本学の掲げる「教育目標」は、「学力の 3 要素」に基づき、ディプロマ・ポリ

シーの 9 評価項目を基準にして、カリキュラム・ポリシーの 9 評価項目を構成

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

出身

者

(人) 

岡山県

就職者

(人) 

地 元

就職率

（％） 

出身

者

(人) 

岡山県

就職者

(人) 

地 元

就職率 

（％） 

出身

者

(人) 

岡山県

就職者

(人) 

地 元

就職率

（％） 

出身

者

(人) 

岡山県

就職者

(人) 

地 元

就職率

（％） 

 
133 

 
95 71.4 138 101 73.2 174 123 70.7 178 127 71.3 
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している。 
(1)幅広い学習機会の提供(知識・技能) (思考力・判断力・表現力)(主体性・態度) 

（2)専門学術の振興 
鋭い洞察力と問題解決能力の修得 (知識・技能) (思考力・判断力・表現力) 

(3)社会的人材の育成 
社会での役割認識と積極的に取組む意識の理解(主体性・態度) 

  ③ カリキュラム・ポリシーで学習すべき「学力の 3 要素」の 9 評価項目 
学力の 3 要素 事  項 カリキュラム・ポリシー 

知識・技能 

専門知識 CP1 
法学、経済学、経営学、商学に関す

る専門知識の学習  

一般知識 CP2  
社会科学の種々の問題を的確に捉え

る幅広い一般知識の学習 

思考力・判断

力・表現力 

思考力 CP3 
社会事象を論理的、創造的に思考す

る能力の学習 

判断力 CP4 
社会事象を的確に捉える洞察力と判

断力の学習 

会話・文章力 CP5 
テーマ内容を的確に表現・伝達する

日本語・外国語能力の学習 

主体性を持っ

て多様な人々

と協働して学

ぶ態度（主体

性・態度） 

意欲・責任感 CP6 
社会事象に積極的に参加しようとす

る意欲と責任感の学習 

協調性 CP7 
多様な人々と協調して主体的に活動

するリーダーシップの学習 

持続性 CP8 
生涯にわたって学び続けようとする

態度の学習 

倫理観 CP9 社会のルールを守る倫理観の学習 

   

本学では、カリキュラム・ポリシーの「教育課程の基本方針」などに基づいて、

学科ごとに「教育の特色」を策定している。 

 

   A  法学部法学科（資料 4） 
(1) 特色ある科目構成  

  法学科では、法学や政治学の専門知識を習得し、これらの専門知識を活か

して主体的に社会に貢献することができる人材を育成することを目標とし

ている。そのために、以下の科目と単位数を修得することを必要とする。 

① 一般教育科目 

 特定の知識に偏ることなく、総合的な知識（一般知識）を身につけ、

バランスのとれた思考能力や協調性や倫理性を養うために、一般教育科

目群から 25 単位（うち必修科目 8 単位と選択必修科目 17 単位）以上を

修得すること。 

 必修科目は、「教養演習」のほか、社会参加や職業への意識を高め、育

成していくために「データ分析」「キャリア形成論」を修得すること。（表

現力、意欲・責任感、倫理観）  

② 専門科目 
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 法学、政治学に関する専門的な知識や技能を習得するために、設定し

ている専門科目から 88 単位（うち共通必修科目 14 単位、選択必修科目

12 単位）以上を修得すること。（専門知識） 

③ 演習科目 

 表現力やコミュニケーション能力の育成とともに、大学生としての基

礎的な知識と基本的な学習能力の習得を目指し、1 年次から必修科目と

して設置している演習科目（教養演習、基礎演習、研究演習（3年）、研

究演習（4 年））16 単位を修得すること。（思考力、判断力）、（意欲・責

任感、協調性、持続性、倫理観） 

④ 初年次教育科目 

(a) 教養演習 

 初年次 1年間を通して、文章を読み理解する力、表現する力、要約す

る力等を養い、大学での学習の仕方を修得する。また集団による討論を

通じて、プレゼンテーション能力を養い、グループ学習を通じて、コミ

ュニケーション能力、責任感、協調性を養う。 

(b) 法律学入門 

  はじめて法律学を学習する学生のために、法律を学ぶ際に基礎とな

る事項を講義し、学生が、法律についての基礎的な用語を理解し、使

いこなせるようにする。また歴史や経済学などの隣接学問分野との関

係を知り、法律専門科目とあわせて、それらの分野の学修計画を自ら

考えていく力を養う。（専門知識、思考力、判断力） 

⑤ 地域社会、国際社会、産業界等の社会との接続科目 

(a) 警察と法 

  将来警察官や、消防士を目指す学生のための講義科目であり、警察学

校の校長や、警察署長等を務めた警察官 OB が講師を務め、警察官が日

常行っている防犯活動や犯罪捜査等の実態について、法的根拠を踏まえ

て説明する。また現職の警察官や消防官をゲストスピーカーとして招き、

警察官や消防士の日常の生活や、仕事のやりがい等について講義し、警

察官や、消防士になろうとする意欲を醸成する。（専門知識、意欲・責

任感） 

⑥ 大学院教育との接続科目 

特になし。 

⑦ 能動的学修の充実科目 

法学部の複数のゼミで、刑務所見学、裁判所見学等を行い、社会事象

に積極的に参加しようとする意欲と責任感を養う。 

(2) PDCA サイクル 

教員各自の成績評価と学科、科目群での評価の在り方について示す。 

① 教員個人での PDCA 

各科目の評価は、教員各位で実施する。     

② 科目群、学科、学部での PDCA 

科目群、学科、学部で、合格率を含めて評価を実施する。 

(3) DP、CP の 9評価項目と授業科目の特色を示すカリキュラムマップ 

科目ごとのシラバスに授業の目的、到達目標（60 点を達成）、授業形態

（講義、演習、実験、実習・実技）、授業方法（受動型、アクティブラーニ 

ン グ、フィールドスタディ、問題解決型、その他）と学習させたい CP の

9 評価項目の関係を示している。 
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   また、特色ある教育内容については、初年次教育科目、接続科目（地域

社会、国際社会、産業界、大学院進学）の項目を設け、該当に○印を付け示

している。 

① 科目の教育目標から、この科目で学習させる主たる CP の 9 評価項目に

○印を付け、その重要度を示している。 

② 授業計画から、○印を付けた CP の 9 評価項目の学習目標値を％で表示

している。評価方法に記載した評価手段（試験、レポート、小テスト、成

果発表等）ごとに、○印付けた CPの 9 評価項目に評価の程度を％で表示

している。 

 

 

B 経営学部 経営学科(資料 5) 

(1) 特色ある科目構成と履修すべき科目 

経営学科は、経営、会計、情報・メディアの 3コース制を敷いており、自  

分の興味関心に応じてそのコースの専門分野を学ぶことができる。 

従来の会計コースとは別に 1 年次より会計学の学習を重点的に行い、よ

り高度な会計の専門的能力の修得を促進するために会計専門コースを設置

している。同コースでは、会計学に関する職業に関心を持たせ、会計専門コ

ースでの学習を卒業後のキャリアにつなげることができるように、目的意識

を明確にし、学習意欲の向上を狙った「会計学基礎Ⅰ、Ⅱ」を設置している。 

 また、「岡山経営者論Ⅰ、Ⅱ」においては、地域で実際に活躍している経営

者を招聘し講義を、「税理士による租税講座」（中国税理士会による寄付講座）

においては、会計分野の職業専門家により講義を、行ってもらうことで実学

教育を行っている。 

   なお、経営学科では、以下の科目と単位数を修得することを必要とする。 

① 一般教育科目 

「考える力」の基盤となり、経営学について専門的に学んでいくための

基本的な一般知識として必要となる一般教育科目群から 21単位（うち必

修科目 8単位と選択必修科目 13 単位）以上を修得すること。必修科目に

は、「教養演習」、「データ分析」及び「キャリア形成論」がある。（一般

知識） 

② 専門科目 

経営学に関する専門的な知識や技能を修得するために設定している専

門科目群から 82 単位以上を修得すること。その内訳は、必修科目 16 単

位、選択必修科目 34 単位、これら以外の自由選択科目が 32 単位となっ

ている。（専門知識） 

基礎的専門知識を習得するため設置されている共通必修科目として

は、「経営学Ⅰ」、「情報処理概論Ⅰ」がある。これら 2科目の合計が 4単

位、研究演習（2～4年）が合計 12単位、合わせて 16 単位を必修科目と

して履修し、単位を修得すること。（専門知識） 

③ 演習科目 

表現力やコミュニケーション能力の育成とともに、大学生として求め

られる基礎的な知識と学習能力の習得を目指し、1年次から必修科目と

して「演習」を設置している。1年生は「教養演習」で、思考力・判断

力・表現力，意欲・責任感，協調性，持続性，倫理観を身に着ける。2
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年生からの研究演習では、専門を学び 4 年生に卒業論文を作成する。

（思考力・判断力・表現力）（意欲・態度，協調性，持続性，倫理観） 

④ 初年次教育科目 

大学における本格的な専門科目の学修にスムーズに入れるようにす

るため、レポートの書き方や資料の収集方法など大学で学ぶスキルを身

に付ける「教養演習」に加えて、専門科目についても初年次から履修で

きる科目を設定している。具体的には、「経営学Ⅰ」、「情報処理概論Ⅰ」

などの共通必修科目、そして、「経営学Ⅱ」、「情報処理概論Ⅱ」、「簿記

論Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ」、「会計学」「会計学基礎Ⅰ、Ⅱ」、「工業簿

記Ⅰ、Ⅱ」、「原価計算論」、「マーケティング論Ⅰ、Ⅱ」などの選択必修

科目がある。 

⑤ 地域社会，国際社会，産業界等の社会との接続科目 

社会、産業界と連携を深める科目としては、（一社）岡山経済同友会の

協力を得て、岡山県内の企業経営者自らが教鞭を執る「岡山経営者論Ⅰ、

Ⅱ」を展開している。また、中国税理士会による寄付講座として「税理

士による租税講座」を開講することで、会計学分野の専門職業に関する

実務的知識の学習機会を提供している。 

 会計専門コースでは、会計学の知識を活用できる公務員である国税専

門官に関する理解を深めるために税務署見学や講演会を実施している。

さらに、旧・商学部・経営学部出身の税理士を組織化した「商税会」の

協力を得て、会計学教育を拡充している。  

⑥ 大学院教育との接続科目 

特別な科目は用意していない。 

⑦ 能動的学修の充実科目 

            「岡山経営者論Ⅰ、Ⅱ」等では、アクティブラーニング方式の講義を

展開している。 

また、会計専門コースでは、就職支援の一環として、税理士事務所イ

ンターンシップに 1年生から参加できるようにしている。 

(2) PDCA サイクル 

教員各自の成績評価と学科、科目群での評価の在り方について示す。 

① 教員個人での PDCA 

各科目の評価は、教員各位で実施する。     

② 科目群、学科、学部での PDCA 

科目群、学科、学部で、合格率を含めて評価を実施する。 

(3) DP、CP の 9評価項目と授業科目の特色を示すカリキュラムマップ 

 科目ごとのシラバスに授業の目的、到達目標(60 点を達成)、授業形態（講

義、演習、実験、実習・実技）、授業方法（受動型、アクティブラーニング、

フィールドスタディ、問題解決型、その他)と学習させたい CP の 9 評価項目

の関係を示している。 

 また、特色ある教育内容については、初年次教育科目、接続科目（地域社

会、国際社会、産業界、大学院進学）の項目を設け、該当に○印を付け示して

いる。 

① 科目の教育目標から、この科目で学習させる主たる CPの 9 評価項目に

○印を付け、その重要度を示している。 

② 授業計画から、○印を付けた CP の 9評価項目の学習目標値を％で表示

している。 
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③ 評価方法に記載した評価手段(試験、レポート、小テスト、成果発表等)

毎に、○印付けた CPの 9 評価項目に評価の程度を％で表示している。 

 

   上記のように、学則に定める目的や中期目標などを踏まえて策定した、カリキュ

ラム・ポリシーに基づき、学科毎に特色ある教育を実践している。また、学部横断

的な取組として、「データサイエンス・リテラシー教育プログラム」に基づき、数

理・データサイエンスを活用できる基礎的な能力（リテラシー）の育成を目指し、

全学部学科で「データ分析」、「キャリア形成論」を必修科目にするともに、情報関

連科目の充実を図るなど、継続して教育課程等を見直し、その充実に努めている。 

このことから今回の収容定員を変更した場合でも教育上の支障はないものと考

えており、収容定員の増員に伴い教育課程等の変更は計画していない。 

 

 

 

（ィ）教育方法及び履修指導方法  

本学では、カリキュラム・ポリシーの 9評価項目と授業科目の特色はシラバスに

示している。（資料 6） 

シラバスには、「授業の目的」、「到達目標」、「評価(方法)手段」、「授業計画」、「予

習復習」、「評価方法・注意」を設けており、授業内容、スケジュール、予習・復習

の具体的内容と必要な時間、成績評価基準を学生に示している。「到達目標」には、

60 点を目標とした場合の授業時間終了時までに得られる「学習成果（ラーニング・

アウトカム）」を記載しており、「評価(方法)手段」にそれらと「カリキュラム・ポ

リシーの 9評価項目」との関連を明示している。 

また、科目ごとの授業の目的、到達目標（60 点を達成）、授業形態（講義、演習、

実験、実習・実技）、授業方法（受動型、アクティブラーニング、フィールドスタ

ディ、問題解決型、その他）と学習させたい「カリキュラム・ポリシーの 9評価項

目」の関係が示されている。 

そして、特色ある教育内容については、初年次教育科目、接続科目（地域社会、

国際社会、産業界、大学院進学）の項目を設け、該当に○印を付け示している。科

目の教育目標は、この科目で学習させる主たる「カリキュラム・ポリシーの 9評価

項目」に印を付け、その重要度を示している。授業計画から印を付けた「カリキュ

ラム・ポリシーの 9評価項目」の学習目標値を％で表示している。また、評価方法

に記載した評価手段（試験、レポート、小テスト、成果発表等）毎に、印を付けた

「カリキュラム・ポリシーの 9評価項目」に評価の程度を％で表示している。 

 

学生が各年次において適切に授業科目を履修するため、学部では学期ごとに履

修登録できる単位数の上限と下限を定めている。1 年次から 3 年次までは「16 単

位以上 24単位以下」、4年次は「24 単位以下」に設定されている。前学期の GPA が

3.5 以上である場合は 28 単位を上限としている。4 年次については、特別な事情

があるとゼミ担当教員、学部長、学科長、教学委員が判定した場合には 24 単位を

超えて履修することができることとしている。 

 

 また、本学では、「3段階教育システム」を構築しており、受動型、能動型（アク
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ティブラーニング）及び実践型（フィールドスタディ）という 3種類の教育方法と

「カリキュラム・ポリシーの 9評価項目」を組み合わせて教育目標を達成する仕組

みとしている。(資料 7) 

 3 段階教育システムを構成する「受動型教育」は、一般知識や専門知識の習得に

必要不可欠な教授方法である。受動型教育では、講義形式を通じて専門的な知識や

技能を習得することにより、「論理力」を養うとしている。「実践型教育(フィール

ドスタディ)」では、地域貢献活動やボランティア活動を地域社会と協働して行い、

修得した専門知識・技能を応用して主体的に協働する態度（意欲・責任感、協調性、

持続性及び倫理観）を習得することにより「現場力」を養うとしている。「能動型

教育」では、思考力、判断力及び表現力をアクティブラーニングによりグループワ

ークや発表を通じて、論理的会話力や交渉力を習得することにより「問題解決力」

を養うとしている。この 3段階教育システムで得られた「カリキュラム・ポリシー

の 9評価項目」に関連した「論理力」、「問題解決力」及び「現場力」による「社会

力」を習得し、社会で活躍できる人材を育成する仕組みを構築している。 

 

さらに、「能動型教育」のため、平成 25(2013)年度から私立大学等改革総合支援

事業により、8つのアクティブラーニング教室を整備し、アクティブラーニング科

目比率は、平成 30（2018）年度 48.2％、令和元（2019）年度 51.4％、令和 2（2020）

年度で 52.9％、令和 3（2021）年度で 56.5％と増加している。また、フィールド

スタディの実践の場を確保するため、岡山県内の 10 市町村と包括協定を締結し、

学生、教員の実践的な教育、研究を安心、安全に行える場を確保している。 

 

そして、本学では、教育の質の向上が大学に求められていることから、これに対

応するため学生指導要綱を定め、学生指導を行っている。その学生指導要綱におい

て、①出欠管理については、全ての科目で、出欠管理ができる体制を整備し、その

徹底を図ること、②成績管理については、科目ごとに「学力の 3要素」に基づいて

教育目標を示し、評点と GPA で成績を管理し、学生の学修状況を把握して、担当教

員が学生指導を行うこと、③講義案内システムを利用した教員と学生の双方向コ

ミュニケーションの充実を図ること、④学生カルテの利用促進については、1年次

の教養演習、2年次の基礎演習・研究演習、3年次の研究演習及び 4年次の研究演

習の担当教員は、講義案内システム内の「学生カルテ」に入力し、関係部署に報告

すること等を定めている。（資料 8） 

 

学業成績を測る基準として GPA 制度を利用しており、この GPA 値によって学生

の学修成果を判断している。学生には単位の取得状況に加え、各学期の GPA 値を示

すことにより、学修成果の経年変化を把握することが可能である。（資料 9、10） 

 

   各学期の GPA 値に基づき、「GPA 制度による学修状況把握の目安」を参考に演習

（ゼミ）担当教員が学生との面談を実施することにより、学修状況の把握と次学期

への学修意欲の維持向上を促している。 

「GPA 制度による学修状況把握の目安」 

GPA の値 評点の平均値 学習・生活面の状態 
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4.0～3.0 
80 点～100 点を

平均的に修得  
非常に優秀で問題はない。 

2.9～2.0 
70 点～79 点を

平均的に修得  

問題はないが、前の期より下がってきている場

合には注意が必要。 

1.9～1.0 
60 点～69 点を

平均的に修得  

ぎりぎり合格しているレベル。 

学修姿勢により、不合格が増える可能性があ

る。 

①各期 GPA で 0.5 以下がある場合、進級できな

い可能性があるので「努力が必要」 

②各期 GPA で 0.25 以下がある場合、進級できな

い可能性があるので「相当努力が必要」 

③各期 GPA で 0.5 以下が 2回以上ある場合、ほ

とんど進級できないので「覚悟を決めてほし

い」 

0.9～ 
不合格の割合が

多い 

ほとんど進級できないので、「覚悟する必要が

ある」 

特に、本学の学修奨励制度では、授業料が免除されている学生については、各学

科の入学年度ごとの GPA 値上位 1/4 以内であることが免除の条件となっているこ

とから、当該学生の順位と入学年度ごとの 1/4 ラインを示すことにより、学修意欲

の向上を促している。 

   各学期の成績が確定した後、○a 半期の修得単位が 13 単位以下の者、○b 入学から

現在までを累計した GPA 値が 1.5 未満の者、○c 各期 GPA 値が 1.0 未満又は各期の

GPA 値最小値 0.5 未満の者を留年予備群と位置づけ、進級が不可能になる可能性が

あることから、演習（ゼミ）担当教員が学生との面談において特に学修意欲が低下

しないよう指導している。 

この演習（ゼミ）担当教員による指導に加え、入学年度別 GPA 平均値による分布

状況を示すことによって各学部における独自の指導方針を検討し、対策を実施し

ている。 

各学部の取り組みについては、PDCA サイクルによる計画の見直しを図っており、

前年度の問題点を踏まえた改善が行われている。例えば、法学部では、公務員を志

望する学生が多いことから、公務員就職対策講座を主催するほか、自己開発室を設

置して個別指導を実施している。経営学部では、1年次生の前期において修得単位

数が 13 単位以下の学生を対象に、学生生活応援ミーティングを実施している。 

   各学期の GPA に基づく演習（ゼミ）担当教員による指導結果については、「講義

案内システム」上の学生カルテに記入することで指導記録をつけており、各学科長

等がその内容を確認し、学科全体の様子を把握している。また、各年度終了時には、

当該年度と次年度の演習（ゼミ）担当教員が学生カルテを通じて学生の学修動向を

相互に確認することによって継続的な指導ができる体制を整えている。 

 

今回の収容定員の増員後においても、このような現在の教育方法及び履修指導

等を継続する計画であり、収容定員の変更に伴い教育方法等の変更はしない。 

 

 

 



－ 設置等の趣旨（本文）－ 13 － 

（ゥ）教員組織   

   本学の教育目標である「専門学術の振興」と「社会的人材の育成」のために、学

術に対する研究と、高い教養と専門能力を培う高等教育機関である大学の使命に基

づくカリキュラム・ポリシーを定め、それに則った各教育プログラムを構成し、そ

の教育に必要な教員については、大学設置基準を上回る教員を配置している。 

   教員の年齢構成については、比較的年齢層が高い傾向にある学部があるので、全

学として、30 代を中心とした若手教員を積極的に採用し、全学的なバランスが保

たれるように配慮している。 

   法学部法学科の専任教員数は 15 人であり、その内訳は、教授 7人、准教授 2人、

講師 6人の教員を配置している。今回変更予定である 60 人の収容定員増加で ST 比

は 26.7 になるが、十分に教育できる体制である。なお、大学設置基準で定める必

要教員数を上回っている。 

経営学部経営学科の専任教員数は 24 人であり、その内訳は、教授 12人、准教授

6 人、講師 5 人、助教 1 人の教員を配置している。今回変更予定である 80 人の収

容定員増加で ST比は 30.0 になるが、十分に教育できる体制である。なお、大学設

置基準で定める必要教員数を上回っている。 

 

このように本学の教員組織は、変更予定の収容定員の増加に対しても十分な教

育体制であり、教育の質は担保できるものと考えている。 

 

 

 

（ェ）大学全体の施設・設備   

本学の３学部４学科は、岡山県岡山市北区津島京町にあり、施設・設備を全学部・

学科で共用して使用しており、現在に至るまでより良い教育環境とするため必要

に応じて整備を進め、施設・設備の充実に努めてきたところである。 

 教室棟としては、本館、7号館、8号館があり、全学部で共用して使用している。

本館には研究室、保健室、事務局があり、7号館には情報教育センター、研究室が

34 室、演習室が 9室、72 人収容の教室が 8室、100 人規模の教室が 2室、200 人規

模の教室が 3 室、300 人規模の教室が 2 室あり、8 号館には、視聴覚教室が 2 室、

パソコン教室が 2 室、演習室が 6 室、45 人収容の教室が 3 室、200 人規模の教室

が 2室ある。 

 また、開学 60 周年を記念して、「60周年記念校舎」（8,636.37 ㎡）を新設する計

画を進めており、令和 6（2024）年度の完成を目指している。この校舎は、事務局、

小講義室（120 ㎡）が 3室、中講義室（210 ㎡）が 3室、アクティブラーニング室

（155 ㎡）が 2 室、パソコン教室が 2 室、演習室が 6 室、研究室 35 室などの施設

を備えたものになる。 

 

   運動施設は、部室やトレーニング室を備えた体育館、2つのグラウンド（野球場

グラウンド、サッカーグラウンド）があり、野球場には屋内練習場を備えている。

体育館 1階には部室や更衣室等、2階にはバスケットボールのコートが 2面取れる

体育施設があり、前面に舞台も設置している。そのほかに柔道場、弓道場、剣道場

及び卓球場を設けている。 



－ 設置等の趣旨（本文）－ 14 － 

    

   学生の憩いの場として、中庭に周辺にベンチ等を設置し、広場にはスタンドを設

け、大学祭等のイベントなどのために活用されている。そのほか、インターネット

カフェをはじめ談話室も整備している。また、学生が主に利用する学生会館には、

1階に食堂、2階には学生談話室、3階には学部ごとに自習室がある。 

 

 

   現在の施設状況は、今回の収容定員の増加し、学生数が増加しても十分に対応で

きる規模であるが、新校舎を建設することによって、より良い修学環境が確保でき

るものと考えている。 
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教
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手

法律学入門 1・2・3・4前 2 1

－ 2 0 0 0 0 1 0 0

法と論理Ⅰ（形式論理） 1・2・3・4前 2 〇 1

法と論理Ⅱ（論理トレーニング） 1・2・3・4前 2 〇 1

法と情報 1・2・3・4前 2 〇 兼1

生命倫理と法 1・2・3・4後 2 〇 1 隔年

競争政策と法 2・3・4前 4 〇 1

雇用社会と法Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

雇用社会と法Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

国際社会と法Ⅰ 2・3・4前 2 〇 1

国際社会と法Ⅱ 2・3・4後 2 〇 1

国際社会と法Ⅲ 2・3・4前 2 〇 1

国際社会と法Ⅳ 2・3・4後 2 〇 1

判例講読 2・3・4前 2 〇 1

大陸法とその歴史Ⅰ 2・3・4 2 〇 1

大陸法とその歴史Ⅱ 2・3・4後 2 〇 1

法哲学Ⅰ 2・3・4前 2 〇 1

法哲学Ⅱ 2・3・4前 2 〇 1

刑事政策 2・3・4前 2 〇 1

警察と法 2・3・4後 2 〇 兼1

憲法Ⅰ（統治1） 1・2・3・4前 2 〇 1

憲法Ⅱ（統治2） 1・2・3・4後 2 〇 1

憲法Ⅲ（人権1） 2・3・4前 2 〇 1

憲法Ⅳ（人権2） 2・3・4後 2 〇 1

行政法Ⅰ（基本原理，行政組織法） 2・3・4前 2 〇 1

行政法Ⅱ（行政作用法１） 2・3・4後 2 〇 1

行政法Ⅲ（行政作用法２） 2・3・4前 2 〇 1

行政法Ⅳ（行政救済法） 2・3・4後 2 〇 1

税法Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

税法Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

税法Ⅲ 2・3・4前 2 〇 兼1

税法Ⅳ 2・3・4後 2 〇 兼1

刑法Ⅰ（総論１） 1・2・3・4前 2 〇 1

刑法Ⅱ（総論２） 1・2・3・4後 2 〇 1

刑法Ⅲ（各論１） 2・3・4前 2 〇 1

刑法Ⅳ（各論２） 2・3・4後 2 〇 1

刑事訴訟法Ⅰ 2・3・4前 2 〇 1

刑事訴訟法Ⅱ 2・3・4後 2 〇 1

現代刑事法 2・3・4前 2 〇 1

民法概説 1・2・3・4前 2 〇 1

民法総則 2・3・4後 2 〇 1

物権総論 2・3・4前 2 〇 1

担保物権 2・3・4後 2 〇 1

債権総論 2・3・4前 2 〇 1

契約法 1・2・3・4後 2 〇 1

不法行為法 2・3・4後 2 〇 1

家族法Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 1

家族法Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 1

資料1

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（法学部法学科）

科目
区分

授業科目の名称

単位数 授業形態 専任教員等の配置

別記様式第２号（その２の１）

備考

専
門
科
目

導
入

科
目

小計（1科目） －

法
学
類
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科目
区分

授業科目の名称

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

商法総則・商行為 2・3・4後 4 〇 1

会社法概説 2・3・4後 2 〇 兼1

会社法Ⅰ 2・3・4後 2 〇 兼1

会社法Ⅱ 2・3・4前 2 〇 兼1

金融商品取引法Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

金融商品取引法Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

民事訴訟法Ⅰ 2・3・4後 2 〇 兼1

民事訴訟法Ⅱ 2・3・4 2 〇 兼1

知的財産法Ⅰ 2・3・4 2 〇 兼1

知的財産法Ⅱ 2・3・4前 2 〇 兼1 隔年

国際私法Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

国際私法Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

日本史概説Ⅰ 2・3・4前 2 〇 1 教職コース生のみ

日本史概説Ⅱ 2・3・4後 2 〇 1 教職コース生のみ

外国史概説 1・2・3・4後 2 〇 兼1 教職コース生のみ

哲学概論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 1 教職コース生のみ

哲学概論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 1 教職コース生のみ

社会科教育法Ⅰ 2・3前 2 〇 1 教職コース生のみ

社会科教育法Ⅱ 2・3後 2 〇 1 教職コース生のみ

社会科・公民科教育法Ⅰ 3前 2 〇 1 教職コース生のみ

社会科・公民科教育法Ⅱ 3後 2 〇 1 教職コース生のみ

－ 0 138 0 7 2 6 0 0 兼11

特別演習Ⅰ 1後 2 〇 1

特別演習Ⅱ 2前 2 〇 1

－ 0 4 0 0 0 1 0 0

基礎演習 2・3・4通 4 〇 4 2 3

－ 4 0 0 4 2 3 0 0

研究演習 3～4通 8 〇 5 3 4

－ 8 0 0 5 2 4 0 0

ミクロ経済学 2・3・4前 2 〇 兼2

中級ミクロ経済学 2・3・4後 2 〇 兼2

マクロ経済学 2・3・4前 2 〇 兼2

中級マクロ経済学 2・3・4後 2 〇 兼2

経済統計論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

経済統計論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

国際経済学Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

国際経済学Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

経済史概論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

経済史概論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

西洋経済史Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

西洋経済史Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

産業組織論 2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

経済政策 2・3・4前 2 〇 兼1

日本経済論Ⅰ 2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

財政政策 2・3・4前 2 〇 兼1 隔年

公共経済学 2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

地方財政分析 3・4前 2 〇 兼1 隔年

地方財政論 3・4後 2 〇 兼1 隔年

金融論 1・2・3・4後 2 〇 兼1

金融政策 2・3・4前 2 〇 兼1

地域金融論 2・3・4後 2 〇 兼1

金融工学入門 2・3・4後 2 〇 兼1

小計（67科目） －

経
済
学
類

基
礎
演

習

小計（1科目） －
研
究
演

習

小計（1科目） －

特
別
演
習 小計（2科目） －
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単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

国際金融論 3・4前 2 〇 兼1

開発金融論 3・4後 2 〇 兼1

金融リテラシー講座（応用編） １・2・3・4後 2 〇 兼3

１・2・3・4後 2 ◯ 兼3

データサイエンス入門Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

データサイエンス入門Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

経済学 1・2・3・4後 2 〇 兼2

社会政策Ⅰ 2・3・4後 2 〇 兼1

社会政策Ⅱ 2・3・4前 2 〇 兼1

社会保障論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1 隔年

社会保障論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

労働経済学Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

災害リスク管理の経済学 2・3・4前 2 ◯ 兼1

地理学概説Ⅰ 1・2・3・4後 2 〇 兼1 教職コース生のみ

地理学概説Ⅱ 2・3・4前 2 〇 兼1 教職コース生のみ

地誌学 2・3・4後 2 〇 兼1 教職コース生のみ

倫理学概論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1 教職コース生のみ

倫理学概論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1 教職コース生のみ

－ 0 82 0 0 0 0 0 0 兼18

経営学Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

経営管理論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

経営管理論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

経営統計学Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

経営統計学Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

人的資源管理論 2・3・4後 2 〇 兼1

コーポレート・ファイナンス 2・3・4前 2 〇 兼1

岡山経営者論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼2

情報処理概論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼3

情報処理概論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼2

情報社会と情報倫理 1・2・3・4後 2 ◯ 兼1

情報と職業 1・2・3・4前 2 ◯ 兼1

簿記論Ⅰ　　　　　 1・2・3・4前 2 〇 兼1

簿記論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

簿記論Ⅲ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

簿記論Ⅳ　　　　　　　　　　　　1・2・3・4後 2 〇 兼1

会計学 2・3・4後 2 〇 兼1

財務諸表論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

財務諸表論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

経営分析論 2・3・4前 2 〇 兼1 隔年

意思決定会計論 2・3・4前 2 〇 兼1

税理士による租税講座 2・3・4前 2 〇 兼1

アカデミック・ライティング 1・2・3・4前 1 〇 兼1

－ 0 45 0 0 0 0 0 0 兼15

ビジネス概論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

ビジネス概論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

マーケティング論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

マーケティング論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

消費者行動論 3・4前 2 〇 兼1

保険論 3・4後 2 〇 兼1

証券市場論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

証券市場論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

商
学
類

小計（41科目） －

経
営
学
類

小計（23科目） －

金融リテラシー講座（金融機関業務編）

- 設置等の趣旨(資料） - 4 -



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

科目
区分

授業科目の名称

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

2・3・4前 2 〇 兼1

ビジネス英会話Ⅱ 2・3・4前 2 〇 兼1

市場調査論 3・4前 2 ◯ 兼1

ライフプランニングと資金計画・リスク管理Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

金融資産運用・不動産Ⅰ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

タックスプランニング、相続・事業承継 1・2・3・4前 2 〇 兼1

タックスプランニング 2・3・4前 2 〇 兼1

金融資産用設計Ⅱ 2・3・4前 2 〇 兼1

不動産運用設計Ⅱ 2・3・4前 2 ◯ 兼1

ＦＰ技能論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

ＦＰ技能論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

ポートフォリオ・マネジメント 2・3・4後 2 〇 兼1

リーガル＆コンプライアンス 2・3・4後 2 〇 兼1

運用設計企画Ⅰ 2・3・4前 2 ◯ 兼1

運用設計企画Ⅱ 2・3・4後 2 ◯ 兼1

観光振興論特殊講義 2・3・4後 2 〇 兼2

－ 0 48 0 0 0 0 0 0 兼11

日本語特別演習Ⅰ 3・4前 1 〇 兼1

日本語特別演習Ⅱ 3・4後 1 〇 兼1

金融特別演習Ⅰ 2・3・4後 2 〇 兼2

－ 0 4 0 0 0 0 0 0 兼3

インターンシップ学習講座 1・2・3・4前・後 2～8 〇 特別単位認定科目

実践学習講座 1・2・3・4前・後 1～8 〇 特別単位認定科目

－ 0 1～8 0 0 0 0 0 0

1・2・3・4 2 〇 1

1・2・3・4後 2 〇 兼2

1・2・3・4 2 〇 兼1

1・2・3・4 2 〇 兼1

－ 0 8 0 1 0 0 0 0 兼4

教養演習 1・2通 4 〇 3 0 3 0 0

－ 4 0 0 3 0 3 0 0

法学Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 1

法学Ⅱ（日本国憲法を含む） 1・2・3・4後 2 〇 1

経済学入門 1・2・3・4前 2 〇 兼2

新聞を読む 1・2・3・4前 2 〇 兼1

岡山経営者論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼2

現代ビジネス事情 1・2・3・4後 2 〇 兼1

1・2・3・4後 2 〇 兼1

企業論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼2

教職論 1・2・3後 2 ◯ 兼1 教職コース生のみ

－ 0 18 0 1 0 1 0 0 兼10

西洋史Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

西洋史Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

東南アジアの歴史と社会 1・2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

外国文学Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

外国文学Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

日本語学 1・2・3・4前 2 〇 兼1 隔年

日本語表現 1・2・3・4 2 〇 兼1 隔年

芸術Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

芸術Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

芸術Ⅲ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

芸術Ⅳ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

一
般
教
育
科
目

教
養
演

習

小計（1科目） －

１
．
専
門
接
続
科
目
群

小計（9科目） －

２
．
一
般
知
識
科
目
群

特
別
単
位

認
定
科
目

小計（2科目） －

小計（4科目） －

小計（24科目） －

特
別
演
習

小計（3科目） －

インターンシップ２

インターンシップ１

インターンシップ３

インターンシップ４

イ
ン
タ
ー

ン
シ
ッ

プ

に
関
す
る
科
目

ビジネス英会話Ⅰ

商業・流通とマーケティング
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科学と哲学 1・2・3・4前 2 〇 1

1・2・3・4前 2 〇 兼1 集中

博物館概論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

博物館経営論 1・2・3・4後 2 〇 兼1

博物館資料論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

博物館資料保存論 1・2・3・4後 2 〇 兼1

博物館展示論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

博物館教育論 1・2・3・4後 2 〇 兼1

博物館情報・メディア論 1・2・3・4後 2 〇 兼1

博物館実習 3・4通 3 ○ 兼1

考古学Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

考古学Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

民俗学Ⅰ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

民俗学Ⅱ 1・2・3・5後 3 ○ 兼1

日本事情Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1 留学生のみ

日本事情Ⅱ 1・2・3・4後 2 ○ 兼1 留学生のみ

教育原理 1・2・3前 2 ◯ 兼1 教職コース生のみ

教育史 2・3前 2 ◯ 兼1 教職コース生のみ

教育社会学 3前 2 ◯ 兼1 教職コース生のみ

－ 0 62 0 1 0 0 0 0 兼12

人間形成論・職業形成論 1・2・3・4前 2 〇 1

法を考える 1・2・3・4前 2 〇 1 1

政治を考える 1・2・3・4後 2 〇 1

医学・医療を考える 1・2・3・4前 2 〇 1

技術と経営 1・2・3・4前 2 〇 兼1

公共の倫理学 1・2・3・4後 2 〇 1

こころの哲学 1・2・3・4後 2 〇 1

現代数学への招待A（無限と連続） 1・2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

使える数学Ａ（線形代数） 1・2・3・4前 2 〇 兼1

使える数学Ｂ（微分と積分） 1・2・3・4 2 〇 兼1 隔年

思考の論理的形式Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 1 隔年

思考の論理的形式Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 1 隔年

こころの科学 1・2・3・4前 2 〇 兼1

適応の心理学 1・2・3・4後 2 〇 兼1

金融リテラシー講座（基礎編） 1・2・3・4前 2 〇 兼3

岡山講座 1・2・3・4後 2 〇 兼1

生涯学習概論 1・2・3・4後 2 〇 兼1

データ分析 1・2・3・4前・後 2 〇 兼1

キャリア形成論 2・3・4後 2 〇 1 兼4

教育心理学Ⅰ 3前 2 〇 兼1 教職コース生のみ

教育心理学Ⅱ 3・4後 2 〇 兼1 教職コース生のみ

教育課程論 2・3後 2 〇 兼1

教育におけるICT活用 1・2・3後 2 ◯ 兼1

－ 4 42 0 3 0 1 0 0 兼15

英語コミュニケーション　初級Ⅰ 2・3・4前 1 〇 兼3

英語コミュニケーション　初級Ⅱ 2・3・4後 1 〇 兼3

英語コミュニケーションⅠ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼3

英語コミュニケーションⅡ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼2

英語コミュニケーションⅢ 2・3・4前 1 〇 兼3

英語コミュニケーションⅣ 2・3・4後 1 〇 兼3

1・2・3・4前 1 〇 兼1

1・2・3・4 1 〇 兼1

総合英語Ⅰ 1・2・3・4 1 〇 兼1 集中

総合英語Ⅱ 1・2・3・4前・後 2 〇 兼1 集中

3
.
1
全
学
共
通
知
識
科
目
群

3
.
社
会
力
育
成
科
目
群

小計（30科目） －

小計（23科目） －

3
.
2
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
科
目

英語コミュニケーション（TOEIC）Ⅰ

英語コミュニケーション（TOEIC）Ⅱ

災害と経済

- 設置等の趣旨(資料） - 6 -



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

科目
区分

授業科目の名称

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

初級ドイツ語Ⅰ 1・2・3・4前 1 〇 兼1

初級ドイツ語Ⅱ 1・2・3・4後 1 〇 兼1

初級中国語Ⅰ 1・2・3・4前 1 〇 兼2

初級中国語Ⅱ 1・2・3・4後 1 〇 兼2

中級中国語Ⅰ 2・3・4前・後 1 〇 兼3 孔子学院

中級中国語Ⅱ 2・3・4前・後 1 〇 兼3 孔子学院

上級中国語Ⅰ 2・3・4前・後 1 〇 兼3 孔子学院

上級中国語Ⅱ 2・3・4前・後 1 〇 兼3 孔子学院

総合中国語Ⅰ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1 集中

総合中国語Ⅱ 1・2・3・4前・後 2 〇 兼1 集中

初級ハングルⅠ 1・2・3・4前 1 〇 兼1

初級ハングルⅡ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

総合ハングルⅠ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1 集中

上級日本語Ⅰ 2・3・4前 1 〇 兼1 留学生のみ

上級日本語Ⅱ 2・3・4後 1 〇 兼1 留学生のみ

日本語（文法）Ⅰ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（文法）Ⅱ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（文法）Ⅲ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（文法）Ⅳ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（文字・語彙） 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（聴解）Ⅰ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（聴解）Ⅱ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（読解）Ⅰ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（会話） 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（作文） 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

－ 0 42 0 0 0 0 0 0 兼10

UNIVAS 1 1・2・3・4前 1 〇 1 兼2

UNIVAS 2 1・2・3・4後 1 ○ 1 兼2

UNIVAS 3 2・3・4前・後 1 〇 1 兼2

UNIVAS 4 2・3・4後 1 〇 1 兼2 集中

UNIVAS 5 2・3・4後 1 〇 1 集中

特別支援教育概論 2・3後 2 〇 兼1

－ 0 7 0 0 0 1 0 0 兼3

インターンシップ学習講座 1・2・3・4前・後 2～8 〇 特別単位認定科目

実践学習講座 1・2・3・4前・後 1～8 〇 特別単位認定科目

－ 0 1～8 0 0 0 0 0 0 兼

教職論 1・2・3後 2 〇 兼1 再掲

教育原理 1・2・3前 2 〇 兼1 再掲

教育史 2・3前 2 〇 兼1 再掲

教育心理学Ⅰ 3前 2 〇 兼1 再掲

教育心理学Ⅱ 3・4後 2 〇 兼1 再掲

教育社会学 3前 2 〇 兼1 再掲

教育課程論 2・3後 2 〇 兼1 再掲

社会科教育法Ⅰ 2・3前 2 〇 1 再掲

社会科教育法Ⅱ 2・3後 2 〇 1 再掲

社会科・公民科教育法Ⅰ 3前 2 〇 1 再掲

教
職
に
関
す
る
科
目

－
特
別
単
位

認
定
科
目

小計（2科目） －

特
設
授
業
科
目
（

留
学
生
に
適
用
）

総合日本語演習Ⅰ（日本語能力試験対策）

総合日本語演習Ⅱ（日本語能力試験対策）

小計（39科目）

目
群

－

3
.
3
心
と
体
の
健
康
科
目
群 小計（6科目）

日本語演習（日本語能力試験対策）

日本語（読解）Ⅱ
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社会科・公民科教育法Ⅱ 3後 2 〇 1 再掲

道徳教育の理論と方法 3前 2 〇 兼1

特別支援教育概論 2・3後 2 〇 兼1 再掲

特別活動及び総合的な学習の時間の指導法 3前 2 〇 兼1

教育方法論 2・3後 2 〇 兼1

教育におけるICT活用 1・2.3後 2 〇 兼1 再掲

生徒・進路指導の理論と方法 3後 2 〇 兼1

教育相談 2・3前 2 〇 兼1

教職実践演習（中・高） 4後 2 〇 1 兼4 オムニバス

教育実習指導 3後 1 〇 1

教育実習Ⅰ 4前 2 〇 1

教育実習Ⅱ 4前 2 〇 1

－ 0 43 0 0 0 1 0 0 兼6

－ 22 525 0 7 2 6 0 0 兼81

専門科目88単位・一般教育科目25単位・一般教育科目及び専門科目を
問わず11単位の計124単位以上を修得すること。（履修科目登録の上
限：1～3年次：1学期で16単位以上24単位以下。4年次：48単位以
下。）

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

小計（22科目） －

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

５　「授業形態」の欄は，各授業科目について，該当する授業形態の欄に「○」を記入すること。ただし，専門職大学等又は専門職

　学科を設ける大学若しくは短期大学の授業科目のうち，臨地実務実習については「実験・実習」の欄に「臨」の文字を，連携実務

（注）

１　学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科の設置又は大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科における通信

　教育の開設の届出を行おうとする場合には，授与する学位の種類及び分野又は学科の分野が同じ学部等，研究科等若しくは高等専

　門学校の学科（学位の種類及び分野の変更等に関する基準（平成十五年文部科学省告示第三十九号）別表第一備考又は別表第二備

　考に係るものを含む。）についても作成すること。

２　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受け

　　　に授与する学位を併記すること。

　（３）「卒業・修了要件及び履修方法」の欄には，当該専門職大学の卒業要件及び履修方法に加え，前期課程の修了要件及び履修

　　　方法を併記すること。

　演習等については「演習」又は「実験・実習」の欄に「連」の文字を記入すること。

６　課程を前期課程及び後期課程に区分する専門職大学若しくは専門職大学の学部等を設置する場合又は前期課程及び後期課程に区

　分する専門職大学の課程を設置し，若しくは変更する場合は，次により記入すること。

　（１）各科目区分における「小計」の欄及び「合計」の欄には，当該専門職大学の全課程に係る科目数，「単位数」及び「専任教

　　　員等の配置」に加え，前期課程に係る科目数，「単位数」及び「専任教員等の配置」を併記すること。

　（２）「学位又は称号」の欄には，当該専門職大学を卒業した者に授与する学位に加え，当該専門職大学の前期課程を修了した者

合計（286科目） －

学位又は称号 学士（法学） 学位又は学科の分野 法学関係

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

　ようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を

　受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。
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経営学Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 1

経営学Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1 　

経営史Ⅰ 2・3・4前 2 〇 1

経営史Ⅱ 2・3・4後 2 〇 1

経営管理論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 1

経営管理論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 1

リスクマネジメント論　 2・3・4前 2 〇 兼1 　

国際経営論Ⅰ 3・4前 2 〇 1

国際経営論Ⅱ 3・4後 2 〇 1

経営統計学Ⅰ 2・3・4前 2 〇 1

経営統計学Ⅱ 2・3・4後 2 〇 1

経営組織論 2・3・4後 2 〇 1

経営戦略論 2・3・4前 2 〇 1

人的資源管理論 2・3・4後 2 〇 1

生産マネジメント 2・3・4前 2 〇 1

コーポレート・ファイナンス 2・3・4前 2 〇 兼1

アントレプレナーシップ論 2・3・4前 2 〇 兼1

ビジネス・エコノミクス 2・3・4前 2 〇 1

イノベーション・マネジメント 3・4後 2 〇 1

テクノロジー・マネジメント 3・4後 2 〇 1

オペレーション管理Ⅰ 2・3・4前 2 〇 1

オペレーション管理Ⅱ 2・3・4後 2 〇 1

岡山経営者論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 1 1

物流管理論 3・4後 2 〇 1

アカデミック・ライティング 3・4後 1 〇 1

－ 2 47 0 5 2 2 0 0 兼3

情報処理概論Ⅰ　 1・2・3・4前 2 〇 1 兼1

情報処理概論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 1 兼1

情報管理論 2・3・4後 2 〇 1

データベース論 2・3・4前 2 〇 1

データベース実践 2・3・4後 2 　 〇 1

応用情報処理Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 1

情報技術論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 1

情報技術論Ⅱ　 2・3・4後 2 〇 1

情報システム論 2・3・4後 2 〇 兼1

情報ネットワーク論Ⅰ 3・4前 2 〇 1

情報ネットワーク論Ⅱ　 3・4後 2 〇 1

情報社会と情報倫理 1・2・3・4後 2 〇 兼1

サーバアプリケーション 2・3・4前 2 〇 兼1 集中

計測制御演習 2・3・4後 2 　 〇 兼1

プログラミングＶＢ 2・3・4後 2 〇 1

アプリケーション作成演習 2・3・4前 2 　 〇 1

プログラミングＪＡＶＡ 2・3・4前 2 〇 1

情報システム技術 1・2・3・4前 2 〇 1

ネットワークシステム演習 2・3・4前 2 　 〇 兼1

マルチメディア表現 2・3・4前 2 〇 1

マルチメディア技術 2・3・4後 2 〇 1

Ｗｅｂデザイン 2・3・4後 2 〇 1 　

Ｗｅｂプログラミング 2・3・4後 2 〇 1 　　

別記様式第２号（その２の１）

専
門
科
目

経
営
学
類

小計（25科目） －

経
営
情
報
学
類

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要
（経営学部経営学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
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情報と職業 1・2・3・4前 2 〇 兼1

情報科教育法Ⅰ 3前 2 〇 1 教職コース生のみ

情報科教育法Ⅱ 3後 2 〇 1 教職コース生のみ

－ 2 50 0 2 1 2 0 0 兼3

簿記論Ⅰ 1・2・3・4前・後 2 〇 1

簿記論Ⅱ 1・2・3・4前 2 〇 1

簿記論Ⅲ 1・2・3・4前 2 〇 1

簿記論Ⅳ 1・2・3・4後 2 〇 1

簿記論Ⅴ 1・2・3・4前 2 〇 1

簿記論Ⅵ 1・2・3・4後 2 〇 1

工業簿記Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 1

工業簿記Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 1

初級原価計算論 1・2・3・4前 2 〇 1

原価計算論 1・2・3・4前 2 〇 1

会計学 1・2・3・4後 2 〇 1

財務諸表論Ⅰ 2・3・4後 2 〇 1

財務諸表論Ⅱ 2・3・4前 2 〇 1

財務諸表論Ⅲ 3・4後 2 〇 1

連結財務諸表論 2・3・4後 2 〇 1

管理会計論 2・3・4前 2 〇 1

連結会計論 2・3・4前 2 〇 1

税務会計論 3・4前 2 〇 1

会計監査論 2・3・4後 2 〇 1

国際会計論 3・4前 2 〇 1

経営分析論　　　　　　　　　　　　　　3・4前 2 〇 1 隔年

3・4前 2 〇 1 隔年

会計学基礎Ⅰ 1前 2 〇 1

会計学基礎Ⅱ 1後 2 〇 1

税理士による租税講座 2・3・4前 2 〇 1

－ 0 50 0 4 1 0 0 0

観光振興論特殊講義 2・3・4後 2 〇 兼2

－ 0 6 0 0 0 0 0 0 兼2

外国書講読Ⅰ 3・4前 2 〇 1

外国書講読Ⅱ 3・4後 2 〇 1

－ 0 4 0 0 0 1 0 0

研究演習 2・3・4通 12 〇 9 4 3

－ 12 0 0 9 4 3 0 0

ビジネス概論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

ビジネス概論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

マーケティング論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

マーケティング論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

企業論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

商品開発 3・4後 2 〇 兼1

保険論 3・4前 2 〇 兼1

証券市場論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

証券市場論Ⅱ　 2・3・4後 2 〇 兼1

流通システム論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1 隔年

流通システム論Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

商業経営論　 2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

2・3・4前 2 〇 1

ビジネス英会話Ⅱ 2・3・4前 2 〇 1

貿易実務論Ⅰ 3・4前 2 〇 兼1

貿易実務論Ⅱ 3・4後 2 〇 兼1

市場調査論 3・4前 2 〇 兼1

小計（26科目） －

会
計
学
類

小計（25科目）

研
究

演
習

小計（1科目） －

商
学
類

－

特
殊

講
義

小計（1科目） －

外
書
講
読 小計（2科目） －

ビジネス英会話Ⅰ

意思決定会計論

- 設置等の趣旨(資料） - 10 -



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置
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社会調査実践 3・4通 4 　 〇 兼1

3・4後 2 〇 兼1 隔年

観光学概論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

観光経営論　 2・3・4後 2 〇 兼1

観光地計画論 3・4前 2 　 〇 兼2

国際文化論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

地域づくり論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1 　

地域づくり論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

ライフプランニングと資金計画・リスク管理Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

金融資産運用・不動産Ⅰ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

タックスプランニング、相続・事業承継 1・2・3・4前 2 〇 兼1

タックスプランニング 2・3・4前 2 〇 兼1

金融資産運用設計Ⅱ 2・3・4前 2 〇 兼1

不動産運用設計Ⅱ 2・3・4前 2 〇 兼1

ライフプランニングと資金計画Ⅱ 2・3・4前 2 〇 兼1

リスク管理Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

相続・事業承継 2・3・4前 2 〇 兼1

ＦＰリスク・リタイアメントプランニング 2・3・4後 2 〇 兼1

ＦＰ金融資産・不動産運用設計 2・3・4後 2 〇 兼1

ＦＰタックス・相続プランニング 2・3・4後 2 〇 兼1

ＦＰ技能論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

ＦＰ技能論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

ＦＰ提案書概論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1 隔年

ＦＰ提案書概論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

ポートフォリオ・マネジメント 2・3・4前 2 〇 兼1

リーガル＆コンプライアンス 2・3・4前 2 〇 兼2

不動産運用設計論 2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

運用設計企画Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1 隔年

運用設計企画Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

職業指導Ⅰ 1・2・3・4後 2 〇 兼1 教職コース生のみ

職業指導Ⅱ 2・3・4前 2 〇 兼1 教職コース生のみ

商業科教育法Ⅰ 3前 2 〇 兼1 教職コース生のみ

商業科教育法Ⅱ 3後 2 〇 兼1 教職コース生のみ

－ 0 102 0 1 0 0 0 0 兼17

経済学 1・2・3・4後 2 〇 兼2

ミクロ経済学 2・3・4前 2 〇 兼2

中級ミクロ経済学 2・3・4後 2 〇 兼2

マクロ経済学 2・3・4前 2 〇 兼2

中級マクロ経済学 2・3・4後 2 〇 兼2

日本経済論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

金融論 2・3・4後 2 〇 兼1

金融政策 2・3・4前 2 〇 兼1

地域金融論 2・3・4後 2 〇 兼1

金融工学入門 2・3・4前 2 〇 兼1

開発金融論 3・4後 2 〇 兼1

国際金融論 3・4前 2 〇 兼1

データサイエンス入門Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

データサイエンス入門Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

経済統計論Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

経済統計論Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

金融リテラシー講座（応用編） 1・2・3・4前 2 〇 兼3

金融リテラシー講座（金融機関業務編） 2・3・4後 2 〇 兼2

災害リスク管理と経済学 2・3・4前 2 〇 兼1 集中

－ 0 38 0 0 0 0 0 0 兼13

経
済
学
類

小計（19科目） －

小計（50科目） －

広告論
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法と情報 1・2・3・4前 2 〇 兼1

憲法Ⅲ（人権1） 2・3・4前 2 〇 兼1

憲法Ⅳ（人権2） 2・3・4後 2 〇 兼1

行政法Ⅰ（基本原理、行政組織法） 2・3・4前 2 〇 兼1

行政法Ⅳ（行政救済法） 2・3・4後 2 〇 兼1

税法Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

税法Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

税法Ⅲ 2・3・4前 2 〇 兼1

税法Ⅳ 2・3・4後 2 〇 兼1

民法概説 1・2・3・4前 2 〇 兼1

民法総則 2・3・4後 2 〇 兼1

物権総論 2・3・4前 2 〇 兼1

担保物権 2・3・4後 2 〇 兼1

債権総論 2・3・4前 2 〇 兼1

契約法 1・2・3・4後 2 〇 兼1

商法総則・商行為 2・3・4後 4 〇 兼1

会社法概説 2・3・4後 2 〇 兼1

会社法Ⅰ 2・3・4後 2 〇 兼1

会社法Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

金融商品取引法Ⅰ 2・3・4前 2 〇 兼1

金融商品取引法Ⅱ 2・3・4後 2 〇 兼1

－ 0 44 0 0 0 0 0 0 兼10

日本語基礎演習Ⅰ 3・4前 1 　 〇 兼1 　

日本語基礎演習Ⅱ 3・4後 1 　 〇 兼1 　

日本語特別演習Ⅰ 3・4前 1 　 〇 兼1

日本語特別演習Ⅱ 3・4後 1 　 〇 兼1

金融特別演習Ⅰ 2・3・4前 2 　 〇 兼2

－ 0 6 0 0 1 0 0 0 兼3

インターンシップ学習講座 1・2・3・4前・後 2～8 〇 特別単位認定科目

実践学習講座 1・2・3・4前・後 1～8 〇 特別単位認定科目

－ 0 1～8 0 0 0 0 0 0

1・2・3・4 2 〇 兼1

2・3・4後 2 〇 兼2

2・3・4 2 〇 1

2・3・4 2 〇 兼1

－ 0 8 0 1 0 0 0 0 兼4

教養演習 1・2通 4 〇 5 3 4 1 0

－ 4 0 0 5 3 4 1 0

法学Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

法学Ⅱ（日本国憲法を含む） 1・2・3・4後 2 〇 兼1

経済学入門 1・2・3・4前 2 〇 兼2

新聞を読む 1・2・3・4前 2 〇 兼1

岡山経営者論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 1 1

現代ビジネス事情 1・2・3・4後 2 〇 兼1

商業・流通とマーケティング 1・2・3・4後 2 〇 兼1

企業論Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼2

教職論 1・2・3後 2 〇 1

－ 0 18 0 2 0 1 0 0 兼9

西洋史Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

西洋史Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

1・2・3・4後 2 〇 兼1

外国文学Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

外国文学Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

日本語学 1・2・3・4後 2 〇 兼1

２
．
一
般
知
識
科
目
群

小計（4科目） －

一
般
教
育
科
目

教
養

演
習

小計（1科目） －

１
．
専
門
接
続
科
目
群

小計（9科目） －

イ
ン
タ
ー

ン
シ
ッ

プ

に
関
す
る
科
目

東南アジアの歴史と社会

インターンシップ１

インターンシップ２

インターンシップ３

インターンシップ４

小計（5科目） －

特
別
単
位
認

定
科
目

小計（2科目） －

法
学
類

小計（21科目） －

特
別
演
習
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日本語表現 1・2・3・4後 2 〇 兼1 隔年

芸術Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

芸術Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

芸術Ⅲ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

芸術Ⅳ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

科学と哲学 1・2・3・4前 2 〇 兼1

災害と経済 1・2・3・4前 2 〇 兼1 集中

博物館概論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

博物館経営論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

博物館資料論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

博物館資料保存論 1・2・3・4後 2 〇 兼1

博物館展示論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

博物館教育論 1・2・3・4後 2 〇 兼1

博物館情報・メディア論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

博物館実習 3・4通 3 ○ 兼1

考古学Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1

考古学Ⅱ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

民俗学Ⅰ 1・2・3・4後 2 〇 兼1

民俗学Ⅱ 1・2・3・4後 2 ○ 兼1

日本事情Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1 留学生のみ

日本事情Ⅱ 1・2・3・4後 2 ○ 兼1 留学生のみ

教育原理 1・2・3前 2 ○ 1 教職コース生のみ

教育史 2・3前 2 ○ 1 教職コース生のみ

教育社会学 3前 2 ○ 1

－ 0 61 0 2 0 0 0 0 兼11

人間形成論・職業形成論 1・2・3・4前 2 〇 兼1

法を考える 1・2・3・4前 2 〇 兼1

政治を考える 1・2・3・4後 2 〇 兼1

医学・医療を考える 1・2・3・4前 2 〇 兼1

技術と経営 1・2・3・4前 2 〇 1

公共の倫理学 1・2・3・4後 2 〇 兼1

こころの哲学 1・2・3・4後 2 〇 兼1

使える数学Ａ（線形代数） 1・2・3・4前 2 〇 1

使える数学Ｂ（微分と積分） 1・2・3・4 2 〇 1 隔年

思考の論理的形式Ⅰ 1・2・3・4前 2 〇 兼1 隔年

こころの科学 1・2・3・4前 2 〇 兼1

適応の心理学 1・2・3・4後 2 〇 兼1

金融リテラシー講座（基礎編） 1・2・3・4前 2 〇 兼3

岡山講座 1・2・3・4前 2 〇 兼1

生涯学習概論 1・2・3・4後 2 〇 兼1

データ分析 1・2・3・4前・後 2 〇 1 2 兼1

キャリア形成論 2・3・4後 2 〇 兼4

教育心理学Ⅰ 3前 2 〇 兼1 教職コース生のみ

教育心理学Ⅱ 3・4後 2 〇 兼1 教職コース生のみ

教職課程論 2・3後 2 〇 1

教育におけるICT活用 1・2・3後 2 〇 1

－ 4 38 0 3 2 2 0 0 兼14

英語コミュニケーション　初級Ⅰ 2・3・4前 1 〇 1 兼2

英語コミュニケーション　初級Ⅱ 2・3・4後 1 〇 1 兼2

英語コミュニケーションⅠ 1・2・3・4前・後 1 〇 1 兼2

英語コミュニケーションⅡ 1・2・3・4前・後 1 〇 1 兼1

英語コミュニケーションⅢ 2・3・4前 1 〇 1 兼2

英語コミュニケーションⅣ 2・3・4後 1 〇 1 兼2

英語コミュニケーション（TOEIC）Ⅰ 1・2・3・4前 1 〇 1

3
.
社
会
力
育
成
科
目
群

3
.
2
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ

群

小計（30科目） －

3
.
1
全
学
共
通
知
識
科
目
群

小計（21科目） －
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英語コミュニケーション（TOEIC）Ⅱ 1・2・3・4 1 〇 兼1

総合英語Ⅰ 1・2・3・4前 1 〇 1 集中

総合英語Ⅱ 1・2・3・4前・後 2 〇 1 集中

初級ドイツ語Ⅰ 1・2・3・4前 1 〇 兼1

初級ドイツ語Ⅱ 1・2・3・4後 1 〇 兼1

初級中国語Ⅰ 1・2・3・4前 1 〇 兼2

初級中国語Ⅱ 1・2・3・4後 1 〇 兼2

中級中国語Ⅰ 2・3・4 1 〇 兼3 孔子学院のみで開講

中級中国語Ⅱ 2・3・4 1 〇 兼3 孔子学院のみで開講

上級中国語Ⅰ 2・3・4 1 〇 兼3 孔子学院のみで開講

上級中国語Ⅱ 2・3・4 1 〇 兼3 孔子学院のみで開講

総合中国語Ⅰ 1・2・3・4後 1 〇 兼1 集中

総合中国語Ⅱ 1・2・3・4前 2 〇 兼1 集中

初級ハングルⅠ 1・2・3・4前 1 〇 兼1

初級ハングルⅡ 1・2・3・4後 1 〇 兼1

総合ハングルⅠ 1・2・3・4前 1 〇 兼1 集中

上級日本語Ⅰ 2・3・4前 1 〇 兼1 留学生のみ

上級日本語Ⅱ 2・3・4後 1 〇 兼1 留学生のみ

日本語（文法）Ⅰ 1・2・3・4前・後 1 〇 1

日本語（文法）Ⅱ 1・2・3・4前・後 1 〇 1

日本語（文法）Ⅲ 1・2・3・4前・後 1 〇 1

日本語（文法）Ⅳ 1・2・3・4前・後 1 〇 1

日本語（文字・語彙） 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（聴解）Ⅰ 1・2・3・4前・後 1 〇 1

日本語（聴解）Ⅱ 1・2・3・4前・後 1 〇 1

日本語（読解）Ⅰ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（読解）Ⅱ 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（会話） 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

日本語（作文） 1・2・3・4前・後 1 〇 1

日本語演習（日本語能力試験対策） 1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

1・2・3・4前・後 1 〇 兼1

－ 0 41 0 1 2 0 0 0 兼7

UNIVAS 1 1・2・3・4前 1 〇 1 兼2

UNIVAS 2 1・2・3・4後 1 ○ 1 兼2

UNIVAS 3 2・3・4前・後 1 〇 1 兼2

UNIVAS 4 2・3・4後 1 〇 1 1 兼2 集中

UNIVAS 5 2・3・4前・後 1 〇 兼1 集中

特別支援教育概論 2・3後 2 〇 兼1

－ 0 7 0 0 0 0 1 0 兼3

インターンシップ学習講座 1・2・3・4前・後 2～8 〇 特別単位認定科目

実践学習講座 1・2・3・4前・後 1～8 〇 特別単位認定科目

－ 0 1～8 0 0 0 0 0 0 0

教育原理 1・2・3前 2 〇 1 再掲

教育史 2・3前 2 〇 1 再掲

教職論 1・2・3後 2 〇 1 再掲

教育社会学 3前 2 〇 1 再掲

教育心理学Ⅰ 3前 2 〇 兼1 再掲

教育心理学Ⅱ 3・4後 2 〇 兼1 再掲

特別支援教育概論 2・3後 2 〇 兼1 再掲

教育課程論 2・3後 2 〇 1 再掲

商業科教育法Ⅰ 3前 2 〇 兼1 再掲

商業科教育法Ⅱ 3後 2 〇 兼1 再掲

情報科教育法Ⅰ 3前 2 〇 1 再掲

教
職
に
関
す
る
科
目

－

3
.
3
心
と
体
の
健
康

科
目
群

小計（6科目） －

特
別
単
位
認

定
科
目

小計（2科目） －

群 シ
ョ

ン
科
目
群

特
設
授
業
科
目
（

留
学
生
に
適
用
）

総合日本語演習Ⅰ（日本語能力試験対策）

総合日本語演習Ⅱ（日本語能力試験対策）

小計（39科目）
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

情報科教育法Ⅱ 3後 2 〇 1 再掲

道徳教育の理論と方法 3前 2 〇 1

特別活動及び総合的な学習の時間の指導法 3前 2 〇 兼1

教育方法論 2・3後 2 〇 1

教育におけるICT活用 1・2・3後 2 〇 1 再掲

生徒・進路指導の理論と方法 3後 2 〇 兼1

教育相談 2・3前 2 〇 兼1

教育実習指導 3後 1 〇 1 兼1

教育実習Ⅱ 4前 2 〇 1 兼1

教職実践演習（中・高） 4後 2 〇 1 1 兼3 オムニバス

－ 0 41 0 2 0 1 0 0 兼4

－ 24 543 0 12 6 5 1 0 兼66

　ようとする場合若しくは届出を行おうとする場合，大学等の設置者の変更の認可を受けようとする場合又は大学等の廃止の認可を

　受けようとする場合若しくは届出を行おうとする場合は，この書類を作成する必要はない。

３　開設する授業科目に応じて，適宜科目区分の枠を設けること。

４　「授業形態」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

５　「授業形態」の欄は，各授業科目について，該当する授業形態の欄に「○」を記入すること。ただし，専門職大学等又は専門職

　学科を設ける大学若しくは短期大学の授業科目のうち，臨地実務実習については「実験・実習」の欄に「臨」の文字を，連携実務

（注）

１　学部等，研究科等若しくは高等専門学校の学科の設置又は大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科における通信

　教育の開設の届出を行おうとする場合には，授与する学位の種類及び分野又は学科の分野が同じ学部等，研究科等若しくは高等専

　門学校の学科（学位の種類及び分野の変更等に関する基準（平成十五年文部科学省告示第三十九号）別表第一備考又は別表第二備

　考に係るものを含む。）についても作成すること。

２　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科若しくは高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の認可を受け

　　　に授与する学位を併記すること。

　（３）「卒業・修了要件及び履修方法」の欄には，当該専門職大学の卒業要件及び履修方法に加え，前期課程の修了要件及び履修

　　　方法を併記すること。

　演習等については「演習」又は「実験・実習」の欄に「連」の文字を記入すること。

６　課程を前期課程及び後期課程に区分する専門職大学若しくは専門職大学の学部等を設置する場合又は前期課程及び後期課程に区

　分する専門職大学の課程を設置し，若しくは変更する場合は，次により記入すること。

　（１）各科目区分における「小計」の欄及び「合計」の欄には，当該専門職大学の全課程に係る科目数，「単位数」及び「専任教

　　　員等の配置」に加え，前期課程に係る科目数，「単位数」及び「専任教員等の配置」を併記すること。

　（２）「学位又は称号」の欄には，当該専門職大学を卒業した者に授与する学位に加え，当該専門職大学の前期課程を修了した者

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

専門科目82単位・一般教育科目21単位・一般教育科目及び専門科目を
問わず21単位の計124単位以上を修得すること。（履修科目登録の上
限：1～3年次：1学期で16単位以上24単位以下。4年次：48単位以
下。）

１学年の学期区分 2学期

１学期の授業期間 15週

１時限の授業時間 90分

小計（21科目） －

合計（295科目） －

学位又は称号 学士（経営学） 学位又は学科の分野 経済学関係
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A アドミッションポリシー(AP)
　多様な学生の受け入れ

　思考・判断・表現力の強化

　大学院への進学

C カリキュラムポリシー(CP)
　学力の3要素に基づく教育

　学部を越えた履修形態

資料２

　各学部・学科の教育研究上の目的及び人材養成に関する目的を
次の通り定める。

法学部法学科
　法学、政治学に関する理論的・実践的な教育研究を行い、法学、政
治学の専門知識を活かして社会に貢献することができる人材を育成
することを目的とする。

経済学部経済学科
　経済学に関する理論的・実証的な教育研究を行い、これにより経済
学に関する知識と、問題を解決するために必要な能力を有する人材
を養成することを目的とする。

経営学部経営学科
　経営学、情報・メディア学及び会計学に関する教育研究を行い、社
会、とりわけ企業という組織の中で創造的に貢献できる能力を持った
人材を育成することを目的とする。

経営学部商学科
　商学に関する理論的・実践的な教育研究を行い、企業や社会にお
けるビジネス上の課題を解決できる能力を持った人材を育成すること
を目的とする。

　３ ３つのポリシー （学則第１条の３）

D ディプロマポリシー(DP)
　社会人力の習得

 建学の精神 

社会事象を的確に捉え、分析し、解決する能力を備
えた心豊かな人材の育成

 教育理念

岡山商科大学 基本方針

建学の精神及び教育理念に基づき、法律、経済及び経営
に関する専門的学術の教授、研究及び社会貢献によっ
て、社会、国家及び人類のために、有為な人材を育成す
ること。

　1 大学の目的 （学則第１条）

　２ 教育研究上の目的 （学則第1条の2）

中正な思想を涵養し、広い視野をもって社会に貢献しうる
人物の養成

学問と真理とに対して謙虚な情熱と不屈のファイトをもつ
人物の養成

産業の現実に関心を持ち、文化的知性をそなえ、創造的
に社会の発展を指向する人物の養成
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① 教員の教育・研究・社会貢献力 ① 社会事象に対する実践力・専門力の涵養

　　教育力の向上の推進 　　 4年一貫ゼミ、学部・分野横断型プログラムの推進

　　研究力向上の推進　　　　　

　　地域貢献活動力向上の推進　　 ② 社会と呼吸する大学としての地域連携・貢献

② 学生支援力 　　 市町村との協定に基づく教育研究の推進

　　各種フィールドスタディの推進 　　 フィールドスタディの実施

　　キャリア教育、各種インターンシップの推進

　　社会人として必要な資格取得支援の推進 ③ 教育研究体制の強化

③ 募集力 　  外部資金(科研費、文科省公募事業、企業等)

　　高大連携アドバイザーの活動推進

　　学生生活の見える化と発信 ④ 国内外の交流の推進

　　教育内容、地域活動の見える化と発信 　　 東南アジアの国々、国内他大学との連携

④ 国際力      本学・他大学の大学院進学者の推進

　　東南アジアの国々との連携　

５ 中長期展開目標 ７ 本学の個性・特色(現状）

４ 中長期計画 ６ 学部学科の教育目標

　各学部・学科は以下の目標に基づいて
　人材育成をする。

法学部法学科
　①学修継続力の向上

　②公務員採用試験合格の継続的輩出

経済学部経済学科
　①コース制を軸とした教育の充実
　②入学者の質の向上と高いレベルの教育の充実

　③社会人力の養成

経営学部経営学科
　①成績評価に基づく教育の充実

　②各コースの特徴を生かした展開

経営学部商学科
　①能力別クラス分けによる
　　　学習支援体制の充実
　②各コース間の科目連携の強化

  多様化社会への大学の質的転換
① 教育の質のさらなる向上の推進

② 学生に寄り添い育てる体制の推進

③ 学内外との連携による教育・研究活動の推進

④ 国際化の推進

⑤ 入学生確保による競争力の強化
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資料 3 

岡山商科大学 カリキュラム・ポリシー(CP) 

 

1．教育課程の基本方針  

岡山商科大学では、「教育理念」に基づき社会事象を的確に捉え、分析し、創造的に問

題を解決することができ、かつ、心豊かさ(文化的知性)を有する人材を育成するために、

DP の 9 評価項目を考慮したカリキュラム、シラバス、評価方法を整備し、学生が学習で

きる体制を整えている。 
なお、評価の指針(アセスメント・ポリシー)については、評価手段(試験、レポート、成

果発表等)毎に、CP の 9 評価項目(〇を付けた項目)について学習目標比率（%）を示すこ

ととする。 

2．教育目標 

岡山商科大学の掲げる「教育目標」は、「学力の 3 要素」に基づき、DP の 9 評価項目を

基準にして、CP の 9 評価項目を構成している。 
(1) 幅広い学習機会の提供(知識・技能) (思考力・判断力・表現力)(主体性・態度) 
(2) 専門学術の振興  

鋭い洞察力と問題解決能力の修得 (知識・技能) (思考力・判断力・表現力) 
(3) 社会的人材の育成 

社会での役割認識と積極的に取組む意識の理解(主体性・態度) 

3．CP で学習すべき「学力の 3 要素」の 9 評価項目 

 CP の 9 評価項目では、DP の 9 評価項目の内容との一貫性を確保するために語尾の「習

得」を「学習」にしている。 
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資料 4 

4．岡山商科大学の教育の特色 

4.1 法学部 法学科 

(1) 特色ある科目構成  

 法学科では、法学や政治学の専門知識を習得し、これらの専門知識を活かして主

体的に社会に貢献することができる人材を育成することを目標としている。そのた

めに、以下の科目と単位数を修得することを必要とする。 

① 一般教育科目 

 特定の知識に偏ることなく、総合的な知識（一般知識）を身につけ、バランス

のとれた思考能力や協調性や倫理性を養うために、一般教育科目群から 25 単位

（うち必修科目 8 単位と選択必修科目 17 単位）以上を修得すること。 
 必修科目は、「教養演習」のほか、社会参加や職業への意識を高め、育成して

いくために「データ分析」「キャリア形成論」を修得すること。（表現力、意欲・

責任感、倫理観）  

② 専門科目 

 法学、政治学に関する専門的な知識や技能を習得するために、設定している専

門科目から 88 単位（うち共通必修科目 14 単位、選択必修科目 12 単位）以上を

修得すること。（専門知識） 

③ 演習科目 

 表現力やコミュニケーション能力の育成とともに、大学生としての基礎的な知

識と基本的な学習能力の習得を目指し、1 年次から必修科目として設置している

演習科目（教養演習、基礎演習、研究演習（3 年）、研究演習（4 年））16 単位を

修得すること。（思考力、判断力）、（意欲・責任感、協調性、持続性、倫理観） 

④ 初年次教育科目 

(a) 教養演習 
 初年次 1 年間を通して、文章を読み理解する力、表現する力、要約する力等

を養い、大学での学習の仕方を修得する。また集団による討論を通じて、プレゼ

ンテーション能力を養い、グループ学習を通じて、コミュニケーション能力、責

任感、協調性を養う。 

(b) 法律学入門 

 はじめて法律学を学習する学生のために、法律を学ぶ際に基礎となる事項を講

義し、学生が、法律についての基礎的な用語を理解し、使いこなせるようにする。

また歴史や経済学などの隣接学問分野との関係を知り、法律専門科目とあわせて、

それらの分野の学修計画を自ら考えていく力を養う。（専門知識、思考力、判断

力） 

⑤ 地域社会、国際社会、産業界等の社会との接続科目 
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(a) 警察と法 

 将来警察官や、消防士を目指す学生のための講義科目であり、警察学校の校

長や、警察署長等を務めた警察官 OB が講師を務め、警察官が日常行っている防

犯活動や犯罪捜査等の実態について、法的根拠を踏まえて説明する。また現職の

警察官や消防官をゲストスピーカーとして招き、警察官や消防士の日常の生活や、

仕事のやりがい等について講義し、警察官や、消防士になろうとする意欲を醸成

する。（専門知識、意欲・責任感） 

⑥ 大学院教育との接続科目 

特になし。 

⑦ 能動的学修の充実科目 
 法学部の複数のゼミで、刑務所見学、裁判所見学等を行い、社会事象に積極的

に参加しようとする意欲と責任感を養う。 

(2) PDCA サイクル 

教員各自の成績評価と学科、科目群での評価の在り方について示す。 

① 教員個人での PDCA 
各科目の評価は、教員各位で実施する。     

② 科目群、学科、学部での PDCA 
科目群、学科、学部で、合格率を含めて評価を実施する。 

(3) DP、CP の 9 評価項目と授業科目の特色を示すカリキュラムマップ 

 科目ごとのシラバスに授業の目的、到達目標（60 点を達成）、授業形態（講義、演

習、実験、実習・実技）、授業方法（受動型、アクティブラーニング、フィールドス

タディ、問題解決型、その他）と学習させたい CP の 9 評価項目の関係を示してい

る。 
 また、特色ある教育内容については、初年次教育科目、接続科目（地域社会、国

際社会、産業界、大学院進学）の項目を設け、該当に○印を付け示している。 

① 科目の教育目標から、この科目で学習させる主たる CP の 9 評価項目に○印を付

け、その重要度を示している。 

② 授業計画から、○印を付けた CP の 9 評価項目の学習目標値を％で表示している。 

評価方法に記載した評価手段（試験、レポート、小テスト、成果発表等）ごとに、

○印付けた CP の 9 評価項目に評価の程度を％で表示している。 
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資料 5 

4．岡山商科大学の教育の特色 

4.3 経営学部 経営学科 

(1) 特色ある科目構成と履修すべき科目 
 経営学科は、経営、会計、情報・メディアの 3 コース制を敷いており、自分の興味

関心に応じてそのコースの専門分野を学ぶことができる。 
 従来の会計コースとは別に 1 年次より会計学の学習を重点的に行い、より高度な会

計の専門的能力の修得を促進するために会計専門コースを設置している。同コースで

は、会計学に関する職業に関心を持たせ、会計専門コースでの学習を卒業後のキャリ

アにつなげることができるように、目的意識を明確にし学習意欲の向上を狙った「会

計学基礎Ⅰ、Ⅱ」を設置している。 
 また、「岡山経営者論Ⅰ、Ⅱ」においては、地域で実際に活躍している経営者を招

聘し講義を、「税理士による租税講座」（中国税理士会による寄付講座）においては、

会計分野の職業専門家により講義を、行ってもらうことで実学教育を行っている。 
 なお、経営学科では、以下の科目と単位数を修得することを必要とする。 
① 一般教育科目 

 「考える力」の基盤となり、経営学について専門的に学んでいくための基本的

な一般知識として必要となる一般教育科目群から 21 単位（うち必修科目 8 単位

と選択必修科目 13 単位）以上を修得すること。必修科目には、「教養演習」、「デ

ータ分析」及び「キャリア形成論」がある。（一般知識） 
② 専門科目 

 経営学に関する専門的な知識や技能を修得するために設定している専門科目

群から 82 単位以上を修得すること。その内訳は、必修科目 16 単位、選択必修科

目 34 単位、これら以外の自由選択科目が 32 単位となっている。（専門知識） 
 基礎的専門知識を習得するため設置されている共通必修科目としては、「経営

学Ⅰ」、「情報処理概論Ⅰ」がある。これら 2 科目の合計が 4 単位、研究演習（2
～4 年）が合計 12 単位、合わせて 16 単位を必修科目として履修し、単位を修得

すること。（専門知識） 

③ 演習科目 
 表現力やコミュニケーション能力の育成とともに、大学生として求められる基

礎的な知識と学習能力の習得を目指し、1 年次から必修科目として「演習」を設

置している。1 年生は「教養演習」で、思考力・判断力・表現力，意欲・責任感，

協調性，持続性，倫理観を身に着ける。2 年生からの研究演習では、専門を学び

4 年生に卒業論文を作成する。（思考力・判断力・表現力）（意欲・態度，協調性，

持続性，倫理観） 
④ 初年次教育科目 

 大学における本格的な専門科目の学修にスムーズに入れるようにするため、レ

ポートの書き方や資料の収集方法など大学で学ぶスキルを身に付ける「教養演

習」に加えて、専門科目についても初年次から履修できる科目を設定している。
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具体的には、「経営学Ⅰ」、「情報処理概論Ⅰ」などの共通必修科目、そして、「経

営学Ⅱ」、「情報処理概論Ⅱ」、「簿記論Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ」、「会計学」「会

計学基礎Ⅰ、Ⅱ」、「工業簿記Ⅰ、Ⅱ」、「原価計算論」、「マーケティング論Ⅰ、Ⅱ」

などの選択必修科目がある。 

⑤  地域社会，国際社会，産業界等の社会との接続科目 

 社会、産業界と連携を深める科目としては、（一社）岡山経済同友会の協力を

得て、岡山県内の企業経営者自らが教鞭を執る「岡山経営者論Ⅰ、Ⅱ」を展開し

ている。また、中国税理士会による寄付講座として「税理士による租税講座」を

開講することで、会計学分野の専門職業に関する実務的知識の学習機会を提供し

ている。 

 会計専門コースでは、会計学の知識を活用できる公務員である国税専門官に関

する理解を深めるために税務署見学や講演会を実施している。さらに、旧・商学

部・経営学部出身の税理士を組織化した「商税会」の協力を得て、会計学教育を

拡充している。  

⑥  大学院教育との接続科目 

特別な科目は用意していない。 

⑦  能動的学修の充実科目 

 「岡山経営者論Ⅰ、Ⅱ」等では、アクティブラーニング方式の講義を展開して

いる。 

 また、会計専門コースでは、就職支援の一環として、税理士事務所インターン

シップに 1年生から参加できるようにしている。 

(2) PDCA サイクル 

教員各自の成績評価と学科、科目群での評価の在り方について示す。 

① 教員個人での PDCA 
各科目の評価は、教員各位で実施する。     

② 科目群、学科、学部での PDCA 
科目群、学科、学部で、合格率を含めて評価を実施する。 

(3) DP、CP の 9 評価項目と授業科目の特色を示すカリキュラムマップ 

 科目ごとのシラバスに授業の目的、到達目標(60 点を達成)、授業形態（講義、演

習、実験、実習・実技）、授業方法（受動型、アクティブラーニング、フィールドス

タディ、問題解決型、その他)と学習させたい CP の 9 評価項目の関係を示している。 
 また、特色ある教育内容については、初年次教育科目、接続科目（地域社会、国

際社会、産業界、大学院進学）の項目を設け、該当に○印を付け示している。 
 
① 科目の教育目標から、この科目で学習させる主たる CP の 9 評価項目に○印を付

け、その重要度を示している。 
② 授業計画から、○印を付けた CP の 9 評価項目の学習目標値を％で表示している。 
③ 評価方法に記載した評価手段(試験、レポート、小テスト、成果発表等)毎に、○

印付けた CP の 9 評価項目に評価の程度を％で表示している。 
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資料 6 

岡山商科大学シラバス様式（１、２） 

 
シラバス 1 

 
【授業の目的】 

 

 

【到達目標】 

 
 

【授業計画】 

第１回  
 
第２回 
 
第３回 
 
第４回 
 
第５回 
 
第６回 
 
第７回 
 
第８回 
 
第９回 
 
第 10 回 
 
第１１回 
 
第１２回  
 
第１３回  
 
第１４回  
 
第１５回 
 
 

科 目 名 

  単位 

2014 年度以後入学生 

 
法 1 年以上 経済 1 年以上 経営 1 年以上 商 1 年以上 

2013 年度以前入学生 

教員氏名 
前期 1 コマ 

法 1 年以上 経済 1 年以上 経営 1 年以上 商 1 年以上 

 備考   

実務経験 

内 容  

授業との関連  
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【予習・復習】 

 

 

【授業関連科目】 

 

 

【成績評価方法・注意】 

 

 

【教科書】 

 
 

【参考書】 

 
 

 
シラバス 2 

【授業形態】 
講義 演習 実習・実技 実験 

       

【授業方法】 
受動型 

アクティブラーニング 
その他 

課題解決型 
ディスカッション 

ディベート 
グループワーク 

ペアワーク 
プレゼン 

テーション 
フィールド 
スタディ 

その他 

               

【受講生の PC 等使用】 
PC・タブレット(教室に備付) PC・タブレット(学生自身が準備) スマートフォン その他 

        

【初年次教育】   【接続科目】 
地域社会 国際社会 産業界 大学院進学 

       

【評価(方法)手段】 

評価(方法)手段 

学部・学科カリキュラム・ポリシー(CP) 

知能・技能 思考・判断・表現力 主体性・態度 

CP1 CP2 CP3 CP4 CP5 CP6 CP7 CP8 CP9 

専門知
識 

一般知
識 

思考力 判断力 会話・
文章力 

意欲・
責任感 

協調
性 

持続
性 

倫理
観 

評価(方法)手段          

学習目標(比率) % % % % % % % % % 

評価手段 
(比率) 

試験 % % % % % % % % % % 

小テスト % % % % % % % % % % 

レポート % % % % % % % % % % 

受講態度 % % % % % % % % % % 

その他 % % % % % % % % % % 

【対応するディプロマ・ポリシー
(DP)】 

知能・技能 思考・判断・表現力 主体性・態度 

DP1 DP2 DP3 DP4 DP5 DP6 DP7 DP8 DP9 

専門知
識 

一般知
識 

思考力 判断力 
会話・
文章力 

意欲・
責任感 

協調
性 

持続
性 

倫理
観 
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資料7

評価
項目

見える化　成績、シラバス2による学習目標達成度ダイアグラム

評価
項目

CP1 専門知識

（
実
践
型
）

CP6 意欲・責任感

CP1 一般知識 CP7 協調性

DP9 倫理観

DP1 専門知識

DP5 会話・文飾力

AP1 一般知識

カリキュラムポリシー（CP)の9評価項目

シラバス2：講義形態、授業方法。接続科目

　　　　　評価方法とCPの9評価項目への学習目標（％）

(受動型） CP8 持続性

(能動型） CP9 倫理観

アドミッションポリシー(AP)の9評価項目

AP1 専門知識 AP6 意欲・責任感

DP8 持続性

岡山商科大学　社会力習得のための
3つのポリシーと3段階教育システム
の具体的プロセスと見える化　

DP1 一般知識 DP4 判断力 DP7 協調性

理解力

社  会  力  の  習  得

ディプロマポリシー（DP)の9評価項目

PD3 思考力

見える化　成績、シラバス2によるDP年度毎、卒業時達成度ダイアグラム

DP6 意欲・責任感

問題解決力 現場力

(面接、口頭試問、内申書）

(内申書、入学試験）

（3つのポリシーと3段階教育システムによる社会力習得）

AP8 持続性

AP9 倫理観

CD3 思考力

CP4 判断力

AP3 思考力

AP4 判断力

口頭試問評価表：9評価項目内から学部で選択した項目での採点

評価
項目

AP7 協調性

AP5 会話・文飾力

CP5 会話・文飾力
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資料 8 

岡山商科大学学生指導要綱 

 
 近年、文部科学省および社会から教育の質の向上が大学に求められており、これに対応す

るため以下の学生指導を行うことを定める。 
 
Ⅰ 出 欠 管 理 
 １ 全ての科目で、出欠管理ができる体制を整備し、その徹底を図る。特に学期初めの４

月、５月は、入学、進級後の不安から欠席しがちな学生に、早く大学の雰囲気に慣れて

もらうための取組みを進める。保護者へ、学生との連絡にご協力を依頼する。 
 
Ⅱ 成績管理 
   科目ごとに「学力の３要素」に基づいて教育目標(％表示)を示し、評点と GPA で成

績を管理し、学生の学修状況を把握して、担当教員が学生指導を行う。奨学生には、特

に成績について注意を促す。 
   本学の「学力の３要素」の９評価項目 ： 第１要素(CP1;専門知識、CP2；一般知

識)、第２要素(CP3;思考力、CP4 判断力、CP5;会話文章力)、第３要素(CP6;責任・意

欲、CP7;協調性、CP8；持続性、CP9;倫理観) 
 
Ⅲ 講義案内システムの利用促進 
 １ 講義案内システム（LMS）を利用した教員と学生の双方向コミュニケーションの充実 

を図る。 
 (1) 出席状況、成績状況 

(2) 学生への一斉送信（講義資料、お知らせ等） 
(3) 学生からのレポート、質問等の受信 
 

Ⅳ 学生カルテの利用促進 
 １ 1 年次の教養演習、2 年次の基礎演習(法学部、経済学部)、研究演習 2 年(経営学部)、

3 年次の研究演習 3 年、4 年次の研究演習 4 年担当教員は、次に定める事項を行い、そ

の内容を講義案内システム内の「学生カルテ」に入力するとともに、まず学科長、教学

委員へ報告、必要に応じて教務部長(教務課)、学生部長(学生課)へ報告する。 
 (1) 新年度開始時(4 月)に演習の時間を利用して指導学生に「学生カルテ」を入力させ

る。 
 (2) 前期開始直後、後期開始直後の各 1 回オフィスアワー等を利用して指導学生と個別面

談を行う。（早期発見・早期対応） 
 (3) 面談ごとに「学生カルテ」の記載項目に従ってその内容を入力する。 
 (4) 演習履修者の欠席が 2 週連続した場合、欠席頻度が高い場合及びその他問題が認めら

れる場合は、本人若しくは保護者あて連絡の後、その内容について入力するとともに、

学科長、教学委員及び教務部長(教務課)、学生部長(学生課)へ報告する。 
 ２ その他の科目：演習科目（ゼミ）以外の科目においても、出席などその他の問題点等

が感じられる場合、「学生カルテ」に入力するとともに、必要に応じて学科長、教学委

員に報告する。  
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 ３ 入力された「学生カルテ」は次年度の担当教員や、核学科における学生指導にも使用

するため、必ず入力すること。 
 
Ⅴ 学生への連絡及び相談 
 (1) 専任教員のメールアドレスは公表する。 

(2) 学生の相談内容によっては時間を置かず必要に応じて関係部署へ連絡する。 
 
Ⅵ 教育研究倫理教育の実施 
 １ 教育活動における倫理教育は、岡山商科大学学則第 43 条第 4 項「岡山商科大学学生

戒に関する取り扱い」に基づき、1 年次の教養演習等において実施する。 
 ２ 研究活動における倫理教育は、ガイドライン(平成 26 年 8 月 26 日・文部科学大臣決

定)に基づく学内ルールにより、1 年次の教養演習、3 年次の研究演習 3 年において研究

倫理教育（学部）を実施する。必要に応じ、2 年次の基礎演習(法学部、経済学部)、研

究演習 2 年(経営学部)、４年次の研究演習 4 年において実施する。 
 
Ⅶ その他 
 (改廃) 
 １ この要綱の改廃は、岡山商科大学自己点検・評価委員会の議を経て、学長が決定す

る。 
 
 附則 
  この要綱は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 
 附則 
  この要綱は、2014 年 4 月 1 日から施行する。 
附則 

  この要綱は、2015 年 4 月 1 日から施行する。 
附則 

  この要綱は、2016 年 4 月 1 日から施行する。 
附則 

  この要綱は、2017 年 4 月 1 日から施行する。 
附則 

  この要綱は、2018 年 4 月 1 日から施行する。 
附則 

  この要綱は、2019 年 4 月 1 日から施行する。 
附則 

  この要綱は、2020 年 4 月 1 日から施行する。 
附則 

  この要綱は、2021 年 4 月 1 日から施行する。 
附則 

  この要綱は、2022 年 4 月 1 日から施行する。 
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資料 9 
進級判定等における GAP の活用について 

 

本学では、学業成績をはかる基準として、「優」・「良」・「可」・「不可」の成績評価に加え、GPA 制

度を利用しています。GPA 制度は科目ごとの成績に単位数を加味した加重平均で全体の成績を

表そうとするもので、成績評価をより明確にし、個々の学生の学習指導に役立てることを目的にし

ています。 

 

１．進級判定(進級基準) 

２年次修了時の修得単位数が 52 単位以上であれば、これまでは進級できましたが、今後は、

各期の GPA についても参考にします。 

具体的には、各期の GPA の最大値が 1.0 未満の学生、及び、各期 GPA の最大値が 1.0 以上

であっても、各期 GPA の最小値が 0.5 未満である学生については、進級基準の【2 年次から 3 年

次に進級する時点での修得単位数が累計 52 単位以上(教養演習を含む)】を満たしている場合に

おいても、履修の内容や将来の目標等に関して、指導教員が面談等の指導を行います。 

その上で、所属学部の教授会において審議し、進級判定します。 

 

２．退学防止 

近年１，２年次の退学率が極めて高くなっており、特に GPA が１．５未満の学生の退学率が高

いことが明らかになってきました。「各期 GPA」の推移を見ることで、学修状況の現状把握をするこ

とができます。 

下記の「GPA 制度による学修状況把握」の目安を参考に、履修計画を立てて頑張ってください。 

 

「GPA 制度による学修状況把握」の目安 

成績表には、各期の履修科目を基にした「当該期 GPA 値」と、入学時から現在までに履修した

すべての科目(累計成績)を基にした「累計 GPA」が記載されています。 

大学生活全般の履歴は「累計 GPA」が、現在の学修状況を確認するには「当該期GPA」が参考

になります。 

 

GPA の値 評点の平均値 学習・生活面の状態 

4.0～3.0 
80 点～100 点を平

均的に修得  
非常に優秀で問題はない。 

2.9～2.0 
70 点～79 点を平均

的に修得  

問題はないが、前の期より下がってきている場合には注意

が必要。 

1.9～1.0 
60 点～69 点を平均

的に修得  

ぎりぎり合格しているレベル。 

学修姿勢により、不合格が増える可能性がある。 

①各期 GPA で 0.5 以下がある場合、進級できない可能性

があるので「努力が必要」 

②各期 GPA で 0.25 以下がある場合、進級できない可能性

があるので「相当努力が必要」 

③各期 GPA で 0.5 以下が 2 回以上ある場合、ほとんど進

級できないので「覚悟を決めてほしい」 

0.9～ 
不合格の割合が多

い 
ほとんど進級できないので、「覚悟する必要がある」 
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資料 10 
成 績 評 価 に つ い て 

 

 

（１） 成績評価(成績表の表示)について 
 

①  成績評価は、当該学期末に行われます。 

    ただし、履修授業科目ごとに全授業回数の 3 分の 2 以上出席しなければ評価されません。なお、欠

席(公欠を含む)した場合は、当該授業における教授内容を免除するものではありませんので、担当教員

の指示に従って課題等の提出を行わなければなりません。 

②  科目の成績は、100 点をもって満点とし、60 点以上を合格とします。 

③  合格した人には、所定の単位が与えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ 特別単位認定科目は、合格の場合、評価は認定となります。 

※ 成績証明書には、合格した科目が「優・良・可・認定」で記載されます。(不合格科目は記載れませ

ん。) 

 

 

 

（２） 成績通知書の発送について 
 
①  成績通知書の発送は、各学期末(前期：８月下旬、後期：３月中旬)に、保護者と学生本人の連名で、保

護者宅へ親展文書で郵送されます。 

  ただし、後期卒業要件充足者には卒業式の案内が郵送され、成績通知書は郵送されません。  

②  成績通知書は、卒業まで必ず保存してください。再発行はできません。 

③  なお、成績(合否のみ)は、講義案内システムで確認が可能です。(学内の PC に限ります。) 

 

 

 

（３） 成績表および修得単位整理表について（下記は、経営学部の例） 

 

成績表                                 修得単位整理表 

点  数 評 価 GP 合否 

100 点～90 点 優 ４ 合格 

89 点～80 点 ３ 

79 点～70 点 良 ２ 

69 点～60 点 可 １ 

59 点以下 不可 ０ 不合格 

評価不能（-） 不認定 ０ 

 
 

群・科目 
 

 
 

担当者 
 

 
 

単位 

 
 

評点 

 
 

評価 

 
 

期 

 
 

 
 

種   別 
 

 
必要 

 
単位 

 

 
修得 

 
単位 

 
不足 

 
単位 

【専門科目】      【専門科目】    

(共通必修科目【X 群】)      共通必修科目 22 4 18 

 経営学Ⅰ NNNNN 2 75 良 前 選択必須科目 22 4 18 

(選択必須科目【B 群】)       自由選択科目 38 2 36 

NNNNNNNNN NNNNN 2 80 優 前 【一般教育科目】    

【一般教育科目】       教養演習 4 0 4 

 教養演習 NNNNN 4  履修 通 1. 専門接続科目群 2 2 0 
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■成績表■ 

 ① 成績表には、当該学期に履修している全ての科目が、授業科目配当表の分類(群)に従って掲載されま

す。(履修中止の申請をした科目は除く。) 

 ② その「群」により、科目部門別に修得単位が分類されます。(→修得単位整理表) 

 ③ 成績について、不明な点がある倍は、早めに教務課に申し出てください。(卒業予定者は、直ちに申し出

てください。) 

 

■修得単位整理表■ 

 ① 現在までの修得単位を科目部門別に累積表示しています。 

 ② それぞれの科目部門の必要単位数を修得しなければ、卒業できません。 

 ③ 次学期は、この表を参考にして、不足単位分を修得していけるよう履修を組んでください。 

１. 専門接続科目群       2. 一般知識科目群 2 2 0 

 NNNNNNNNN NNNNN 2  ― 前 3. 社会力養成科目群    

3.1 全学共通知識科目群      3.1 全学共通知識科目群 6 4 2 

  キャリア形成論 NNNNN 2 65 可 前  3.2 コミュニケーション科目群 4 2 2 

3.3 心と体の健康科目群      3.3 心と体の健康科目群 3 1 2 

  UNIVASⅠ NNNNN 1 93 優 前  【その他一般教育・専門教育】 21 0  

当該期修得単位数 21  <余剰単位数>  0  

当該期 GPA 値(注) 3.08 合  計 124 21 103 

※評価「認定」：所定の条件のもと、履修せず単位の修得を認められ

た科目です。 

※評価「－」：出席をしていない等の理由により評価不能(不認定)科

目です。 

※評価「履修」：前期成績表発送時に成績評価の出ていない科目で

す。(一部の集中講義及び後期に評価の出る通年科目がそれに該

当します。) 

 累計 GPA 値(注) 3.08 

※修得単位整理表は履修細則に従って分類されます。 
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 学生の確保の見通し等を記載した書類 
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（１） 学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

① 学生の確保の見通し 

   ア 定員充足の見込み 

    (ァ) 定員設定の考え方  

入学定員の増加については、法学、経済学及び経営に関する専門的な教育、

研究に対する社会からの要請、また学生募集における志願状況や就職実績を

総合的に分析して決定したところである。 

 

本学は、「建学の精神」、「使命・目的」を大学全体で達成するために「法

律、経済及び経営に関する専門的学術の教授、研究及び社会貢献によって、

社会、国家及び人類のために、有為な人材を育成する」と示している。また、

「教育理念」は、社会科学系大学としてあるべき姿として「社会事象を的確

に捉え、分析し、解決する能力を備えた心豊かな人材の育成」とし、具体的

な取り組みの目標として、「多様化社会への大学の質的転換①教育の質のさ

らなる向上の推進②学生に寄り添い育てる体制の推進③学内外との連携に

よる教育・研究活動の推進④国際化の推進⑤入学生確保による競争力の強化」

などを基本方針として定めている。 

この目標を実現するため、学力 3要素を具体的に 9評価項目で示し、3つ

のポリシーに組み込み、教育の質の向上を図っている。これにより、入試か

ら卒業までの学生教育を一貫して実施、評価できる「全学マネジメントシス

テムと質保証システム」の構築している。 

 

これらの教育内容の特色が、受験生や保護者からの期待、社会からの評

価に応えることになり、平均入学定員超過率（H30～R4 の 5 年間）は、法学

部法学科が 1.15 倍、経営学部経営学科が 1.14 倍であり、確実に入学者を

確保するとともに、就職状況についても、就職率（H30～R3 の 4 年間）は法

学部法学科が 96.5％～98.6％、また、経営学部経営学科が 98.7％～100.0％

といずれの学部学科も高い実績を維持している。 

 

このため、法学部法学科の入学定員を現在の 85人から 100 人に、経営学

部経営学科の入学定員を現在の 150 人から 170 人に増員する。 

 

    (ィ) 定員充足 

志願者については、法学部法学科の志願者は、平成 30 年度の 160 人が令

和 4年度は 236 人に増加し、1.48 倍になっている。また、経営学部経営学科

の志願者は、平成 30年度の 240 人が令和 4年度は 287 人に増加し 1.20 倍に

なっている。 

また、入学者については、法学部法学科の平均入学定員超過率は 1.15 倍

（H30～R4 の 5 年間）、経営学部経営学科の平均入学定員超過率は 1.14 倍

（H30～R4 の 5年間）である。 

このように志願者数は増加傾向にあり、入学者数については安定的に推移

している。 

 



－ 学生確保（本文）－ 3 － 

       したがって、今回申請している法学部法学科 15 人及び経営学部経営学科

20 人の入学定員の増員は確保できるものと見込んでいる。 

各学部の志願者数や入学状況及び求人募集や就職状況等は後述する。 

 

   イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

   (ァ)  全国の志願動向等 

      全国の志願動向は、日本私立学校振興・共済事業団が作成した「私立大学・

短期大学等入学志願動向」で確認を行った。（資料 1） 

全国的な動向をみると、全国の私立大学・短期大学の志願者は、平成 29

（2017）年度 3,882,573 人、平成 30（2018）年度 4,158,495 人、令和元（2019）

年度 4,425,625 人、令和 2（2020）年度 4,368,215 人、令和 3（2021）年度

3,834,862 人であり、また、志願倍率は平成 29（2017）年度 8.1 倍、平成 30

（2018）年度 8.6 倍、令和元（2019）年度 9.1 倍、令和 2（2020）年度 8.9

倍、令和 3（2021）年度 7.7 倍となっている。 

 

また、本学と同系統の学部である法学部、経営学部の志願動向は、「私立

大学・短期大学等入学志願動向」の学部系統別の動向をみると、 

まず、法学部の志願者は、平成 29（2017）年度 270,949 人、平成 30（2018）

年度 285,472 人、令和元（2019）年度 303,828 人、令和 2（2020）年度 276,032

人、令和 3（2021）年度 243,558 人であり、また、志願倍率は、平成 29（2017）

年度 8.8 倍、平成 30（2018）年度 9.2 倍、令和元（2019）年度 9.8 倍、令和

2（2020）年度 9.0 倍、令和 3（2021）年度 7.9 倍となっている。 

 

そして、経営学部の志願者は、平成 29（2017）年度 239,665 人、平成 30

（2018）年度 268,888 人、令和元（2019）年度 296,026 人、令和 2（2020）

年度 292,165 人、令和 3（2021）年度 252,916 人であり、また、志願倍率

は、平成 29（2017）年度 9.3 倍、平成 30（2018）年度 10.6 倍、令和元（2019）

年度 11.0 倍、令和 2（2020）年度 10.5 倍、令和 3（2021）年度 9.0 倍とな

っている。 

 

このように、私立大学への進学需要は堅調であり、法学系、経営学系の

進学需要も安定している。 

 

    

   (ィ)  岡山県及び近隣県の在籍者数 

      本学の学生の出身は、最近 5年間の入学者の状況をみる、主に岡山県であ

り、約 61.0％を占めている。次に香川県 9.1％、広島県 6.0％、愛媛県 4.5％、

島根県 3.9％、高知県 3.2％、鳥取県 2.2％、徳島県 1.1％、その他の府県と

なっている。（資料 2） 

 

      入学定員増加の初年度となる令和 5（2023）年度に受験する高校生数は、

岡山県に 16,089 人、香川県に 8,147 人、広島県に 21,994 人、愛媛県 10,328

人となっており、2 年目の令和 6（2024）年度に受験する高校生数は、岡山
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県に 15,809 人、香川県に 7,963 人、広島県に 22,076 人、愛媛県 10,086 人

となっている。3 年目の令和 7（2025）年度に受験が見込める中学生数は、

岡山県に 16,988 人、香川県に 8,536 人、広島県に 25,016 人、愛媛県 11,178

人となっている。4年目の令和 8（2026）年度に受験が見込める中学生数は、

岡山県に 17,098 人、香川県に 8,545 人、広島県に 25,229 人、愛媛県に 11,228

人となっている。（資料 3） 

 

      このように、本学に進学が見込める大学受験対象者数は、安定して推移す

るものと考える。 

 

 

   (ゥ)  外国人留学生の在籍状況 

本学の留学生の出身国については、最近の 5年間の入学生を見ると、主

に中国の出身者であり 79.1%を占めている。次に韓国で 11.6％であり、そ

の他ベトナム等となっている。（資料 4） 

 

直近の日本における留学生受入れ状況を日本学生支援機構「外国人留学

生在籍状況調査」により確認を行った。（資料 5） 

「外国人留学生在籍状況調査」によれば、外国人留学生数は、2017 年度

(平成 29年度)が 267,042 人、2018 年度(平成 30年度)が 298,980 人、2019

年度（令和元年度）312,214 人、2020 年度（令和 2年度）279,597 人で、

2021 年度（令和 3年度）242,444 人であり、ピーク時から 77.7％に減少し

ているが、5年間平均で約 28 万人の留学生が在籍している。 

 

出身国別では中国が、2017 年度(平成 29年度)が 107,260 人、2018 年度

(平成 30年度)が 114,950 人、2019 年度（令和元年度）124,436 人、2020

年度（令和 2年度）121,845 人、2021 年度（令和 3年度）114,255 人であ

り、ピーク時の 91.8％の減少に留まっている。韓国は、2017 年度(平成

29 年度)が 15,740 人、2018 年度(平成 30 年度)が 17,012 人、2019 年度

（令和元年度）18,338 人、2020 年度（令和 2年度）15,785 人、2021 年度

（令和 3年度）14,247 人であり、ピーク時の 77.7％に減少している。 

 

外国人留学生生のうち、高等教育機関在籍者数は、2017 年度(平成 29

年度)が 188,384 人、2018 年度(平成 30年度)が 208,901 人、2019 年度

（令和元年度）228,403 人、2020 年度（令和 2年度）218,783 人で、2021

年度（令和 3年度）201,877 人で、約 21万人前後が在籍している。 

 

高等教育機関在籍者のうち、専攻分野が「社会科学」の人数は、2017

年度(平成 29 年度)が 67,664 人、2018 年度(平成 30 年度)が 74,037 人、

2019 年度（令和元年度）84,714 人、2020 年度（令和 2年度）81,975 人

で、2021 年度（令和 3年度）76,301 人で、約 8万人前後の留学生が在籍

している。 

 

        高等教育機関在籍者のうち、岡山県で学んでいる者の人数は、2017 年

度(平成 29 年度)が 2,598 人、2018 年度(平成 30年度)が 2,838 人、2019
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年度（令和元年度）3,219 人、2020 年度（令和 2年度）3,128 人で、

2021 年度（令和 3年度）3,140 人で、約 3千人の留学生が在籍してい

る。 

 

新型コロナウイルス感染症による影響等により、留学生が減少してい

るが、本学の留学生の大宗を占める中国と韓国からの留学生は、合計で

約 13 万人前後で推移していること。また、高等教育機関在籍者のうち、

専攻分野が社会科学の留学生は約 8万人で推移していること、岡山県で

学んでいる留学生は、直近 3年間は 3千人以上で推移していることなど

から、留学生の入学希望者は大きく減少することなく安定的に推移する

ものと考える。 

 

 

   (ェ)  岡山商科大学の志願等の状況 

法学部法学科の5年間の入学定員（平成30年度から令和2年度は75人、

令和 3年度から令和 4年度は 85 人に増員）に対する志願者等の状況は次の

とおりである。（資料 6上段） 

 

a 平成 30年度は志願者数 160 人(うち留学生 1人)、志願倍率 2.13 倍、受

験者数 158 人(うち留学生 1人)、合格者数 153 人(うち留学生 1人)、辞

退者 60 人(うち留学生 1人)、入学者数 93人(うち留学生 0人)、歩留率

61％、入学定員超過率 1.24 倍であり、 

b 令和元年度は志願者数 261 人(うち留学生 0人)、志願倍率 3.48 倍、受

験者数 251 人、合格者数 117 人、辞退者 26 人、入学者数 91人、歩留率

78％、入学定員超過率 1.21 倍であり、 

c 令和 2年度は志願者数 261 人(うち留学生 1人)、志願倍率 3.48 倍、受

験者数 255 人(うち留学生 1人)、合格者数 134 人(うち留学生 0人)、辞

退者 43 人、入学者数 91 人(うち留学生 0 人)、歩留率 68％、入学定員

超過率 1.21 倍であり、 

d 令和 3年度は志願者数 210 人(うち留学生 0人)、志願倍率 2.47 倍、受

験者数 207 人、合格者数 155 人、辞退者 64 人、入学者数 91人、歩留率

59％、入学定員超過率 1.07 倍であり、 

e 令和 4年度は志願者数 236 人(うち留学生 0人)、志願倍率 2.78 倍、受

験者数 233 人、合格者数 124 人、辞退者 34 人、入学者数 90人、歩留率

73％、入学定員超過率 1.05 倍である。 

 

このように、法学部法学科の志願状況は、 

○ア 5 年間の入学定員超過率は、1.24 倍（H30）、1.21 倍（R1）、1.21 倍

（R2）、1.07 倍（R3）、1.05 倍（R4）で、平均入学定員超過率は 1.15 倍

になり、毎年度、入学定員を確保している。 

○イ 5 年間の志願者は、160 人（H30）、261 人（R1）、261 人（R2）、210 人

（R3）、236 人（R4）であり、5 年間の平均志願者数は 225.6 人、平均

志願倍率は2.87倍になり、平成30年度と令和4年度を比較すると1.48
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倍に伸びている。留学生は平成 30 年度と令和 2年度に各 1 人の志願者

がいたのみ、入学者はいなかった。 

○ウ 令和 3年度から入学定員を 75 人から 85 人に増員したが、91 人（R3）、

90 人（R4）と入学定員を確保している。 

○エ  入学定員を確保している 5 年間の合格者数、志願者数を基に、今回申

請の入学定員 100 人を確保するために必要な合格者数をシミュレーシ

ョンすると、147 人（5年間の平均歩留率 68％）の合格者が必要になる

が、5 年間の平均志願者数が 225.6 人であることから、147 人の合格者

の確保は可能であり、入学定員の充足は見込める。 

 

上記のように、○ア 5 年間各年度とも入学定員を確保しており、平均入学定

員超過率が 1.15 倍であること、○イ 5 年間の志願状況は、安定的な志願倍率

を維持していること、○ウ前回、定員増加した後も入学定員を確保しているこ

と、○エシミュレーションの結果、入学者確保に必要な合格者数が見込めるこ

と、さらに、「②学生確保に向けた具体的な取組状況」に記載している学生

募集活動を強化することにより、今回、増員申請している入学者の確保は可

能である。 

 

 

そして、経営学部経営学科の 5 年間の入学定員（平成 30 年度から令和 2

年度は 140 人、令和 3 年度から令和 4 年度は 150 人に増員）に対する志願

者等の状況は次のとおりである。（資料 6の下段） 

 

a 平成 30年度は志願者数 240 人(うち留学生 11人)、志願倍率 1.71 倍、

受験者数238人(うち留学生11人)、合格者数225人(うち留学生10人)、

辞退者 66 人(うち留学生 1 人)、入学者数 159 人(うち留学生 9 人)、歩

留率 71％、入学定員超過率 1.13 倍であり、 

b 令和元年度は志願者数 386 人(うち留学生 22人)、志願倍率 2.76 倍、受

験者数 378 人(うち留学生 22 人)、合格者数 225 人(うち留学生 19 人)、

辞退者 62人(うち留学生 7人)、入学者数 163 人(うち留学生 12 人)、歩

留率 72％、入学定員超過率 1.16 倍であり、 

c 令和 2年度は志願者数 351 人(うち留学生 38人)、志願倍率 2.51 倍、受

験者数 342 人(うち留学生 38 人)、合格者数 231 人(うち留学生 14 人)、

辞退者 55人(うち留学生 1人)、入学者数 176 人(うち留学生 13 人)、歩

留率 76％、入学定員超過率 1.25 倍であり、 

d 令和 3年度は志願者数 328 人(うち留学生 6人)、志願倍率 2.19 倍、受

験者数 317 人(うち留学生 6人)、合格者数 271 人(うち留学生 4人)、辞

退者 100 人(うち留学生 0人)、入学者数 171 人(うち留学生 4人)、歩留

率 63％、入学定員超過率 1.14 倍であり、 

e 令和 4年度は志願者数 287 人(うち留学生 8人)、志願倍率 1.91 倍、受

験者数 279 人(うち留学生 7人)、合格者数 214 人(うち留学生 5人)、辞

退者 58 人(うち留学生 0 人)、入学者数 156 人(うち留学生 5 人)、歩留

率 73％、入学定員超過率 1.04 倍である。 
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このように、経営学部経営学科の志願状況は、 

○ア 5 年間の入学定員超過率は、1.13 倍（H30）、1.16 倍（R1）、1.25 倍

（R2）、1.14 倍（R3）、1.04 倍（R4）で、平均入学定員超過率は 1.14

倍になり、毎年度、入学定員を確保している。 

○イ 5 年間の志願者は、240 人（H30）、386 人（R1）、351 人（R2）、328

人（R3）、287 人（R4）で、5年間の平均志願者数は 318.4 人、平均志

願倍率は 2.22 倍になり、平成 30年度と令和 4年度を比較すると 1.20

倍に伸びている。留学生を除いた志願者の動向は、5 年間の平均志願

者数は 301.4 人、平成 30 年度と令和 4年度を比較すると 1.22 倍であ

り、留学生については年度により変動があるが、5 年間平均で入学定

員の 6.0%（8.6 人）の入学者を確保している。 

○ウ 令和 3 年度から入学定員を 140 人から 150 人に増員したが、171 人

（R3）、156 人（R4）と入学定員を確保している。 

○エ  入学定員を確保している 5年間の合格者数、志願者数を基に、今回申

請の入学定員 170 人を確保するために必要な合格者数をシミュレーシ

ョンすると、239 人（5 年間の平均歩留率 71％）の合格者が必要にな

るが、5年間の平均志願者数が 318.4 人であることから、239 人の合格

者の確保は可能であり、入学定員の充足は見込める。 

 

上記のように、○ア 5 年間各年度とも入学定員を確保しており、平均入学定

員超過率が 1.14 倍であること、○イ 5 年間の志願状況は、安定的な志願倍率

を維持していること、○ウ前回、定員増加した後も入学定員を確保している

こと、○エシミュレーションの結果、入学者確保に必要な合格者数が見込め

ること、さらに、「②学生確保に向けた具体的な取組状況」に記載してい

る学生募集活動を強化することにより、今回、増員申請している入学者の

確保は可能である。 

 

 

    このように、（ァ）全国の法学、経営学系の志願動向、（ィ）本学への進学対象

の在籍者数、（ゥ）外国人留学生の在籍状況、（ェ）本学の過去 5年間の志願等の

状況などを総合的に検討した結果、増員後の入学者の確保は充分可能であると考

えている。 

 

 

 

② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

本学の「建学の精神」及び「教育理念」に基づき、各学部が求める学生像を詳

細に定め、入学者の受け入れ方針としている。（資料 7） 

こうした内容は、「アドミッションポリシー」として学生募集要項に明記して

いる。また、一学科である法学部は学部単位で、経営学部は学科ごとに求める学

生像を示している。 

学生確保に向けた取組状況は、大学案内やリーダーシップ DM 等の印刷物の配

付のほか、ホームページや LINE による情報の提供を行っている。 

また、高等学校等において教員経験のある教職員 13 名が、高大連携アドバイ

ザーとして、中四国を中心とした高校訪問や学生募集を実施しており、併せて、
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合同説明会（進学説明会）や校内ガイダンスにも積極的に参加することで、高

等学校との信頼関係を構築し、本学のアドミッション・ポリシーに沿った入学

者の受入に努めている。 

 

学生確保の主な取り組みは次のとおりである 

ア オープンキャンパス（資料 8） 

本学を 2019 年度までは、毎年 6月・7月・8月・9月の実施としているが、

2020 年度からはコロナ禍ということもあり、来学型では人数制限を設けて

いる。 

また、来学型と併せて、Web 型も実施することにより、遠隔地からの参加

も可能となったことにより、これまでオープンキャンパスへの参加や出願の

なかった高校からも参加があり、新規開拓の一助となっている。 

なお、入学後のミスマッチを防ぐ観点からも、オープンキャンパスでは、

入学後の本学での学びに対する理解を深めてもらうために学部・学科説明に

重点をおき、アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れを多様な面か

ら行えるようにしている。 

加えて、2021 年度より、Web 型についてはライブ配信することで、より臨

場感をもって参加してもらうことができている。アンケートの集計結果では

下記のとおり、オープンキャンパスの内容に関して、「非常に満足」と「満

足」を合わせると 95％に達している。 

 

 

オープンキャンパス参加者数 

年度 参加者数 備 考 

2018 975 来学型 

2019 1148 来学型 

2020 700 来学型・Web 型（オンデマンド） 

2021 590 来学型・Web 型（ライブ） 

2021 年度 オープンキャンパス参加者へのアンケート結果 

非常に満足 満足 普通 やや不満 不満 

63％ 32％ 5％ 0％ 0％ 

2021 年度オープンキャンパス参加者の感想から一部抜粋  

〇今日のオンラインオープンキャンパスに参加してみて岡山商科大学で

学びたいと強く思いました。 

〇分かりやすい説明で、本当に良かったです。ありがとうございました。

また来学型に参加したいです。 

〇質問にも丁寧に対応してくださり、この学校についてもっと知りたいと

思うようになりました。 

〇はじめて、先生方の話を直に聞くことができてパンフレットでは見えて

こなかった学校像がよく見えるようになりました。 

 

イ 高校訪問 

高等学校等で教員経験のある教職員 13 名（2021 年度現在）が、高大連携
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アドバイザーとして、中国・四国エリア（岡山県・広島県・山口県・島根県・

鳥取県・兵庫県・香川県・愛媛県・高知県・徳島県）の高校訪問を行ってい

るが、その数は 420 校以上にのぼり、平均で年間 930 回を超える訪問回数と

なっている。 

また、高大連携アドバイザーの活動により、各地域の高等学校に対して詳

細な情報（高校生の状況に合わせた入試制度のアドバイスや奨学金制度の適

用に関する情報)を提供しているほか、個別に高等学校教員からの相談を受

け、個々の事例に応じた最適なアドバイスを提供するようにしている。 

このような活動が、高等学校との信頼関係を構築し、本学のアドミッショ

ン・ポリシーに沿った入学者の出願と入学に結びつくよう鋭意努めている。 

 

ウ 入試説明会・高校内ガイダンス（資料 9、10） 

民間の業者が主催する中国・四国エリアを中心とした進学相談会に積極

的に参加している。積極的に参加することにより、本学への認知を広める

ことで、出願に結びつけたい。2018 年度～2021 年度まで 171 会場に参加

している（31 会場については、参加予定であったが、コロナ禍で中止とな

った）。 

進学相談会では、本学のタグラインである「やりたいことを見つける幸

せ。」を実感すべく、学部・学科の学びの特長やその学びが、どのように卒

業後の進路に結びついているか、資格取得、就職支援、といった点につい

ても紹介・説明を行っている。併せて、入試区分・種類・特徴、選抜方法

や必要書類のほか、学修奨励制度（授業料減免制度）等、入学試験に関し

て説明をすることで、一人一人の高校生にあった受験の機会を判断できる

ように配慮している。 

また、校内ガイダンスでの説明内容は、本学の大学説明や分野説明等 多

様となっているが、進学相談会とは異なり、本学への出願を検討している

高校生が参加してくれているため、出願に結びつく可能性も高い。重要か

つ貴重な機会と考え、高大連携アドバイザーを中心に可能な限り参加して

おり、2018 年度～2021 年度で 322 回の説明を行っている（49 回は実施予

定であったが、コロナ禍のため中止）。 

 

エ 媒体による広報 

本学では、紙媒体として、進学情報誌への掲載と並行して、インターネ

ットやSNS/LINEなどの Webサイトへの掲載や情報提供にも注力している。

紙媒体 7社 10 種類・Web6 社 8 種類、また、リーフレット DM も発送時期に

よって、対象者のセグメントを変えることにより、より効果的に実施する

ようにしており、これまでの実績として、年３回 合計 16,000 部を発行し

ている。 

併せて、本学ホームページを充実させることにより、興味をもってくれ

た高校生が本学に関する情報を収集しやすい環境を整えていく。 

また、18 歳人口の減少を鑑み、より一層媒体による広報活動が重要に

なってくるものと思われる。近年の受験者層を鑑み、大手予備校の模試の

受験生を対象とした広告など、多様なメディアを組み合わせることで、多

様な受験者層への認知拡大を目指している。 

 

今後とも、上記のような組織的な取り組みと入学広報活動を積極的に展開するこ
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とで、増員後の入学者確保を図っていく。 

 

 

（２） 人材需要の動向等社会の要請 

① 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

本学では、「教育理念」において社会事象を的確に捉え、分析し、解決する能

力を備えた、心豊かな人材を育成することと定めており、これを具現化するため

に、次に示す「学力の 3要素」の 9評価項目（専門知識、一般知識、思考力、判

断力、会話・文章力、意欲・責任感、協調性、持続性、倫理観）に関して学修目

標を達成したが学生に対して、客観的な評価をし、学位を授与する。 

     なお、本学では就職率 100％を目指して、各学部学科では「ディプロマ・ポリ

シーの 9評価項目」（専門知識、一般知識、思考力、判断力、会話・文章力、意

欲・責任感、協調性、持続性、倫理観）の到達目標を達成し、社会で活躍できる

人材を育成する。 

     

 ディプロマ・ポリシーで学習すべき「学力の 3要素」の 9項目 

学力の 3要素 事  項 ディプロマ・ポリシー 

知識・技能 

専門知識 DP1 
法学、経済学、経営学、商学に関す

る専門知識の習得  

一般知識 DP2  
社会科学の種々の問題を的確に捉え

る幅広い一般知識の習得 

思考力・判断

力・表現力 

思考力 DP3 
社会事象を論理的、創造的に思考す

る能力の習得 

判断力 DP4 
社会事象を的確に捉える洞察力と判

断力の習得 

会話・文章力 DP5 
テーマ内容を的確に表現・伝達する

日本語・外国語能力の習得 

主体性を持っ

て多様な人々

と協働して学

ぶ態度（主体

性・態度） 

意欲・責任感 DP6 
社会事象に積極的に参加しようとす

る意欲と責任感の習得 

協調性 DP7 
多様な人々と協調して主体的に活動

するリーダーシップの習得 

持続性 DP8 
生涯にわたって学び続けようとする

態度の習得 

倫理観 DP9 社会のルールを守る倫理観の習得  

   

各学部学科において、人材育成に関する目標を次のとおり定めている。 

学部学科 教育目標 出来るようになること 

法学部 

法学科 

①学修継続力の

向上  

②公務員採用試

験合格の継続的

輩出 

① 知識・技能 

法学、政治学の専門知識を習得する。 

汎用性のある基礎的能力を習得する。 

② 思考力・判断力・表現力 

法律の条文を解釈して簡易な法律上の問

題を解決することができる。 
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③ 主体性・態度 

法律や政治や行政に関心を持ち、専門知識

を活かして社会に貢献することができる。 

経営学部

経営学科 

①成績評価に基

づく教育の充実 

②各コースの特

徴を生かした展

開 

① 知識・技能 

経営学、会計学、情報・メディア学の知識

を習得すると同時に、それらを関連付けら

れるような幅広い一般知識を習得する。 

② 思考力・判断力・表現力 

会社や組織等に内在する問題に対して、的

確にアプローチをして問題解決策を提案

できる。 

③ 主体性・態度 

会社や組織に係わる問題を能動的に解決

しようとする態度を身に付け、社会に貢

献することができる。 

 

 

  

  ② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観

的な根拠 

    本学の就職状況については、次のとおり高い就職率を維持している。（資料11） 

法学部法学科は、平成 30 年度の就職希望者が 74 人で就職者が 73 人で就職率

は 98.6%、令和元年度の就職希望者が 56 人で就職者が 55 人で就職率は 98.2%、

令和 2年度の就職希望者が 58 人で就職者が 56人で就職率は 96.5%、令和 3年度

の就職希望者が 69 人で就職者が 67 人で就職率は 97.1%であり、 

経営学部経営学科は、平成 30 年度の就職希望者が 82 人で就職者が 81人で就

職率は98.7%、令和元年度の就職希望者が78人で就職者が77人で就職率は98.7%、

令和 2 年度の就職希望者が 111 人で就職者が 111 人で就職率は 100.0%、令和 3

年度の就職希望者が 110 人で就職者が 109 人で就職率は 99.0%である。 

このように、各学部学科ともに、97％から 100％と高い就職率を維持している。 

 

また、地域別就職状況については、平成 30 年度就職者(2018 年度卒業者)257

人のうち 133 人（51.8％）、令和元年度就職者(2019 年度卒業者)251 人のうち 135

人（53.8％）、令和 2年度就職者(2020 年度卒業者)279人のうち 149人（53.4％）、

令和 3 年度就職者(2021 年度卒業者)311 人のうち 159 人（51.1％）と過半以上

の学生が岡山県内に就職している。(資料 12) 

 

出身県に就職した地元就職率は、 

平成 30 年度就職者(2018 年度卒業者)は 48.8％で岡山県出身者の岡山県就職

率 71.4％、令和元年度就職者(2019 年度卒業者)は 53.4％で岡山県出身者の岡山

県就職率 73.2％、令和 2年度就職者(2020 年度卒業者)は 60.9％で岡山県出身者

の岡山県就職率 70.7％、令和 3年度就職者(2021 年度卒業者)は 64.0％で岡山県

出身者の岡山県就職率 71.3％と地元就職率は高い割合になっている。(資料 13) 

従来から地元就職率は高く、多くの人材を地域に輩出したことで、本学は、
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岡山県に本社を置く企業の社長で、本学出身者の数は地元大学の中では上位に

あり、地元経済界と深いつながりが生まれている。 

 

直近の令和 3 年度（2021 年度）における本学の就職状況（令和 4 年 3 月卒業

生の状況）は、就職率（就職者数／就職希望者数、留学生を除く）が大学全体で

98.0％、学部学科別では法学部法学科が 97.1％、経済学部経済学科が 96.8％、

経営学部経営学科が 99.0％となっており、新型コロナウイルス感染症の世界的

拡大の影響を受けながらも、全国的に見て高い就職率を維持している。なお、留

学生については 26 名（35.6％）が国内の大学院等へ進学、13 名（17.8％）が就

職、その他の多くは母国で就職活動をするために帰国した。就職先を地域別に見

ると、地元岡山県が 51.1％と最も高く、74.6％が中四国エリアに就職しており、

地元志向が強いといえる。（資料 14、資料 15） 

 

業種別に見ると、約半数が「小売業、サービス業」に就職している他、「建設・

不動産業、製造業、卸売業、金融業、運輸・倉庫業、公務」など、様々な業種に

おいて人材を輩出している。（資料 16） 

 

各学部における就職状況については、 

まず、法学部では「公務」が 19.4％と高く、「小売業・サービス業」にも 47.8％

の学生が就職している。これらの特徴は学部で設置している公務員コース、企業

コースの人材育成によるものであり、公的機関の人材需要および法的思考力を

備えた企業の人材需要に応えている。 

次に、経済学部及び経営学部では、「製造業、卸売業、小売業、サービス業」

で７割以上を占めており、その他にも「建設・不動産業、金融業、運輸・倉庫業」

など多岐にわたる業界に人材を輩出している。これはそれぞれの学科でコース

制を導入し、経済理論・データ分析・経営・会計・IT への理解、地域社会での

フィールドスタディによる現場力など、様々な分野の専門知識や能力を修得し

た人材を育成してきた成果である。（資料 16） 

 

このように、本学の各学部学科ではそれぞれの特色を生かした専門性のある

教育を行うことで、様々な業界から求められる人材の育成・輩出に貢献してお

り、高等教育機関としての責務を十分に果たしている。本学ではさらなる教育の

質の向上を常に目指しており、今後も本学の学生に対する地域社会から期待は

高まると考えている。 
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資料１

1,743 1,776 1,814 1,849 1,878

477,667 484,986 487,065 491,012 495,162

3,882,573 4,158,495 4,425,625 4,368,215 3,834,862

8.1 8.6 9.1 8.9 7.7

499,678 497,773 500,083 503,830 494,213

104.6% 102.6% 102.7% 102.6% 99.8%

80 80 80 79 79

30,725 31,025 30,926 30,803 30,870

270,949 285,472 303,828 276,032 243,558

8.8 9.2 9.8 9.0 7.9

32,967 32,537 31,473 31,574 31,638

107.3% 104.9% 101.8% 102.5% 102.5%

82 80 85 88 89

25,796 25,431 26,870 27,861 27,966

239,665 268,888 296,026 292,165 252,916

9.3 10.6 11.0 10.5 9.0

27,888 27,037 27,887 29,329 28,882

108.1% 106.3% 103.8% 105.3% 103.3%

全国私立大学法学部・経営学部の志願者及び入学者の動
向

区　　　　分
平　成
29年度

平　成
30年度

令　和
元年度

令　和
２年度

区　　　　分
平　成
29年度

平　成
30年度

令　和
元年度

令　和
２年度

令　和
３年度

法学部

学部数

入学定員

志願者数

志願倍率

入学者数

入学定員充足率

経営学部

学部数

入学定員

志願者数

志願倍率

入学者数

入学定員充足率

令　和
３年度

全大学

学部数

入学定員

志願者数

志願倍率

入学者数

入学定員充足率
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県名 人数 県名 人数 県名 人数 県名 人数 県名 人数 県名 人数 比率

岡山県 54 岡山県 44 岡山県 46 岡山県 47 岡山県 46 岡山県 237 52.0%

広島県 4 広島県 8 広島県 4 広島県 6 広島県 8 広島県 30 6.6%

鳥取県 3 鳥取県 2 鳥取県 4 鳥取県 2 鳥取県 1 鳥取県 12 2.6%

島根県 3 島根県 5 島根県 3 島根県 10 島根県 4 島根県 25 5.5%

山口県 1 山口県 0 山口県 4 山口県 4 山口県 4 山口県 13 2.9%

香川県 10 香川県 13 香川県 6 香川県 12 香川県 10 香川県 51 11.2%

愛媛県 6 愛媛県 7 愛媛県 4 愛媛県 3 愛媛県 2 愛媛県 22 4.8%

徳島県 2 徳島県 1 徳島県 2 徳島県 0 徳島県 1 徳島県 6 1.3%

高知県 2 高知県 2 高知県 6 高知県 3 高知県 6 高知県 19 4.2%

兵庫県 4 兵庫県 7 兵庫県 5 兵庫県 2 兵庫県 3 兵庫県 21 4.6%

その他 4 その他 2 その他 7 その他 2 その他 5 その他 20 4.4%

岡山県 94 岡山県 101 岡山県 102 岡山県 114 岡山県 107 岡山県 518 66.2%

広島県 6 広島県 11 広島県 9 広島県 8 広島県 10 広島県 44 5.6%

鳥取県 3 鳥取県 3 鳥取県 3 鳥取県 5 鳥取県 1 鳥取県 15 1.9%

島根県 6 島根県 4 島根県 4 島根県 5 島根県 4 島根県 23 2.9%

山口県 1 山口県 2 山口県 4 山口県 2 山口県 2 山口県 11 1.4%

香川県 10 香川県 6 香川県 13 香川県 19 香川県 14 香川県 62 7.9%

愛媛県 7 愛媛県 8 愛媛県 9 愛媛県 5 愛媛県 5 愛媛県 34 4.3%

徳島県 1 徳島県 0 徳島県 1 徳島県 2 徳島県 3 徳島県 7 0.9%

高知県 7 高知県 6 高知県 6 高知県 1 高知県 0 高知県 20 2.6%

兵庫県 2 兵庫県 4 兵庫県 3 兵庫県 3 兵庫県 3 兵庫県 15 1.9%

その他 13 その他 6 その他 9 その他 3 その他 2 その他 33 4.2%

岡山県 148 岡山県 145 岡山県 148 岡山県 161 岡山県 153 岡山県 755 61.0%

広島県 10 広島県 19 広島県 13 広島県 14 広島県 18 広島県 74 6.0%

鳥取県 6 鳥取県 5 鳥取県 7 鳥取県 7 鳥取県 2 鳥取県 27 2.2%

島根県 9 島根県 9 島根県 7 島根県 15 島根県 8 島根県 48 3.9%

山口県 2 山口県 2 山口県 8 山口県 6 山口県 6 山口県 24 1.9%

香川県 20 香川県 19 香川県 19 香川県 31 香川県 24 香川県 113 9.1%

愛媛県 13 愛媛県 15 愛媛県 13 愛媛県 8 愛媛県 7 愛媛県 56 4.5%

徳島県 3 徳島県 1 徳島県 3 徳島県 2 徳島県 4 徳島県 13 1.1%

高知県 9 高知県 8 高知県 12 高知県 4 高知県 6 高知県 39 3.2%

兵庫県 6 兵庫県 11 兵庫県 8 兵庫県 5 兵庫県 6 兵庫県 36 2.9%

その他 17 その他 8 その他 16 その他 5 その他 7 その他 53 4.3%

782

合　　計 243 242 254 258 241 1238

経営学部経営学科 150 151 163 167 151

456法学部法学科 93 91 91 91 90

資料2

岡 山 商 科 大 学 新 入 生 の 出 身 県 に つ い て

学部学科名
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 計
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資料３

（単位：人）

入学予定
年度

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

対象学年 高等学校2年生 高等学校1年生 中学校3年生 中学校2年生

全  国 977,634 966,100 1,078,156 10,799,908

岡山県 16,089 15,809 16,988 17,098

広島県 21,994 22,076 25,016 25,229

鳥取県 4,623 4,643 4,855 4,832

島根県 5,625 5,580 5,781 5,699

香川県 8,147 7,963 8,536 8,545

愛媛県 10,328 10,086 11,178 11,228

兵庫県 41,408 40,385 47,676 47,659

高知県 5,344 5,336 5,791 5,521

徳島県 5,557 5,251 5,907 5,750

文部科学省「平成３年度学校基本調査」より作成

※高等学校の生徒数は、本科全日制のみ掲載

岡山県及び近隣県の在籍者について
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国名 人数 国名 人数 国名 人数 国名 人数 国名 人数 国名 人数

法学部 法学科

経営学部 経営学科

中国 6 中国 8 中国 13 中国 3 中国 4 中国 34

韓国 2 韓国 3 ベトナム 1 ベトナム 1 韓国 5

カンボジア 1 カンボジア 1 カンボジア 2

ベトナム 2

43合　計 9 12 13 4 5

439 12 13 4 5

0

資料４

岡山商科大学新入生（留学生）の出身国について

学部名 学科名
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 計

0 0 0 0 0
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2017年度
(平成29年度)

2018年度
(平成30年度)

2019年度
(令和元年度)

2020年度
(令和2年度)

2021年度
(令和3年度)

5年間の平均

人　数 267,042 298,980 312,214 279,597 242,444 280,055

前年度比 111.6% 112.0% 104.4% 89.6% 86.7%

人　数 107,260 114,950 124,436 121,845 114,255 116,549

前年度比 108.9% 107.2% 108.3% 97.9% 93.8%

人　数 15,740 17,012 18,338 15,785 14,247 16,224

前年度比 101.8% 108.1% 107.8% 86.1% 90.3%

人　数 123,000 131,962 142,774 137,630 128,502 132,774

前年度比 108.0% 107.3% 108.2% 96.4% 93.4%

人　数 188,384 208,901 228,403 218,783 201,877 209,270

前年度比 110.1% 110.9% 109.3% 95.8% 92.3%

人　数 79,502 86,439 94,047 95,003 94,063 89,811

前年度比 105.6% 108.7% 108.8% 101.0% 99.0%

人　数 13,538 14,557 15,977 14,654 13652 14,476

前年度比 99.8% 107.5% 109.8% 91.7% 93.2%

人　数 93,040 100,996 110,024 109,657 107,715 104,286

前年度比 104.7% 108.6% 108.9% 99.7% 98.2%

人　数 67,664 74,037 84,714 81,975 76,301 76,938

人　数 2,598 2,838 3,219 3,128 3140 2,985

専攻分野が「社会科学」

岡山県で学んでいる者

出身国

中　国

韓　国

計

資料５

外 国 人 留 学 生 在 籍 状 況 に つ い て

                                  独立行政法人日本学生支援機構
                                 「平成29年度から令和3年度外国人留学生在籍状況調査結果」から作成

　外国人留学生

出身国

計

　高等教育機関在籍者

区　　　分

中　国

韓　国
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志願者数(a) 160 1 261 0 261 1 210 0 236 0 225.6 0.4

志願倍率(a)/(e)　 2.13 3.48 3.48 2.47 2.78 2.87

受験者数(b) 158 1 251 255 1 207 233 220.8 0.4

合格者数(c) 153 1 117 134 0 155 124 136.6 0.2

辞退者(d) 60 1 26 43 64 34 45.4 0.2

入学者数(e) 93 0 91 91 91 90 91.2 0.0

歩留率(e)/(c) 61% 78% 68% 59% 73% 68%

入学定員(f) 75 75 75 85 85

入学定員超過率 1.24 1.21 1.21 1.07 1.05 1.15

志願者数(a) 240 11 386 22 351 38 328 6 287 8 318.4 17.0

志願倍率(a)/(e)　 1.71 2.76 2.51 2.19 1.91 2.22

受験者数(b) 238 11 378 22 342 38 317 6 279 7 310.8 16.8

合格者数(c) 225 10 225 19 231 14 271 4 214 5 233.2 10.4

辞退者(d) 66 1 62 7 55 1 100 0 58 0 68.2 1.8

入学者数(e) 159 9 163 12 176 13 171 4 156 5 165.0 8.6

歩留率(e)/(c) 71% 72% 76% 63% 73% 71%

入学定員(f) 140 140 140 150 150

入学定員超過率 1.13 1.16 1.25 1.14 1.04 1.14

資料６

最近の志願者、合格者、入学者等の状況について

（　単位：人　）

学
部
名

学
科
名

項　目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 5年間平均

うち留
学生

うち留
学生

うち留
学生

うち留
学生

うち留
学生

うち留学
生

法
学
部

法
学
科

経
営
学
部

経
営
学
科

令和4年度
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資料 7 

 

岡山商科大学アドミッション・ポリシー(AP) 

  

1．入学者受け入れの基本方針 

岡山商科大学では、「教育理念」に示す社会事象を的確に捉え、分析し、創造的に問題

を解決することができ、かつ、心豊かさ(文化的知性)を有する人材を育成することと定め

ており、これを具現化するために、高大連携アドバイザーによるきめ細かな情報伝達、各

種特待生制度を設け、以下の入学試験により、意欲を持つと共に、多様な能力や目的を持

った入学生を募集しています。 
 

2．AP における「学力の 3 要素」の 9 評価項目(求める学生像) 

 CP との整合性を保つため、AP の 9 評価項目は CP の 9 評価項目の説明内容の「学習」

を入学学生の「学びたい」にしています。 
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3．学科別求める学生像 

各学部学科では以下の人を求めます。 
 

3.1 法学部 法学科  

(1) 知識・技能 

① 法学、政治学を学ぼうとする意欲のある人。 
② 一般的な広い知識を学ぼうとする意欲のある人。 

(2) 思考力・判断力・表現力 

① 法律上の問題や紛争を解決する力を養おうとする意欲のある人。 
(3) 主体性・態度 

① 高い志をもって社会に貢献したいという意欲のある人。 
 

3.2 経営学部 経営学科 

(1) 知識・技能 

① 経営学、会計学、情報・メディア学に加え、それらを活用し社会に貢献できる人。 
(2) 思考力・判断力・表現力 

① 社会変化、とりわけビジネス現象に関心を持ち、経営的視点から洞察しようとす

る意欲のある人。 
② できるだけ早く将来の進路を決定し、仕事を通じて自分が成長するだけではなく、

社会に貢献しようとする強い意志を持つ人。 
③ コミュニケーション能力の向上に努める人。 

(3) 主体性・態度 

① 自発的、創造的かつ、リーダーシップを発揮できる人材として成長しようとする

強い意志を持つ人。 
 
 
 
     

4．高等学校段階で習得・経験しておくことが望ましい事項 

(1) 知識・技能 

① 高等学校の主要教科科目の教科書レベルの知識を習得している。 
② スポーツ、音楽等の技能、特定分野の資格を習得している。 

(2) 思考力・判断力・表現力 

① 物事を多面的に思考し、判断し、まとめて自己表現をした経験を有する。 

(3) 主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度 
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① 社会の諸問題に関心を持ち、主体的に他者とかかわり、対話を通して相互理解を

する活動に参加した経験を有する。 
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5．岡山商科大学の入試区分と AP との関係  

入試区分の入試の目的、受験科目、AP の 9 評価項目との関係は、入試区分マップで示し

ています。 

(1) 岡山商科大学入試区分マップ 
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日    程 実施方法 予約者数 参加者数

第1回 6/19（土） Web 79 65

第2回 7/10（土） 来学 126 115

第3回 7/18（日） Web 60 49

第4回 8/7（土） Web 163 129

第5回 8/29（日） Web 175 105

第6回 9/11（土） Web 90 54

第7回 9/26（日） Web 111 73

804 590

（単位：人）

   総               計

2021年度オープンキャンパス実施状況

資料8
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開催日 開催時間 開催地 会　　　　場 開催業者 相談者数/参加者数

1 4月14日 水 15：30～18：00 高知 ホテル三翠園 さんぽう 10/237

2 4月16日 金 16：00～18：30 徳島 あわぎんホール（徳島県郷土文化会館） さんぽう 3/85

3 4月19日 月 15：00～18：00 岡山 岡山コンベンションセンター 山陽新聞社 15/404

4 4月27日 火 15：45～18：00 岡山 岡山コンベンションセンター 日本ドリコム 26/773
協力校単独時間

14：00～15：30

15：30～18：00
協力校単独時間

13：10～14：35

15：30～18：00

7 6月9日 水 15：30～18：30 福山 福山ニューキャッスルホテル 日本ドリコム 4/306

8 6月9日 水 15：45～18：00 出雲 出雲ロイヤルホテル 日本ドリコム 4/99

9 6月10日 木 15：45～18：00 松江 くにびきメッセ 日本ドリコム 1/167

10 6月16日 水 15：30～18：30 松山 松山市総合コミュニティセンター 栄美通信 8/526

11 6月16日 水 15：45～18：30 高知 ザ クラウンパレス新阪急高知 日本ドリコム 3/228

12 6月21日 月 16：00～18：30 東広島 東広島芸術文化ホールくらら 日本ドリコム 3/197
協力校単独時間

14：00～15：20

15：30～18：30
協力校単独時間

14：00～15：00

15：00～18：00

15 7月7日 水 15：30～18：00 松山 松山市総合コミュニティセンター さんぽう 2/51

16 7月9日 金 13：00～18：00 岡山 岡山コンベンションセンター 栄美通信 15/1225
協力校単独時間

12：00～15：30

15：30～18：00
協力校単独時間

13：00～14：30

15：30～18：30

19 7月19日 月 12：30～15：30 岡山 岡山コンベンションセンター 日本ドリコム 10/298

20 8月2日 月 13：00～16：00 高松 高松シンボルタワー 日本ドリコム 7/523

21 9月13日 月 16：00～18：00 今治 今治国際ホテル 昭栄広報 2/21

22 9月13日 月 15：45～18：30 松江 くにびきメッセ 日本ドリコム 2/126

23 9月21日 火 15：30～18：30 岡山 岡山コンベンションセンター 栄美通信 11/413

24 9月21日 火 15：30～18：00 津山 津山市総合福祉会館 昭栄広報 1/17
協力校単独時間

15：00～16：00

16：00～18：00

26 9月30日 木 16：00～18：30 高知 ザ クラウンパレス新阪急高知 栄美通信 5/207

9/66718 7月15日 木 広島 基町クレド 栄美通信

25 9月30日 木 高松 さんぽう香川県県民ホール（レクザムホール） 3/177

さんぽう 2/18317 7月15日 木 尾道 尾道国際ホテル

3/398

14 7月6日 火 福山 福山ニューキャッスルホテル

13 6月23日 水 高松 JRホテルクレメント高松

栄美通信 5/250

栄美通信 8/792

6 6月3日 木 鳥取 とりぎん文化会館 さんぽう

2021年度合同入試説明会の参加状況

資料9

さんぽう 2/1295 4月27日 火 高松 レクザムホール（香川県県民ホール）
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27 10月5日 火 15：00～18：00 岡山 岡山コンベンションセンター 山陽新聞社 6/147

28 10月7日 木 15：45～18：30 岡山 岡山コンベンションセンター 日本ドリコム 6/126

29 10月20日 水 16：00～18：30 福山 福山ニューキャッスルホテル 日本ドリコム 2/123

30 10月20日 水 15：45～18：00 鳥取 とりぎん文化会館 日本ドリコム 0/30

31 10月21日 木 15：45～18：00 松山 松山市総合コミュニティセンター 日本ドリコム 5/132

32 11月10日 水 15：45～18：30 岡山 岡山コンベンションセンター 日本ドリコム 8/144
協力校単独時間

13：30～14：30

15：30～18：30

34 11月12日 金 16：00～18：30 松江 松江テルサ 栄美通信 3/156

35 11月15日 月 15：45～18：30 高松 レクザムホール（香川県県民ホール） 日本ドリコム 6/222

36 11月25日 木 16：00～18：30 岡山 岡山コンベンションセンター 栄美通信 4/188

37 12月22日 水 10：00～16：00 岡山 ジップアリーナ岡山 さんぽう 14/358
協力校単独時間

11：00～12：30

12：30～15：00

39 3月11日 金 10：00～15：30 高松 高松市総合体育館 さんぽう 11/357

33 11月10日 水 広島 広島県立広島産業会館 栄美通信 11/601

さんぽう 4/11938 3月3日 木 玉野 産業振興ビル
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形式 日　　程 高　　校　　名 対　象 内　　容 参加者数

対面 4月14日（水） 岡山商科大学附属高校 3年生 進学講演＆大学説明 41

対面 4月17日（土） 岡山理科大学付属高校 3年生 大学説明 15

対面 4月20日（火） 美作高校 3年生 大学説明 5

対面 4月21日（水） 松江西高校 3年生 大学説明 4

対面 4月28日（水） 備前緑陽高校 3年生 大学説明 10

対面 5月8日（土） 開星高校 3年生・保護者 大学説明 10

対面 5月13日（木） 関西高校 3年生 大学説明 11

対面 6月2日（水） 福山商業高校 3年生 大学説明 2

対面 6月4日（金） 情報科学高校 1・2年生 商学系説明 14

対面 6月9日（水） 尾道商業高校 3年生 大学説明 5

オンライン 6月9日（水） 琴平高校 3年生 大学説明 6

オンライン 6月11日（金） 飯山高校 3年生 大学説明 11

オンライン
6月16日（水）

津山工業高校 3年生 大学説明 2

オンライン 6月17日（木） 玉島高校 2年生 経済・経営・商分野説明 43

オンライン 6月17日（木） 玉島高校 2年生 法学分野説明 17

オンライン 6月17日（木） 松山商業高校 2年生 大学説明 1

対面 6月17日（木） 就実高校 １・2年生 法学分野説明 2

オンライン 6月18日（金） 高梁城南高校 3年生 大学説明 2

オンライン 6月18日（金） 倉敷鷲羽高校 3年生 大学説明 21

対面 6月18日（金） 松永高校 3年生 経営学部説明 17

対面 6月22日（火） 香川西高校 1～3年生 自由懇談会 2

対面 6月22日（火） 明誠学院高校 2年生 法・経済・経営分野説明 21

対面 6月25日（金） 興陽高校 3年生 大学説明 1

対面 6月25日（金） 広島国際学院高校 １年生 大学説明 15

対面 6月30日（水） 出雲工業高校 3年生 大学説明 2

対面 7月1日（木） 英明高校 3年生 大学説明 3

オンライン 7月7日（水） 玉野商工高校 2年生 大学説明 7

対面 7月8日（木） 岡山後楽館高校 １年生 法学、経済・経営分野説明 19

オンライン 7月8日（木） 創志学園高校 2・3年生 大学説明 24

2021年度高校内ガイダンス実施一覧について

資料10
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対面 7月9日(金) 鴨方高校 3年生 大学説明 8

対面 7月9日(金) 笠岡商業高校 3年生 大学説明 12

対面 7月13日（火） 井原高校北校地 1・2年生 法学部説明 21

対面 7月13日（火） 岡山龍谷高校 2年生 学部学科説明 24

対面 7月14日（水） 総社南高校 1年生 法学分野説明 23

対面 7月14日（水） 津山商業高校 1年生 経済・経営分野 83

対面 7月15日（木） 和気閑谷高校 2年生 経済学・商学分野説明 11

オンライン 7月15日（木） 佐用高校 2年生 経済・経営・商学系説明 9

対面 9月15日(水) 倉敷鷲羽高校 2年生 経済・経営 67

オンライン 9月17日(金) 新見高校南校地 1・2年生 経済・経営説明 31

対面 9月21日(火) 明誠学院高校 2年生 法学分野説明 19

オンライン 9月22日(水) 高松桜井高校 2年生 経営学・商学分野説明 19

オンライン 9月29日(水) 勝山高校 1・2年生 法学分野説明 5

オンライン 10月1日（金） 邑久高校 1年生 ビジネス模擬授業 12

対面 10月5日(火) 倉敷鷲羽高校 1年生 法学分野説明 5

対面 10月5日(火) 岡山東商業高校 ２年生 経済学模擬授業 23

対面 10月6日（水） 松江商業高校 1年生 営業・販売・事務 42

対面 10月6日(水) 高松南高校 1年生 学部説明（経済・経営） 23

対面 10月8日(金) 笠岡商業高校 ２年生 商学/法学 10

対面 10月8日(金) 加計高校 1・2年生 学部説明（経済・経営） 7

対面 10月12日(火) 生光学園高校 1・2年生 学部学科説明 10

対面 10月13日(水) 岡山商科大学附属高校 1年生 販売・営業・サービス 15

対面 10月19日（火） 井原高校北校地 1・2年生 模擬授業（法学） 20

対面 10月20日（水） 千代田高校 1・2年生 学部説明（経済・経営・商学） 35

対面 10月22日(金) 英明高校 1年生 学部説明（経済・法） 22

対面 10月26日(火) 美作高校 2年生 学部説明（経済・経営・商） 33

対面 10月26日(火) 美作高校 2年生 学部説明（法） 14

対面 10月27日(水) 坂出商業高校 1・2年生 学部説明（法） 3

対面 10月27日(水) 総社南高校 2年生 学部説明（法） 27

対面 11月2日(火) 倉敷商業高校 2年生 大学説明 110

対面 11月4日（木） 情報科学高校 2年生 経済・経営・商学分野説明 13

対面 11月8日(月) 創志学園高校 1年生 経済・経営分野説明 19

対面 11月9日(火) 明誠学院高校 1年生 経営・経営・商学 21

対面 11月10日(水) 尾道商業高校 2年生 学校説明 5
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対面 11月10日(水) 境高校 1・2年生 学部説明（法学） 29

対面 11月11日(木) 倉敷高校 2年生 商学分野説明 1

対面 11月11日(木) 銀河学院高校 1・2年生 法学分野説明 6

対面 11月12日(金) 鴨方高校 1年生 大学説明 5

対面 11月16日(火) 瀬戸南高校 2年生 大学説明 5

対面 11月17日(水) 真庭高校落合校舎 2年生 法学部説明 7

対面 11月18日(木) 倉敷翠松高校 2年生 経営分野説明 5

対面 11月19日(金) 笠岡商業高校 1年生 職業（税理士・会計士） 10

対面 12月1日（水） 岡山商科大学附属高校 2年生 大学説明 15

対面 12月6日（月） 瀬戸南高校 1年生 営業・販売・事務 26

対面 12月8日(水) 高松商業高校 1年生 学部学科説明 78

オンライン 12月13日(月) 高松西高校 1年生 学校説明 96

対面 12月13日(月) 津山商業高校 2年生 経済学/法学　各1クール 32

対面 12月16日(木) 徳島商業高校 2年生 学校説明 17

対面 12月16日(木) 玉島商業高校 2年生 学校説明 20

対面 １月18日（火） 岡山学芸館高校 2年生 経営・商分野説明 13

オンライン 2月17日(木) 柳井高等学校 2年生 模擬授業（経済学） 29

オンライン 2月17日(木) 高知高等学校 １・2年生 模擬授業（法学） 2

オンライン 2月24日(木) 鴨方高校 2年生 商学・経済学・経営説明 4

対面 3月14日(月) 山陽学園高等学校 1年生 法学分野説明 7

対面 3月17日(木) 邑久高校 1年生
進路講演

経済・商・経営・法分野説明
39

対面 3月17日(木) 呉商業高校 経済・商・経営・法分野説明 4

対面 3月17日(木) 浜田商業高校 2年生 経済・経営系説明 7

対面 3月18日(金) 境高校 2年生 大学説明 4

総計 1,595
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学部学科 項　　目 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

卒業生 85 65 78 83

就職希望者 74 56 58 69

就職者 73 55 56 67

就職率 98.6% 98.2% 96.5% 97.1%

卒業生 114 115 92 104

就職希望者 47 51 51 67

就職者 46 50 50 65

就職率 97.8% 98.0% 98.0% 97.0%

卒業生 96 110 141 136

就職希望者 82 78 111 110

就職者 81 77 111 109

就職率 98.7% 98.7% 100.0% 99.0%

卒業生 80 92 78 82

就職希望者 58 69 62 71

就職者 57 69 62 70

就職率 98.2% 100.0% 100.0% 98.5%

卒業生 375 382 389 405

就職希望者 261 254 282 317

就職者 257 251 279 311

就職率 98.4% 98.8% 98.9% 98.1%

経営学部
商学科

合計

岡山商科大学卒業生の就職状況

資料11

法学部
法学科

経済学部
経済学科

経営学部
経営学科

 - 学生確保（資料） - 18 -



就 職 者
( 人 )

対全就職
者比率

就 職 者
( 人 )

対全就職
者比率

就 職 者
( 人 )

対全就職
者比率

就 職 者
( 人 )

対全就職
者比率

岡山県 133 51.8% 135 53.8% 149 53.4% 159 51.1%

広島県 19 7.4% 12 4.8% 20 7.2% 18 5.8%

山口県 2 0.8% 0 0.0% 2 0.7% 3 1.0%

鳥取県 1 0.4% 1 0.4% 2 0.7% 4 1.3%

島根県 5 1.9% 5 2.0% 4 1.4% 11 3.5%

香川県 13 5.1% 15 6.0% 16 5.7% 20 6.4%

愛媛県 9 3.5% 8 3.2% 7 2.5% 5 1.6%

徳島県 0 0.0% 1 0.4% 3 1.1% 7 2.3%

高知県 3 1.2% 4 1.6% 2 0.7% 5 1.6%

以上合計 185 72.0% 181 72.1% 205 73.5% 232 74.6%

その他地域計 72 28.0% 70 27.9% 74 26.5% 79 25.4%

合計 257 100.0% 251 100.0% 279 100.0% 311 100.0%

※１　 (地域) の県に本社のある会社に就職した者の数

区分

資料12

2018年度卒業生 2019年度卒業生 2020年度卒業生 2021年度卒業生

岡山商科大学卒業生の地域別就職の状況
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岡山県 133 95 71.4% 138 101 73.2% 174 123 70.7% 178 127 71.3%

広島県 18 8 44.4% 17 5 29.4% 18 9 50.0% 12 6 50.0%

山口県 7 2 28.6% 0 0 - 2 1 50.0% 6 3 50.0%

鳥取県 6 1 16.7% 0 0 - 6 2 33.3% 9 4 44.4%

島根県 8 3 37.5% 5 3 60.0% 12 4 33.3% 13 11 84.6%

香川県 21 10 47.6% 26 11 42.3% 22 12 54.5% 30 15 50.0%

愛媛県 10 5 50.0% 13 4 30.8% 12 5 41.7% 16 5 31.3%

徳島県 2 0 0.0% 0 0 - 6 3 50.0% 7 3 42.9%

高知県 4 2 50.0% 6 3 50.0% 2 1 50.0% 7 2 28.6%

以上計 209 126 60.3% 205 127 62.0% 254 160 63.0% 278 176 63.3%

その他
地域

48 2 4.2% 46 7 15.2% 25 10 40.0% 33 23 69.7%

合　計 257 128 49.8% 251 134 53.4% 279 170 60.9% 311 199 64.0%

※(地域) の県の出身者のうち地元の企業に就職した者の数

岡山商科大学卒業生の地元就職の状況

出身者
(人)

出身県
就職者
(人)

地元就
職率

項目

2018年度卒業生 2019年度卒業生 2020年度卒業生 2021年度卒業生

出身者
(人)

出身県
就職者
(人)

地元就
職率

資料13

出身者
(人)

出身県
就職者
(人)

地元就
職率

出身者
(人)

出身県
就職者
(人)

地元就
職率
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令和３年度 大学等卒業者の就職状況について

文部科学省･厚生労働省調査 （令和4年5月20日発表資料） 

令和4年4月1日現在 調査校：大学62校､短大20校､高等専門学校10校、専修学校(専門課程)20校 計112校

調査対象人員：大学、短期大学、高等専門学校、専修学校 計6,250人 

就職希望率：卒業者に対する就職希望者の割合  ( )内は前年度同期調査からの増減値(▲は減少)である。

就職率：就職希望者に対する就職者の割合  ( )内は前年度同期調査からの増減値(▲は減少)である。

[全体]

〈参考〉

前年度卒業学生の就職率

(R3.4.1現在)

76.1% （ 0.1 ） 95.8% （ ▲0.2 ） 96.0%

国公立 56.8% （ 0.3 ） 96.1% （ 0.2 ） 95.9%

私立 85.7% （ 0.1 ） 95.6% （ ▲0.5 ） 96.1%

79.0% （ 0.3 ） 97.8% （ 1.5 ） 96.3%

54.0% （ ▲6.3 ） 99.1% （ ▲0.9 ） 100.0%

74.9% （ ▲0.2 ） 96.1% （ ▲0.2 ） 96.3%

91.5% （ 1.1 ） 98.0% （ ▲0.9 ） 98.9%

17.8% （ 9.6 ） 100.0% （ 0.0 ） 100.0%

資料14

総計

うち

高等専門学校

岡山商科大学（日本人のみ）

岡山商科大学（留学生のみ）

大学

短期大学

区分 就職率就職希望率

98.0%

99.1%

97.8%

95.6%

96.1%

95.8%

93.0% 94.0% 95.0% 96.0% 97.0% 98.0% 99.0% 100.0%

区分別卒業者の就職状況
大学 国公立 私立 短期大学 高等専門学校 岡山商科大学（日本人のみ）
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[大学 地域別就職状況]

93.4% （ ▲3.6 ）

96.7% （ 0.9 ）

97.0% （ ▲1.3 ）

95.8% （ 0 ）

92.2% （ ▲2.3 ）

96.0% （ 0.9 ）

98.0% （ ▲0.9 ）

100.0% （ 0.0 ）

関東地区

中部地区

岡山商科大学（留学生のみ）

北海道・東北地区

中国・四国地区

近畿地区

九州地区

岡山商科大学（日本人のみ）

地域 就職率

98.0%

96.0%

92.2%

95.8%

97.0%

96.7%

93.4%

88.0% 90.0% 92.0% 94.0% 96.0% 98.0% 100.0%

大学地域別就職状況

北海道・東北地区 関東地区 中部地区

近畿地区 中国・四国地区 九州地区

岡山商科大学（日本人のみ）
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学科別就職状況（留学生は除く）

卒業者数就職希望者数就職者数 就職率 進学者数

法学部 法学科 83 69 67 97.1% 3

経済学部 経済学科 68 63 61 96.8% 0

経営学科 114 107 106 99.0% 3

商学科 67 65 64 98.4% 0

332 304 298 98.0% 6

学科別就職状況（留学生のみ）

卒業者数就職希望者数就職者数 就職率 進学者数 帰　国

法学部 法学科 0 0 0 － 0 0

経済学部 経済学科 36 4 4 100.0% 20 11

経営学科 22 3 3 100.0% 4 14

商学科 15 6 6 100.0% 2 7

73 13 13 100.0% 26 32

※小数第2位は切り捨てで算出

※小数第2位は切り捨てで算出

合　　計

経営学部

合　　計

経営学部

2021年度（2022年3月）卒業生　学部学科別・地域別就職状況

資料15
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地域別就職状況

法学部 経済学部

法学科 経済学科 経営学科 商学科

岡山県 36 26 63 34 159 51.1%

東京都 8 8 9 4 29 9.3%

香川県 4 5 6 5 20 6.4%

広島県 4 4 6 4 18 5.8%

大阪府 2 6 4 5 17 5.5%

島根県 2 4 4 1 11 3.5%

兵庫県 2 2 2 2 8 2.6%

徳島県 3 1 0 3 7 2.3%

福岡県 0 1 3 2 6 1.9%

愛媛県 1 1 0 3 5 1.6%

高知県 1 0 4 0 5 1.6%

神奈川県 0 1 2 2 5 1.6%

鳥取県 1 0 1 2 4 1.3%

山口県 1 2 0 0 3 1.0%

その他 2 4 5 3 14 4.5%

合計 67 65 109 70 311 100.0%

中四国エリア 53 43 84 52 232 74.6%

※左欄の県に本社のある会社に就職した者の数

経営学部
合計 比率

岡山県. 51.1%

東京都. 9.3%

香川県. 6.4%

広島県. 5.8%

大阪府. 5.5%

島根県. 3.5%

兵庫県. 2.6%

徳島県. 2.3%

福岡県. 1.9%

愛媛県. 1.6%
高知県. 1.6%

神奈川県. 1.6%

鳥取県. 1.3% 山口県. 1.0%

その他. 4.5%

地域別就職状況
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資料16

業種別就職状況
業種 法学部 経済学部 経営学部 合　計 比　率

建設・不動産業 8 5 11 24 7.9%

製　造　業 7 9 27 43 14.1%

卸　売　業 5 11 20 36 11.8%

小　売　業 14 11 37 62 20.3%

金　融　業 1 4 12 17 5.6%

運輸・倉庫業 1 8 9 3.0%

通　信　業 0 0 0 0 0.0%

旅　行　業 0 0 0 0 0.0%

サービス業 18 17 54 89 29.2%

公　　務 13 0 12 25 8.2%

合　　計 67 65 173 305 100.0%

2021年度（2022年3月）卒業生　業種別就職状況

建設・不動産業, 
7.7%

製造業, 
13.8%

卸売業, 
11.6%

小売業, 
19.9%金融業, 

5.5%

運輸・倉庫業, 
4.8%

サービス業, 
28.6%

公務, 8.0%
全学部 建設・不動産業, 

11.9%

製造業, 
10.4%

卸売業, 
7.5%

小売業, 
20.9%

金融業, 
1.5%

運輸・倉庫業, 
1.5%

サービス

業, 26.9%

公務, 
19.4%

法学部

建設・不動産業, 
7.7%

製造業, 
13.8%

卸売業, 
16.9%

小売業, 
16.9%金融業, 

6.2%

運輸・倉庫業, 
12.3%

サービス

業, 26.2%

経済学部
建設・不動産業, 

6.1%

製造業, 
15.1%

卸売業, 
11.2%

小売業, 
20.7%

金融業, 
6.7%

運輸・倉庫業, 
3.4%

サービス業, 
30.2%

公務, 6.7%

経営学部
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フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

― 学　長
井　尻　昭　夫
ｲ ｼﾞﾘ ｱｷ ｵ

＜平成7年4月＞

経営学
博士

岡山商科大学学長
(平成7.4～令和5.3）

（注）　高等専門学校にあっては校長について記入すること。

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第３号（その１）

教 員 名 簿

年齢
調書
番号

役職名
現　職

（就任年月）

学 長 の 氏 名 等

保有
学位等

月額基本給
（千円）

－ 教員名簿 － 1 －
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審査意見への対応を記載した書類（9月） 

 

（目次） 経済学部経済学科 

１ 学生確保の見通しについて、定員充足の根拠となる客観的なデータとして、本学の

志願等の状況を示して説明しているが、経済学部経済学科の直近の過去３年間の志願

者数は減少傾向にある一方で、これらについての要因分析はなされておらず、今後の

志願者数が引き続き減少するのか、あるいは増加するのかの見込みも判然としない。

また、例えば直近の令和４年度の実績では、受験者数 174 人の全員が合格している一

方で、辞退者が 93 名であった結果として入学者数は 81 人となっており、現在の入学

定員は満たしているものの、令和５年度以降に増加後の入学定員 90 名を充足するこ

とができるのか疑義がある。このため、過去３年間の志願者数が減少していることに

ついての要因分析を示すとともに、増加後の入学定員について、過去３年間における

受験者数、合格者数、辞退者数及び入学者数の実績を勘案して充足できる見込みがあ

るか改めて分析をした上で、当該分析結果を踏まえつつ、今後長期的かつ安定的に学

生の確保を図ることができる見通しがあることについて、客観的なデータを用いて説

明すること。その際、高校生の入学意思等を確認するアンケート調査を実施してその

結果を活用する場合は、クロス集計など適切な分析を行った上で説明に用いること。

（是正事項）………………………………………………………………………… ２ 
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（是正事項） 経済学部経済学科 

 

 

（対応） 

 本学の経済学部経済学科の入学定員は現在 80 人であるが、志願者の動向、地域社会

からの要請を考慮して 90 人への増員を計画していたが、今回、法学部法学科及び経営

学部経営学科のみの増員計画で補正申請を行うこととし、申請書から経済学部経済学科

に関する記述や資料を削除する。 

  

１ 学生確保の見通しについて、定員充足の根拠となる客観的なデータとして、本学

の志願等の状況を示して説明しているが、経済学部経済学科の直近の過去３年間の

志願者数は減少傾向にある一方で、これらについての要因分析はなされておらず、

今後の志願者数が引き続き減少するのか、あるいは増加するのかの見込みも判然と

しない。また、例えば直近の令和４年度の実績では、受験者数 174 人の全員が合格

している一方で、辞退者が 93 名であった結果として入学者数は 81 人となってお

り、現在の入学定員は満たしているものの、令和５年度以降に増加後の入学定員 90

名を充足することができるのか疑義がある。このため、過去３年間の志願者数が減

少していることについての要因分析を示すとともに、増加後の入学定員について、

過去３年間における受験者数、合格者数、辞退者数及び入学者数の実績を勘案して

充足できる見込みがあるか改めて分析をした上で、当該分析結果を踏まえつつ、今

後長期的かつ安定的に学生の確保を図ることができる見通しがあることについて、

客観的なデータを用いて説明すること。その際、高校生の入学意思等を確認するア

ンケート調査を実施してその結果を活用する場合は、クロス集計など適切な分析を

行った上で説明に用いること。 



- 審査意見（9 月） - 3 - 

 

『基本計画書』 

『新設学部等の目的』から経済学部経済学科を削除し、『新設学部等の概要』の経済

学部経済学科の入学定員 90（80）、収容定員 420（380）を入学定員 80、収容 380 に修正

し、計の入学定員 460、収容定員 1,960 を入学定員 450、収容定員 1,920 に修正すると

ともに開設時期を令和 5年 4月を令和 3年 4月に修正する。 

 

（新旧対照表） 

基本計画書（新設学部等の目的） 

 

基本計画書（新設学部等の概要） 

 

『学校法人吉備学園 設置認可等に係る組織の移行表』の令和 5年度欄の経済学部経

済学科の入学定員 90 を 80、収容定員 420 を 380 に修正し、変更事由の定員変更（10）

を削除し、計の入学定員 460 を 450、収容定員 1,960 を 1,920 に修正する。 

 

（新旧対照表）基本計画書（移行表） 

新 旧 

志願者や入学者の動向等や高い就職率を維

持していることから、今後とも、社会に貢献で

きる人材の育成や高校生の進学ニーズに応え

るため、法学部法学科、経営学部経営学科の収

容定員を変更する。 

志願者や入学者の動向等や高い就職率を維

持していることから、今後とも、社会に貢献で

きる人材の育成や高校生の進学ニーズに応え

るため、法学部法学科、経済学部経済学科、経

営学部経営学科の収容定員を変更する。 

新 旧 

      入学   収容  開設時期及 

定員   定員  び開設年次 

 

経済学部           令 和 3 年 4 月  

経済学科   80   380   

 
       450  1,920 
   計       

 

 

     入学   収容  開設時期及 

定員   定員  び開設年次 

 

経済学部  90   420   令和 5 年 4 月 

経済学科 （80） （380） 

 
      460  1,960 
   計       

 

新 旧 

令和 5年度  入学  収容 

       定員  定員 

 

経済学部 

 経済学科   80  380   

 

   計    450 1,920 

 

令和 5年度  入学  収容 

       定員  定員 

 

経済学部 

 経済学科   90  420  定員変更（10） 

 

   計    460 1,960 
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『学則の変更の趣旨等を記載した書類』 

『ア 学則変更（収容定員変更）の内容』の文中から、経済学部経済学科を削除する

ともに、表中の経済学部経済学科の変更後の入学定員を 90 人から 80 人、収容定員を

420人から380人、増減を0に修正及び合計欄の変更後の入学定員を460人から450人、

収容定員を 1,960 人から 1,920 人、増減を 180 人から 140 人に修正する。 

 

 

（新旧対照表）学則の変更の趣旨等を記載した書類（２ページ） 

 

 

 

 

『イ 学則変更（収容定員変更）の必要性』の文中から、経済学部経済学科の記述を

削除する。（３ページ 13行～15 行） 

 

（新旧対照表）学則の変更の趣旨等を記載した書類（３ページ） 

新 旧 

（１行） 

ア 学則変更（収容定員変更）の内容 

  令和５年度入学生から、法学部法学科及び

経営学部経営学科の定員を下表のとおり変更

する。 

学 

部 

学 

科 
定員区分  

変更

後 
増減 

経

済

学

部 

経

済

学

科 

入学定員  80 ― 

編入学定員  30 ― 

収容定員  380 ― 

合 計 

入学定員  450 35 

編入学定員  60 ― 

収容定員  1,920 140 

 

（１行） 

ア 学則変更（収容定員変更）の内容 

  令和５年度入学生から、法学部法学科、経

済学部経済学科及び経営学部経営学科の定

員を下表のとおり変更する。 

学 

部 

学 

科 
定員区分  

変更

後 
増減 

経

済

学

部 

経

済

学

科 

入学定員  90 10 

編入学定員  30 0 

収容定員  420 40 

合 計 

入学定員  460 45 

編入学定員  60 ― 

収容定員  1,960 180 

 

新 旧 

（10行） 

さらに、各学部における人材の養成に関する目

的や教育研究上の目的については、 

法学部法学科は、「法学、政治学に関する理論

的・実践的な教育研究を行い、法学、政治学の専

門知識を活かして社会に貢献することができる

（10行） 

さらに、各学部における人材の養成に関する

目的や教育研究上の目的については、 

法学部法学科は、「法学、政治学に関する理論

的・実践的な教育研究を行い、法学、政治学の

専門知識を活かして社会に貢献することがで
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『イ 学則変更（収容定員変更）の必要性』の入学者の状況の文中及び表 2から、経

済学部経済学科の記述を削除する。（４ページ 7行～8行） 

 

（新旧対照表）学則の変更の趣旨等を記載した書類（４ページ） 

 

 

 

 

人材を育成すること」、 
 
 
 
 
 
 
経営学部経営学科は、「経営学、情報・メディア

学及び会計学に関する教育研究を行い、社会、と

りわけ企業という組織の中で創造的に貢献でき

る能力を持った人材を育成すること」と定めてい

る。 

きる人材を育成すること」、 
 
経済学部経済学科は、「経済学に関する理論

的・実証的な教育研究を行い、これにより経済

学に関する知識と、問題を解決するために必要

な能力を有する人材を養成すること」、 
 
経営学部経営学科は、「経営学、情報・メディ

ア学及び会計学に関する教育研究を行い、社

会、とりわけ企業という組織の中で創造的に貢

献できる能力を持った人材を育成すること」と

定めている。 

 

新 旧 

（４行） 

まず、入学者の状況については、 

法学部法学科は、5年間入学定員を確保し、平

均入学定員超過率は 1.15 倍（H30～R4 の 5年間）

である。 

 

 

 

 

 

 

次に、経営学部経営学科は、5年間入学定員を

確保し、平均入学定員超過率は 1.14 倍（H30～R4

の 5年間）であり、２学科ともに確実に入学者を

確保している。（表 2） 

 

 

（４行） 

まず、入学者の状況については、 

法学部法学科は、5 年間入学定員を確保し、

平均入学定員超過率は 1.15 倍（H30～R4 の 5年

間）である。 

 

次に、経済学部経済学科は、入学定員を増加

した令和 3年度のみ定員を 3人下回ったが、平

均入学定員超過率は 1.12 倍（H30～R4 の 5 年

間）である。 

 

そして、経営学部経営学科は、5 年間入学定

員を確保し、平均入学定員超過率は1.14倍（H30

～R4 の 5年間）であり、３学科ともに確実に入

学者を確保している。（表 2） 
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（新旧対照表）学則の変更の趣旨等を記載した書類（表２） 

 

 

 

『イ 学則変更（収容定員変更）の必要性』の就職状況の文中及び表 3 から、経済学

部経済学科の記述を削除する。（４ページ下から 3行） 

 

（新旧対照表）学則の変更の趣旨等を記載した書類（４ページ） 

新 旧 

 

表 2 入学者数について     （単位：人） 

学部

学科 

項 

目 

平成

30 

年度 

令和

元 

年度 

令

和 

2 

年

度 

令

和

3 

年

度 

令

和

4 

年

度 

平均

入学

定員

超過

率 

法学

部法

学科 

入学

者 
93 91 91 91 90 

 

1.15 

入学

定員 
75 75 75 85 85 

 

経営

学部

経営

学科 

入学

者 
159 163 176 171 156 

 

1.14 

入学

定員 
140 140 140 150 150 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 2 入学者数について      （単位：人） 

学部

学科 

項 

目 

平成

30 

年度 

令和

元 

年度 

令

和 

2 

年

度 

令

和

3 

年

度 

令

和

4 

年

度 

平均

入学

定員

超過

率 

法学

部法

学科 

入学

者 
93 91 91 91 90 

 

1.15 

入学

定員 
75 75 75 85 85 

 

経済

学部

経済

学科 

入学

者 
90 79 88 77 81 

 

1.12 

入学

定員 
70 70 70 80 80 

 

経営

学部

経営

学科 

入学

者 
159 163 176 171 156 

 

1.14 

入学

定員 
140 140 140 150 150 

 

 

新 旧 

（下から 2行） 

次に、就職状況は、法学部法学科は、96.5％～

98.6％、また、経営学部経営学科は、98.7％～

100.0％といずれの学部学科も高い実績を維持して

いる。（表 3） 

 

 

（下から 3行） 

次に、就職状況は、法学部法学科は、96.5％～

98.6％、また、経済学部経済学科は、97.0％～

98.0％、そして、経営学部経営学科は、98.7％～

100.0％といずれの学部学科も高い実績を維持して

いる。（表 3） 

 



- 審査意見（9 月） - 7 - 

 

 

 

 

『ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容』の「教育の特色」の

うち、経済学部経済学科の記述を削除する。（８ページ） 

 

（新旧対照表）学則の変更の趣旨等を記載した書類（８ページ） 

表 3 就職率について 
学 

部 

学 

科 

平成

30 

年 度 

令和元 

年 度 

令和 2 

年 度 

令和 3 

年 度 

法

学

部 

法

学

科 

98.6％ 98.2％ 96.5％ 97.1％ 

経

営

学

部 

経

営

学

科 

98.7％ 98.7％ 100.0％ 99.0％ 

 

表 3 就職率について 
学 

部 

学 

科 

平成

30 

年 度 

令和元 

年 度 

令和 2 

年 度 

令和 3 

年 度 

法

学

部 

法

学

科 

98.6％ 98.2％ 96.5％ 97.1％ 

経

済

学

部 

経

済

学

科 

97.8％ 98.0％ 98.0％ 97.0％ 

経

営

学

部 

経

営

学

科 

98.7％ 98.7％ 100.0％ 99.0％ 

 

 

新 旧 

経済学部経済学科を削除 B  経済学部 経済学科(資料 5) 

（1）特色ある科目構成と履修すべき科目 

 経済学科では、経済の基礎知識から経済学の

理論及びその応用あるいは歴史などの専門的内

容までを体系的に学び、経済全体に生じる問題

を発見する力やその解決方法について考える力

を身につけることを目標としている。そのため

に、経済学科では、以下の科目と単位数を修得

することを必要とする。 

① 一般教育科目 

「考える力」の基盤となり、経済学について、

専門的に学んでいくための基本的な知識と

して必要となる一般教育科目群から 25 単位

（うち必修科目10単位と選択必修科目15単

位）以上を修得すること。必修科目は、「教養

演習」、「経済学入門」、「データ分析」、「キャ

リア形成論」である。（一般知識） 

② 専門科目 

経済学に関する専門的な知識や技能を修

得するために設定している専門科目群から

88 単位（うち必修科目 22 単位と選択必修科

目 24単位）以上を修得すること。（専門知識） 

コア科目として一般教育科目（専門接続

科目）の「経済学入門」と専門科目の「経済

学」・「ミクロ経済学」・「マクロ経済学」の合

計 8単位を必修科目として履修し、単位を修
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得すること。（専門知識） 

③ 演習科目 

表現力やコミュニケーション能力の育成

とともに、大学生としての基礎的な知識と基

本的な学習能力の習得を目指し、1 年次から

必修科目として設置している演習科目（教養

演習、基礎演習（2年前期）、研究演習（2年

後期）、研究演習（3年）、研究演習（4年））

16 単位を修得すること。（思考力・判断力・

表現力）、（意欲・責任感，協調性，持続性，

倫理観） 

④ 初年次教育科目 

学生の学びのスタイルを大学での「自主的

な学び」へスムーズに適応できるように、ま

た「教養演習」を専門教育へ橋渡しするため

に基礎的な知識や能力をレベルアップでき

るように、「経済学演習」と「数学演習」を必

修化している。 

⑤ 地域社会、国際社会、産業界等の社会との接

続科目 

地域社会や国際社会との接続を意識し、地

域づくりや産業振興等を中心とした講義「地

域政策」、「岡山経済分析」や「アジア経済分

析」等、また、金融機関への就職を意識し、

外部講師が講義する「金融リテラシー講座

（基礎編）」（一般教育科目）、「金融リテラシ

ー講座（応用編）」（専門科目）等を用意して

いる。 

⑥ 大学院教育との接続科目 

大学院との接続を意識し、経済理論（ミク

ロ経済学およびマクロ経済学）を中心とした

講義「特別演習」を用意している。 

⑦ 能動的学修の充実科目 

「教養演習」、「基礎演習」、「研究演習（2

年・3年・4年）」では、それぞれ開催される

ゼミ対抗プレゼンテーション大会への参加

を通じて、能動的学修能力の向上が図れるよ

うにしている。 

(2) PDCA サイクル 

教員各自の成績評価と学科、科目群での評価

の在り方について示す。 

① 教員個人での PDCA 

各科目の評価は、教員各位で実施する。     

② 科目群、学科、学部での PDCA 

科目群、学科、学部で、合格率を含めて評

価を実施する。 

(3) DP、CP の 9 評価項目と授業科目の特色を示す

カリキュラムマップ 

 科目ごとのシラバスに授業の目的、到達目標

(60 点を達成)、授業形態（講義、演習、実験、

実習・実技）、授業方法（受動型、アクティブラ

ーニング、フィールドスタディ、問題解決型、そ

の他)と学習させたい CP の 9 評価項目の関係を

示している。 

また、特色ある教育内容については、初年次
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『ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容』の文中から経済学部

経済学科の削除に伴い、番号の繰り上げを行う。 

 

（新旧対照表）学則の変更の趣旨等を記載した書類（９～１３ページ） 

 

 

 

（新旧対照表）学則の変更の趣旨等を記載した書類（１４ページ） 

教育科目、接続科目（地域社会、国際社会、産業

界、大学院進学）の項目を設け、該当に○印を付

け示している。 

① 科目の教育目標から、この科目で学習させる

主たる CPの 9評価項目に○印を付け、その重

要度を示している。 

② 授業計画から、○印を付けた CP の 9 評価項

目の学習目標値を％で表示している。 

③ 評価方法に記載した評価手段(試験、レポー

ト、小テスト、成果発表等)毎に、○印付けた

CPの 9評価項目に評価の程度を％で表示して

いる。 

 

 

 

新 旧 

（８ページ 10 行） 
B  経営学部 経営学科(資料 5) 

 

（１０ページ下から 13行） 

（資料 6） 

 

（１１ページ 3行） 

（資料 7) 

 

（１１ページ下から 7行） 

（資料 8） 

 

（１１ページ下から 4行） 

（資料 9、10） 

 

（９ページ下から 10 行） 
C 経営学部 経営学科(資料 6) 

 

（１１ページ下から 5行） 

（資料 7） 

 

（１２ページ下から 18行） 

（資料 8) 

 

（１３ページ 10行） 

（資料 9） 

 

（１３ページ 13行） 

（資料 10、11） 

 

 

 

新 旧 

（１２ページ下から 12行）  

 各学部の取り組みについては、PDCA サイクルに

よる計画の見直しを図っており、前年度の問題点を

踏まえた改善が行われている。例えば、法学部では、

（１４ページ 6行）  

 各学部の取り組みについては、PDCA サイクルに

よる計画の見直しを図っており、前年度の問題点を

踏まえた改善が行われている。例えば、法学部では、
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『ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容』（ゥ）教員組織』の文

中から経済学部経済学科を削除する。 

 

（新旧対照表）学則の変更の趣旨等を記載した書類 

  

公務員を志望する学生が多いことから、公務員就職

対策講座を主催するほか、自己開発室を設置して個

別指導を実施している。経営学部では、1年次生の

前期において修得単位数が 13単位以下の学生を対

象に、学生生活応援ミーティングを実施している。 

 

公務員を志望する学生が多いことから、公務員就職

対策講座を主催するほか、自己開発室を設置して個

別指導を実施している。経済学部では、取得単位数

の少ない学生や GPA 値の低い学生に対しては、複数

の教員で指導に当たるほか、1年次の保護者あてに

出席状況等を示した「経済学部通信」を年 6回発行

し送付している。経営学部では、1年次生の前期に

おいて修得単位数が 13 単位以下の学生を対象に、

学生生活応援ミーティングを実施している。 

 

新 旧 

（１３ページ） 

（ゥ）教員組織   

法学部法学科の専任教員数は 15人であり、そ

の内訳は、教授 7 人、准教授 2 人、講師 6 人の

教員を配置している。今回変更予定である 60人

の収容定員増加で ST 比は 26.7 になるが、十分

に教育できる体制である。なお、大学設置基準

で定める必要教員数を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営学部経営学科の専任教員数は 24 人であ

り、その内訳は、教授 12人、准教授 6人、講師

5 人、助教 1 人の教員を配置している。今回変

更予定である 80 人の収容定員増加で ST 比は

30.0 になるが、十分に教育できる体制である。

なお、大学設置基準で定める必要教員数を上回

っている。 

 

（１４ページ） 

（ゥ）教員組織   

法学部法学科の専任教員数は 15人であり、そ

の内訳は、教授 7 人、准教授 2 人、講師 6 人の

教員を配置している。今回変更予定である 60人

の収容定員増加で ST 比は 26.7 になるが、十分

に教育できる体制である。なお、大学設置基準

で定める必要教員数を上回っている。 

 

経済学部経済学科の専任教員数は 19 人であ

り、その内訳は、教授 7 人、准教授 5 人、講師

7 人の教員を配置している。今回変更予定の 40

人の収容定員増加で、ST比は 22.1 になるが、十

分に教育できる体制である。なお、大学設置基

準で定める必要教員数を上回っている。 

 

経営学部経営学科の専任教員数は 24 人であ

り、その内訳は、教授 12人、准教授 6人、講師

5人、助教 1人の教員を配置している。今回変更

予定である 80人の収容定員増加で ST比は 30.0

になるが、十分に教育できる体制である。なお、

大学設置基準で定める必要教員数を上回ってい

る。 
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『学生確保の見通し等を記載した書類』 

『（１）学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況、①学生の確保の見通し、

ア 定員充足の見込み』の本文中から経済学部経済学科の記述を削除する。（２ページ） 

 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類（２ページ） 

新 旧 

（１） 学生の確保の見通し及び申請者としての取

組状況 

① 学生の確保の見通し 

   ア 定員充足の見込み 

    (ァ) 定員設定の考え方 

 

（２１行） 

これらの教育内容の特色が、受験生や保護者から

の期待、社会からの評価に応えることになり、平均

入学定員超過率（H30～R4 の 5年間）は、法学部法

学科が 1.15 倍、経営学部経営学科が 1.14 倍であ

り、確実に入学者を確保するとともに、就職状況に

ついても、就職率（H30～R3 の 4年間）は法学部法

学科が 96.5％～98.6％、また、経営学部経営学科

が 98.7％～100.0％といずれの学部学科も高い実

績を維持している。 

 

 

このため、法学部法学科の入学定員を現在の 85

人から 100 人に、経営学部経営学科の入学定員を

現在の 150 人から 170 人に増員する。 

 

 

(ィ) 定員充足 

志願者については、法学部法学科の志願者は、平

成 30 年度の 160 人が令和 4 年度は 236 人に増加

し、1.48 倍になっている。また、経営学部経営学

科の志願者は、平成 30年度の 240 人が令和 4年度

は 287 人に増加し 1.20 倍になっている。 

 

 

 

また、入学者については、法学部法学科の平均入

学定員超過率は 1.15 倍（H30～R4 の 5年間）、経営

学部経営学科の平均入学定員超過率は 1.14 倍（H30

～R4 の 5年間）である。 

 

（１） 学生の確保の見通し及び申請者としての取

組状況 

① 学生の確保の見通し 

   ア 定員充足の見込み 

    (ァ) 定員設定の考え方 

 

（２１行） 

これらの教育内容の特色が、受験生や保護者から

の期待、社会からの評価に応えることになり、平均

入学定員超過率（H30～R4 の 5年間）は、法学部法

学科が 1.15 倍、経済学部経済学科が 1.12 倍、経営

学部経営学科が 1.14 倍であり、確実に入学者を確

保するとともに、就職状況についても、就職率（H30

～R3 の 4年間）は法学部法学科が 96.5％～98.6％、

また、経済学部経済学科が 97.0％～98.0％、そし

て、経営学部経営学科が 98.7％～100.0％といずれ

の学部学科も高い実績を維持している。 

 

このため、法学部法学科の入学定員を現在の 85

人から 100 人に、経済学部経済学科の入学定員を現

在の 80人から 90人に、経営学部経営学科の入学定

員を現在の 150 人から 170 人に増員する。 

 

(ィ) 定員充足 

志願者については、法学部法学科の志願者は、平

成 30 年度の 160 人が令和 4 年度は 236 人に増加

し、1.48 倍になっている。また、経済学部経済学科

の志願者は、平成 30年度の 162 人が令和 4年度は

182 人に増加し、1.12 倍になっている。そして、経

営学部経営学科の志願者は、平成 30 年度の 240 人

が令和 4年度は 287 人に増加し 1.20 倍になってい

る。 

また、入学者については、法学部法学科の平均入

学定員超過率は 1.15 倍（H30～R4 の 5年間）、経済

学部経済学科の平均入学定員超過率は 1.12 倍（H30

～R4 の 5年間）、経営学部経営学科の平均入学定員

超過率は 1.14 倍（H30～R4 の 5年間）である。 
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『学生確保の見通し等を記載した書類』 

『イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要』(ァ)全国の志願動向等の文中から、

経済学部経済学科の志願者等の記述を削除する。（３ページ） 

 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類（３ページ） 

このように志願者数は増加傾向にあり、入学者数

については安定的に推移している。 

したがって、今回申請している法学部法学科 15

人及び経営学部経営学科 20人の入学定員の増員は

確保できるものと見込んでいる。 

 

このように志願者数は増加傾向にあり、入学者数

については安定的に推移している。 

したがって、今回申請している法学部法学科 15

人、経済学部経済学科 10 人及び経営学部経営学科

20 人の入学定員の増員は確保できるものと見込ん

でいる。 

 

新 旧 

イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

 (ァ)  全国の志願動向等 

（17行） 

また、本学と同系統の学部である法学部、経営

学部の志願動向は、「私立大学・短期大学等入学

志願動向」の学部系統別の動向をみると、 

 

まず、法学部の志願者は、平成 29（2017）年

度 270,949 人、平成 30（2018）年度 285,472 人、

令和元（2019）年度 303,828 人、令和 2（2020）

年度 276,032 人、令和 3（2021）年度 243,558 人

であり、また、志願倍率は、平成 29（2017）年度

8.8 倍、平成 30（2018）年度 9.2 倍、令和元（2019）

年度 9.8 倍、令和 2（2020）年度 9.0 倍、令和 3

（2021）年度 7.9 倍となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そして、経営学部の志願者は、平成 29（2017）

イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

 (ァ)  全国の志願動向等 

（17行） 

また、本学と同系統の学部である法学部、経済

学部、経営学部の志願動向は、「私立大学・短期

大学等入学志願動向」の学部系統別の動向をみる

と、 

まず、法学部の志願者は、平成 29（2017）年

度 270,949 人、平成 30（2018）年度 285,472 人、

令和元（2019）年度 303,828 人、令和 2（2020）

年度 276,032 人、令和 3（2021）年度 243,558 人

であり、また、志願倍率は、平成 29（2017）年度

8.8 倍、平成 30（2018）年度 9.2 倍、令和元（2019）

年度 9.8 倍、令和 2（2020）年度 9.0 倍、令和 3

（2021）年度 7.9 倍となっている。 

 

次に、経済学部の志願者は、平成 29（2017）

年度 374,884 人、平成 30（2018）年度 412,231

人、令和元（2019）年度 422,743 人、令和 2（2020）

年度 391,925 人、令和 3（2021）年度 350,241 人

であり、また、志願倍率は、平成 29（2017）年度

9.5 倍、平成 30（2018）年度 10.3 倍、令和元（2019）

年度 10.8 倍、令和 2（2020）年度 10.1 倍、令和

3（2021）年度 9.0 倍となっている。 

 

そして、経営学部の志願者は、平成 29（2017）
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『(イ)岡山県及び近隣県の在籍者数』については、出身別在籍者数から経済学部経済学

科の学生を除いた数字に修正する。（４ページ 2行～6行） 

 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類 

 

 

『(ゥ)外国人留学生の在籍状況』については、出身別在籍者数から経済学部経済学科の

学生を除いた数字に修正する。（４ページ 18 行～21 行） 

 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類（４ページ） 

年度 239,665 人、平成 30（2018）年度 268,888

人、令和元（2019）年度 296,026 人、令和 2（2020）

年度 292,165 人、令和 3（2021）年度 252,916 人

であり、また、志願倍率は、平成 29（2017）年度

9.3 倍、平成 30（2018）年度 10.6 倍、令和元

（2019）年度 11.0 倍、令和 2（2020）年度 10.5

倍、令和 3（2021）年度 9.0 倍となっている。 

 

このように、私立大学への進学需要は堅調で

あり、法学系、経営学系の進学需要も安定してい

る。 

 

年度 239,665 人、平成 30（2018）年度 268,888

人、令和元（2019）年度 296,026 人、令和 2（2020）

年度 292,165 人、令和 3（2021）年度 252,916 人

であり、また、志願倍率は、平成 29（2017）年度

9.3 倍、平成 30（2018）年度 10.6 倍、令和元（2019）

年度 11.0 倍、令和 2（2020）年度 10.5 倍、令和

3（2021）年度 9.0 倍となっている。 

 

このように、私立大学への進学需要は堅調で

あり、法学系、経済学系、経営学系の進学需要も

安定している。 

 

新 旧 

（３ページ） 

(ィ)  岡山県及び近隣県の在籍者数 

本学の学生の出身は、最近 5年間の入学者の状

況をみる、主に岡山県であり、約 61.0％を占め

ている。次に香川県 9.1％、広島県 6.6％、愛媛

県 4.5％、島根県 3.9％、高知県 3.2％、鳥取県

2.2％、徳島県 1.1％、その他の府県となってい

る。（資料 2） 

 

（４ページ） 

(ィ)  岡山県及び近隣県の在籍者数 

本学の学生の出身は、最近 5年間の入学者の状

況をみる、主に岡山県であり、約 45.8％を占め

ている。次に香川県 7.7％、広島県 4.4％、愛媛

県 4.1％、島根県 2.9％、高知県 2.6％、鳥取県

1.9％、徳島県 0.9％、その他の府県となってい

る。（資料 2） 

 

新 旧 

ゥ)  外国人留学生の在籍状況 

本学の留学生の出身国については、最近の 5

年間の入学生を見ると、主に中国の出身者であ

り 79.1%を占めている。次に韓国で 11.6％であ

り、その他ベトナム等となっている。（資料

4） 

 

(ゥ)  外国人留学生の在籍状況 

本学の留学生の出身国については、最近の 5

年間の入学生を見ると、主に中国の出身者であ

り 86.7%を占めている。次に韓国で 8.4％であ

り、その他ベトナム等となっている。（資料

4） 
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『(ェ)岡山商科大学の志願等の状況』については、経済学部経済学科の記述を削除する。 

 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類（６ページ） 

新 旧 

(ェ)  岡山商科大学の志願等の状況 

 

経済学部経済学科の記載を削除 

(ェ)  岡山商科大学の志願等の状況 

（下から１４行） 

次に、経済学部経済学科の 5年間の入学定員

（平成 30年度から令和 2年度は 70人、令和 3年

度から令和 4年度は 80人に増員）に対する志願

者等の状況は次のとおりである。（資料 6の中段） 

 

a 平成30年度は志願者数162人(うち留学生10

人)、志願倍率 2.31 倍、受験者数 160 人(うち

留学生 10人)、合格者数 154 人(うち留学生 10

人)、辞退者 64人(うち留学生 0人)、入学者数

90人(うち留学生 10人)、歩留率 58％、入学定

員超過率 1.28 倍であり、 

b 令和元年度は志願者数 287 人(うち留学生 4

人)、志願倍率 4.10 倍、受験者数 283 人(うち

留学生 4 人)、合格者数 134 人(うち留学生 3

人)、辞退者 55人(うち留学生 0人)、入学者数

79 人(うち留学生 3 人)、歩留率 59％、入学定

員超過率 1.12 倍であり、 

c 令和 2 年度は志願者数 313 人(うち留学生 14

人)、志願倍率 4.47 倍、受験者数 309 人(うち

留学生 13 人)、合格者数 120 人(うち留学生 6

人)、辞退者 32人(うち留学生 0人)、入学者数

88 人(うち留学生 6 人)、歩留率 73％、入学定

員超過率 1.25 倍であり、d 令和 3年度は志願

者数 192 人(うち留学生 14人)、志願倍率 2.40

倍、受験者数 182 人(うち留学生 13 人)、合格

者数 172 人(うち留学生 13 人)、辞退者 95 人

(うち留学生 0人)、入学者数 77人(うち留学生

13 人)、歩留率 45％、入学定員超過率 0.96 倍

であり、 

e 令和 4 年度は志願者数 182 人(うち留学生 10

人)、志願倍率 2.28 倍、受験者数 174 人(うち留

学生10人)、合格者数174人(うち留学生10人)、

辞退者 93 人(うち留学生 2 人)、入学者数 81 人

(うち留学生 8人)、歩留率 47％、入学定員超過

率 1.01 倍である。 
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（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類 

 

このように、経済学部経済学科の志願状況は、 

○ア 5年間の入学定員超過率は、1.28 倍

（H30）、1.21 倍（R1）、1.25 倍（R2）、

0.96 倍（R3）、1.01 倍（R4）であり、ま

た、平均入学定員超過率は 1.12 倍となって

おり、増員初年度の令和 3年度が 3人定員

を下回ったが、その年度を除いて入学定員

を確保している。 

○イ 5年間の志願者は、162 人（H30）、287 人

（R1）、313 人（R2）、192 人（R3）、182

人（R4）であり、5年間の平均志願者数は

227.2 人、平均志願倍率は 3.11 倍になり、

平成 30年度と令和 4年度を比較すると

1.12 倍に伸びている。留学生を除いた志願

者の動向は、5年間の平均志願者数は 216.8

人、平成 30年度と令和 4年度を比較すると

1.13 倍であり、留学生については年度によ

り変動があるが、5年間平均で入学定員の

10.8%（8人）の入学者を確保している。 

○ウ 令和 3年度から入学定員を 70人から 80人

に増員したが、増員初年度は 77人（R3）と

定員を 3人下回ったが、2年目の令和 4年度

は 81人と入学定員を確保している。 

 

○エ 入学定員をほぼ確保している 5年間の合格

者数、志願者数を基に、今回申請の入学定

員 90人を確保するために必要な合格者数を

シミュレーションすると、161 人（5年間の

平均歩留率 56％）の合格者が必要になる

が、5年間の平均志願者数が 227.2 人である

ことから、161 人の合格者の確保は可能であ

り、入学定員の充足は見込める。 

 

上記のように、○ア5年間のうち令和 3年度の 1

年のみが定員割れであったが、平均入学定員超

過率が 1.12 倍であること、○イ5年間の志願状況

は、安定的な志願倍率を維持していること、○ウ

定員増加した 2 年目である令和 4 年度は入学定

員を確保していること、○エシミュレーションの

結果、入学者確保に必要な合格者数が見込める

こと、さらに、「②学生確保に向けた具体的な取

組状況」に記載している学生募集活動を強化す

ることにより、今回、増員申請している入学者

の確保は可能である。 

 

新 旧 



- 審査意見（9 月） - 16 - 

 

 

 

『② 学生確保に向けた具体的な取組状況』の文中から経済学部経済学科の記述を削除

する。（９ページ 13 行） 

 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類 

 

『（２） 人材需要の動向等社会の要請①人材の養成に関する目的その他の教育研究上

の目的（概要）』の「各学部学科において人材育成に関する目標」から経済学部経済学

科の記述を削除する。（１２ページ） 

 

 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類 

（７ページ下から 14行） 

 このように、（ァ）全国の法学、経営学系の志願

動向 

（９ページ 5行） 

 このように、（ァ）全国の法学、経済学、経営学

系の志願動向 

新 旧 

（７ページ下から 10行） 

② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

本学の「建学の精神」及び「教育理念」に基づ

き、各学部が求める学生像を詳細に定め、入学者

の受け入れ方針としている。（資料 7） 

こうした内容は、「アドミッションポリシー」

として学生募集要項に明記している。また、一学

科である法学部は学部単位で、経営学部は学科

ごとに求める学生像を示している。 

（９ページ 8行） 

② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

本学の「建学の精神」及び「教育理念」に基づ

き、各学部が求める学生像を詳細に定め、入学者

の受け入れ方針としている。（資料 7） 

こうした内容は、「アドミッションポリシー」

として学生募集要項に明記している。また、一学

科である法学部及び経済学部は学部単位で、経営

学部は学科ごとに求める学生像を示している。 

 

新 旧 

（１０ページ） 

（２） 人材需要の動向等社会の要請 

① 人材の養成に関する目的その他の教育研

究上の目的（概要） 

 

各学部学科において、人材育成に関する目標を次

のとおり定めている。 

学部

学科 
教育目標 出来るようになること 

法学

部 

法学

科 

①学修継

続力の向

上  

②公務員

採用試験

 

① 知識・技能 

法学、政治学の専門知識

を習得する。 

汎用性のある基礎的能力

（１２ページ） 

（２） 人材需要の動向等社会の要請 

① 人材の養成に関する目的その他の教育研

究上の目的（概要） 

 

各学部学科において、人材育成に関する目標を次

のとおり定めている。 

学部

学科 
教育目標 出来るようになること 

法学

部 

法学

科 

①学修継

続力の向

上  

②公務員

採用試験

 

① 知識・技能 

法学、政治学の専門知識

を習得する。 

汎用性のある基礎的能力
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合格の継

続的輩出 

を習得する。 

② 思考力・判断力・表現力 

法律の条文を解釈して

簡易な法律上の問題を

解決することができ

る。 

③ 主体性・態度 

法律や政治や行政に関心

を持ち、専門知識を活か

して社会に貢献すること

ができる。 

経営

学部

経営

学科 

①成績評

価に基づ

く教育の

充実 

②各コー

スの特徴

を生かし

た展開 

① 知識・技能 

経営学、会計学、情報・

メディア学の知識を習

得すると同時に、それら

を関連付けられるよう

な幅広い一般知識を習

得する。 

② 思考力・判断力・表現力 

会社や組織等に内在す

る問題に対して、的確に

アプローチをして問題

解決策を提案できる。 

③ 主体性・態度 

会社や組織に係わる問

題を能動的に解決しよ

うとする態度を身に付

け、社会に貢献すること

ができる。 

 

 

合格の継

続的輩出 

を習得する。 

② 思考力・判断力・表現力 

法律の条文を解釈して

簡易な法律上の問題を

解決することができ

る。 

③ 主体性・態度 

法律や政治や行政に関心

を持ち、専門知識を活か

して社会に貢献すること

ができる。 

経済

学部

経済

学科 

①コース

制を軸と

した教育

の充実  

②入学者

の質の向

上と高い

レベルの

教育の充

実  

③社会人

力の養成 

 

① 知識・技能 

経済学に関する専門知

識や技能のみならず、幅

広く深い教養知識を習

得する。 

② 思考力・判断力・表現力 

理論を踏まえて、私たち

の直面する経済問題の

解決策を作成すること

ができる。 

③ 主体性・態度 

他人に共感できる感性

をもち、社会と積極的に

かかわっていく能力を

身につけ、社会に貢献す

ることができる。 

経営

学部

経営

学科 

①成績評

価に基づ

く教育の

充実 

②各コー

スの特徴

を生かし

た展開 

① 知識・技能 

経営学、会計学、情報・

メディア学の知識を習

得すると同時に、それら

を関連付けられるよう

な幅広い一般知識を習

得する。 

② 思考力・判断力・表現力 

会社や組織等に内在す

る問題に対して、的確に

アプローチをして問題

解決策を提案できる。 

③ 主体性・態度 

会社や組織に係わる問

題を能動的に解決しよ

うとする態度を身に付

け、社会に貢献すること

ができる。 
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『② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的

な根拠』の文中から、経済学部経済学科に記述を削除する。（１３ページ 8行～11 行） 

 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類 

 

新 旧 

（１２ページ） 

② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を

踏まえたものであることの客観的な根拠 

 本学の就職状況については、次のとおり高い就

職率を維持している。（資料 11） 

法学部法学科は、平成 30年度の就職希望者が

74人で就職者が 73人で就職率は 98.6%、令和元

年度の就職希望者が 56 人で就職者が 55 人で就

職率は 98.2%、令和 2 年度の就職希望者が 58 人

で就職者が 56 人で就職率は 96.5%、令和 3 年度

の就職希望者が 69 人で就職者が 67 人で就職率

は 97.1%であり、 

 

 

 

 

 

 

 

経営学部経営学科は、平成 30年度の就職希望

者が 82人で就職者が 81人で就職率は 98.7%、

令和元年度の就職希望者が78人で就職者が77

人で就職率は 98.7%、令和 2年度の就職希望者

が111人で就職者が111人で就職率は100.0%、

令和 3 年度の就職希望者が 110 人で就職者が

109 人で就職率は 99.0%である。 

このように、各学部学科ともに、97％から

100％と高い就職率を維持している。 

 

（１３ページ） 

② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を

踏まえたものであることの客観的な根拠 

 本学の就職状況については、次のとおり高い就

職率を維持している。（資料 11） 

法学部法学科は、平成 30 年度の就職希望者が

74人で就職者が 73人で就職率は 98.6%、令和元

年度の就職希望者が 56 人で就職者が 55 人で就

職率は 98.2%、令和 2 年度の就職希望者が 58 人

で就職者が 56 人で就職率は 96.5%、令和 3 年度

の就職希望者が 69 人で就職者が 67 人で就職率

は 97.1%であり、 

経済学部経済学科は、平成 30年度の就職希望

者が 47 人で就職者が 46 人で就職率は 97.8%、

令和元年度の就職希望者が 51 人で就職者が 50

人で就職率は 98.0%、令和 2 年度の就職希望者

が 51 人で就職者が 50 人で就職率は 98.0%、令

和 3 年度の就職希望者が 67 人で就職者が 65 人

で就職率は 97.0%であり、 

経営学部経営学科は、平成 30年度の就職希望

者が 82人で就職者が 81人で就職率は 98.7%、

令和元年度の就職希望者が 78人で就職者が 77

人で就職率は 98.7%、令和 2年度の就職希望者

が 111人で就職者が111人で就職率は 100.0%、

令和 3 年度の就職希望者が 110 人で就職者が

109 人で就職率は 99.0%である。 

このように、各学部学科ともに、97％から

100％と高い就職率を維持している。 
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